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対象事業者 指導の目的等
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直ちに指定取消し等には至
らないが、改善が必要と認
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指定取消し等の事由に該当
する場合 公 示 

結果通知 

結果通知 

改善勧告 

改善報告書 

処分通知 

改善報告書 

改善命令 

度重なる指導を行っても、改善が行
われない場合は、監査へ移行 

○利用者に対する虐待が疑われるとき。 
○指定基準に重大な違反があると疑われ 
 るとき。 
○サービスの内容に不正又は著しい不当 
 が疑われるとき。 
○介護報酬の請求に不正又は著しい不当  
 が疑われるとき。 
○報告又は帳簿書類の提出若しくは提示 
 を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽 
 の報告をしたとき。 
○出頭を求められてこれに応ぜず、質問 
 に対して答弁せず、若しくは虚偽の答 
 弁をし、又は検査を拒み、妨げ、若し 
 くは忌避したとき。 
○不正の手段により事業者指定を受けた 
 ことが疑われるとき。 
○高齢介護室長が必要と認めるとき 

原則として、毎年度の４月１日現在指定を
受けている全ての事業者。 

○一般指導 
 全ての事業者の中から、別に定める基準
により選定し、計画的に実施する。 
○随時指導 
・利用者またはその家族等からの苦情若 
 しくは情報提供又は当該事業所の従業 
 者等からの通報若しくは情報提供が寄 
 せられているもののうち、特に緊急性 
 の高いもの 
・保険者、国民健康保険団体連合会）か 
 ら情報提供を受けた事業者のうち、特 
 に緊急性の高いもの 
・介護給付適正化システムにおいて、給 
 付実績が特異傾向を示す事業者のうち 
 その傾向が顕著なもの 

指定事業者全体のレベルアップを図ることを主眼として、介護保険法・制
度の趣旨、目的の周知及び理解の促進及び介護報酬に係る過誤・不正
請求の防止の観点から算定要件等の周知など、介護保険制度の適正な
運営を図る 

“サービスの質の確保と向上”、“利用者の尊厳の保持”及び“高齢者虐
待防止法の趣旨”、適正な介護報酬の請求等を踏まえ、事業所の所在地
において、関係書類の閲覧とヒアリングを元に指導を行う。 
a 運営指導 
 関係法令及び指定基準に照らし、適切な運営が行われているか どう
かについて、関係書類の点検・検査及び関係者に対するヒアリングを行う
とともに、適切でない運営が行われている場合は、これを是正するよう指
導する。 
b 報酬請求指導 
 各サービス類型ごとの報酬算定基準に照らし、報酬の単位ごとの算定
要件に合致しているか、保険給付の対象とならないサービス提供である
にも拘わらず、報酬請求が行われていないか、また各種加算については、
必要な人員等の体制が確保されているか、利用者ごとのケアプランに基
づきサービス提供が行われているか等について、関係書類の点検・検査
及び関係者に対するヒアリングを行うとともに、適切でない請求が行われ
ている場合は、これを是正するよう指導する。 

改善報告書 

期限を経過し、なお相当期間を経
た後も、改善されない場合は、行
政処分の対象となる。 

指定の全部若し
くは一部の効力
の停止 

行政処分 

行政処分 

返還額 

返還額の確定 
加算金の付加 

◆取消処分により事業者指定に係る欠格事由該当者となる者（当該 
 指定取消し等に係る聴聞通知（行政手続法第15条）があった日前60  
 日以内に役員等であった者） 
Ａ 役員 
 イ 業務を執行する（合名会社、合資会社、合同会社の）社員・（株式 
  会社の）取締役・執行役又はこれらに準ずる者（社会福祉法人等の 
  理事） 
 ロ 相談役、顧問等の名称を有するかどうかは問わず、イに掲げる者 
  と同等以上の支配力を法人に対し有するものと認められる者 
Ｂ その事業所を管理する者その他の政令で定める使用人・事業所の 
  管理者 
  

公 示 

○指定取消し等の事由に該当する行為が 
  なされたか、あるいは疑われる場合 
○明らかに不正又は著しい不当等が疑 
  われる場合 過誤調整 

不適正な報酬算定が
見受けられる場合 

過誤調整 
不適正な報酬算定が
見受けられる場合 

公 表 
勧告に従わな
かったとき 
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平成２４年度における事業者指定の取消し及び効力停止事例（大阪府域内） 

内容及び期間 
サービス種

別 
主 な 指 定 取 消・効 力 停 止 の 事 由 効力停止条項 経済上の措置 

 

指定の全部の効力

の停止６カ月間 

 

（平成 24 年 7 月 1

日～同年12月31日） 

 

訪問介護 

サービス提供が行われていないにもかかわらず虚偽のサービス提供記録簿を

作成し、またサービス提供を行った時間について、サービス提供記録簿に実際よ

りも長く記載し、不正に介護給付費を請求し受領した。 

訪問介護員等の員数が常勤換算方法で 2.5名以上を確保していなかった。また

管理者が常勤専従のところ、ほとんど勤務していなかった。これについて、府の

監査（書面検査）において、管理者がほとんど勤務しておらず、サービス提供責

任者が 1日 3時間程度しか勤務していなかったにもかかわらず、それぞれ常勤で

ある内容の勤務実績表の提出を行った。 

法第７７条第１

項第３号、第６

号及び第７号 

 

 

不正請求に係る

返還額 

1,211,820円 

 

指定の全部の効力

の停止３カ月間 

 

（平成 24年 9月 27

日～同年12月26日） 

 

 

訪問介護 

（予防含む） 

東大阪市に所在する当該事業所は、平成 20 年 7 月 1 日に介護保険法に基づく

指定訪問介護、指定介護予防訪問介護の指定を受けたが、指定の際に届出をした

管理者は、指定を受けた月の半月後から常勤としての勤務をしておらず、常勤の

管理者がいない状態が平成 24年 8月 3日まで継続していた。 

法第７７条第１

項第３号 

法第１１５条の

９第１項第２号 

― 

 

指定の取消し 

 

（平成 24 年 10 月

31日） 

 

訪問介護 

（予防含む） 

平成 22年 9月の事業者指定時から平成 24年 4月までの期間において、サービ

ス提供を行っていないにもかかわらずサービス提供を行ったかのように装い、サ

ービス提供記録簿を虚偽作成し、不正に介護給付費の請求を行い受領した。 

大阪市が実施した監査において、市に対し事業者と雇用関係にない訪問介護員

の訪問介護員等資格証の写しを提示したほか、虚偽作成した勤務（予定）表、従

業者の資格一覧表、賃金明細書及び賃金台帳等の会計諸記録、並びにサービス実

施記録等の書類の報告を行った。 

法第７７条第１

項第６号及び第

７号 

法１１５条の９ 

第１項第５号及

び第６号 

 

不正請求に係る

返還額 

37,316,118円 

 

指定の一部の効力

の停止６カ月間 

 

（平成 25 年 1 月 1

日～同年6月30日） 

 

居宅介護支

援 

 平成 19 年 11 月から平成 24 年 7 月の期間中、居宅サービス計画のモニタリン

グのために利用者居宅を訪問しなかったにもかかわらず、訪問を行ったように訪

問確認簿や居宅介護支援経過記録を虚偽作成し、運営基準減算に該当しないもの

として居宅介護サービス計画費を不正に請求し受領した。 

 また、大阪市の監査において、虚偽作成した訪問確認簿を提示し、書類に利用

者に無断で署名・押印したにもかかわらず、利用者の了解のもと署名代筆・押印

したと虚偽答弁を行った。 

 

法第８４条第１

項第６号、第７

号及び第８号 

 

不正請求に係る

返還額 

192,497円 
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指定の全部の効力

の停止６カ月間 

 

（平成 25 年 3 月 1

日～同年8月31日） 

 

訪問介護 

（予防含む） 

平成 24年 6月から同年 11月までの期間中、利用者の同居家族が訪問介護サー

ビスを提供しているにも関わらず、別の訪問介護員がサービスを行ったようにサ

ービス実施記録を虚偽作成し、不正に介護給付費を請求し受領した。 

 大阪市の監査（書面検査）で提出を求めた自己点検シートや監査（実地検査）

時に、訪問介護員が同居の家族に対してサービス提供しているにもかかわらず、

同居家族に対するサービス提供は行っていないとして虚偽の報告を行った。ま

た、大阪市の監査時に同居家族のサービスを行っていないと虚偽答弁をした。 

 

法第７７条第１

項第６号、第７

号及び第８号 

法１１５条の９ 

第１項 第９号 

 

不正請求に係る

返還額 

1,040,321円 

 

指定の取消し 

 

（平成 25年 3月 31

日） 

 

訪問介護 

（予防含む） 

 実際にはサービス提供を行っていないにもかかわらずサービス提供を行った

ように装う、また、生活援助のサービスしか行っていないにもかかわらず、あた

かも身体介護のサービス提供も合わせて行ったように装うなどにより、介護給付

費を不正に請求し受領した。 

 平成 23年 4月から平成 24年 7月までの間、常勤のサービス提供責任者を配置

していなかった。 

大阪市の監査実施時に、事業者と雇用関係に無い又は既に雇用関係が解消した

者を訪問介護員として記載した虚偽の書類を作成したものを市に提出し、当該虚

偽の資料に基づき虚偽の答弁を行った。 

 大阪市が監査実施時に提示を求めたサービス実施記録について、不正請求の事

実が発覚しないよう、全てのサービス実施記録を廃棄処分し、実際に行ったサー

ビス内容と相違するサービス実施記録を虚偽作成し、市に虚偽の報告を行い、虚

偽作成した書類どおりのサービス提供を行なっている旨の虚偽の答弁を行った。 

 

法第７７条第１

項第３号、第４

号、第６号、第

７号及び第８号 

法第１１５条の

９ 第 １ 項 第 ２

号、第３号、第

５号、第６号、

及び第７号 

 

不正請求に係る

返還額 

25,106,405円 

 

指定の取消し 

 

（平成 25年 3月 28

日） 

 

訪問介護 

 池田市に所在する当該事業所は、無資格の従業者にサービス提供を行わせ、ま

た、サービス提供を行っていないにもかかわらず、虚偽のサービス提供記録を作

成し、介護給付費を不正に請求し受領した。 

また、市の監査時に、無資格者の従業者による不正な請求を隠すため、有資格

者が同行したようにサービス提供記録を改ざんし、虚偽の書類を提出した。 

 

法第７７条第１

項第６号及び第

７号 

 

不正請求に係る

返還額 

1,261,143円 
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業 務 管 理 体 制 の 整 備  
 

平成２１年５月１日施行の改正介護保険法により、介護サービス事業者は、法令遵守

等の業務管理体制の整備が義務付けられています。 

事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設

の数に応じ定められており、また、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書

を関係行政機関に届け出ることとされています。 

 

１． 事業者が整備する業務管理体制 （介護保険法第１１５条の３２、介護保険法施行規則第１４０条の３

９） 

事業所等の数 ： １以上 20 未

満 

事業所等の数 ： 20 以上 100 未

満 
事業所等の数 ： 100 以上 

法令を遵守するための体制の

確保にかかる責任者（法令遵

守責任者）の選任 

法令を遵守するための体制の

確保にかかる責任者（法令遵

守責任者）の選任 

法令を遵守するための体制の

確保にかかる責任者（法令遵

守責任者）の選任 

 業務が法令に適合することを確

保するための規定（法令遵守

規程）の整備 

業務が法令に適合することを確

保するための規定（法令遵守

規程）の整備 

  業務執行の状況の監査を定期

的に実施 

（注） 事業所等の数には、介護予防事業所（介護予防支援事業所）を含みますが、みなし事業所は除い

てください。例えば、同一事業所が、訪問介護と介護予防訪問介護の指定を併せて受けている場合、

事業所等の数は、２と数えます。 

また、みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリ

テーション及び通所リハビリテーション）であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指

定があったものとみなされている事業所をいいます。 

 

２． 業務管理体制の整備に関する事項の届出先（法第１１５条の３２・規則第１４０条の４０） 

区分 届出先 

指定事業所又は施設が２以上の都道府県に所
在する事業者 

厚生労働大臣又は地方厚生局長 （※注） 

地域密着型サービス（介護予防含む）のみを
行う事業者で、指定事業所が同一市町村内に
所在する事業者 

市町村長 

（介護保険担当課） 

上記以外の事業者 大阪府知事（福祉部高齢介護室介護事業者課） 

（注）１つの地方厚生局の管轄区域にある場合 → 当該地方厚生局長  

   ２つの地方厚生局の管轄区域にまたがる場合→ 事業所等の数が多い地域を管轄する地方厚生局長  

   ３つ以上の地方厚生局の管轄区域にまたがる場合 → 厚生労働大臣 

 

※届出様式などについては、大阪府のホームページを参照 
介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出についてのページ： 

http://www.pref.osaka.jp/jigyoshido/kaigo/gyoumukanritaisei.html 
大阪府トップページ 福祉・子育て 高齢者 介護保険 指定居宅サービス事業者及び居宅

介護支援事業者のページ 介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出について 

 
※事業者として整備、届出いただくもので、事業所数が増加した場合であっても、上記「１．事業者が

整備する業務管理体制」の内容等に変更がなければ、届出は必要ありません。 
（例：事業所の新規指定により、事業所数が 20 以上になった場合は、法令遵守規程の整備と変更届出が必要ですが、それ以外

（19 以下）の場合で、既に法令遵守責任者を届け出ているならば、新たな届出は不要です。） 
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３． 業務管理体制整備の確認検査について 

業務管理体制は、事業者が自ら整備・改善し、法令等を自主的に遵守していくことが

必要です。 

大阪府では、介護サービス事業者の業務管理体制の整備状況を検証するため、  

報告の徴収、事業者の本部・関係事業所等への立入検査などが実施できるようになり 

ました。 

立入検査において、問題点が確認された場合、必要に応じて行政上の措置（勧告、

命令）を行うことがあります。 

 

 【検査の種類】 

一般検査…届出のあった業務管理体制の整備・運用状況を確認するために、定期

的（概ね６年に１回）に実施 

特別検査…指定介護サービス事業所等の指定取消処分相当事案が発覚した場合

に実施（①業務管理体制の問題点を確認しその要因を検証、②指定等取消処分

事案への組織的関与の有無を検証） 

 

※ 一般検査（書面検査を予定）については、順次、対象介護サービス事業者（本部

等）に通知のうえ、実施する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 
指定事業所又は施設が 

2以上の都道府県に所在

する事業者 

市町村 
地域密着型サービスの

みを行う事業者で指定

事業所が同一市町村内

に所在する事業者 

業務管理体制の監督 

市町村 
地域密着型 

サービス事業所 

事業所等の指定等 

大阪府等所管庁 

・居宅サービス事業所 

・居宅介護支援事業所 

・介護予防（支援）事業所 

・介護保険施設 

 

 

・業務管理体制の 

整備に関する届出 

・業務管理体制の整備に

関する報告、質問、 

立入検査の実施 

・勧告、命令等 

・指定事業所等の監査情報の提供 

・業務管理体制の整備に関する報告等

の権限行使の際の連携 

・所管庁からの報告等実施の要請  

等 

・指定事業所

等の監査の

実施等 

大阪府 
大阪府内のみに指定事業所又は  

施設が所在する事業者（地域密着型

サービス事業者の場合は指定事業所

が複数の市町村に所在する事業者） 

※国又は市町村所管以外の事業者 

【参考：業務管理体制の監督体制等】 

介護サービス事業者 

居宅サービス

事業所 
介護保険施設 

等 

地域密着型 

サービス事業所 
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指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 等 の 法 令 遵 守 に つ い て  

指定居宅サービス事業者等の義務 ：介護保険法第 5 章   

 指定事業者は、要介護者（又は要支援者）の人格を尊重しなければならな

い。 

 指定事業者は、介護保険法又は同法に基づく命令（政令及び省令）を遵守

しなければならない。 

 指定事業者は、要介護者（又は要支援者）のため忠実にその職務を遂行しな

ければならない。 

 指定事業者は、上記に規定する義務の履行が確保されるよう、業務管理体

制を整備しなければならない。 

法第 74 条第６項：指定居宅サービス事業者、法 78 条の 4 第８項：指

定地域密着型サービス事業者、法第 81 条第５項：指定居宅介護支

援事業者、法第 115 条の 4 第６項：指定介護予防サービス事業者、

法 115 条の 14 第８項：指定地域密着型介護予防サービス事業者 

法第 77 条第 1 項第５号：指定居宅サービス事業者、法 78 条の 10 第 1 項第 6 号：指定地域密着型サ

ービス事業者、法第 84 条第 1 項第 4 号：指定居宅介護支援事業者、法第 115 条の９第 1 項第 4 号：

指定介護予防サービス事業者、法 115 条の 19 第 1 項第 6 号：指定地域密着型介護予防サービス事

業者 
 

指定の取消し等の行政処分の対象 

指定居宅サービス事業者等の義務に違反した場合  

◆法令遵守の意味 
 
① 指定の取消処分等の事由になるような行為を

しない。 
② 「人員、設備及び運営の基準」等を遵守する。 

※ ただし、業務管理体制の整備については直ちに指定の取消等の行政処分

分の対象となるものではなく、勧告・命令に従わなかった場合に指定取消

等の行政処分となることがある。 
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事業運営上の留意事項 

 

【 地域密着型サービス事業者共通事項 】 

 

 設備に関する事項  

◎設備・備品について 

 ○ケースファイル等の個人情報の保管状態が不適切である。 

 ○指定を受けた専用区画内に設備・備品や利用者のファイルを保管していない。 

（ポイント） 

個人情報の漏洩防止のため、保管庫は施錠可能なものとし、保管庫内のファイルなどが見

えないようにすること。 

 

 運営に関する事項  

◎運営規程・重要事項説明書について 

 ○運営規程の内容が変更されているにもかかわらず、柏原市へ変更届が提出されていない。 

 ○「重要事項説明書」に、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情相

談の窓口、苦情処理の体制及び手順等の利用申込者がサービスを選択するために必要な

事項が記載されていない。 

（ポイント）重要事項説明書に記載すべき内容 
① 事業者（法人）、事業所の概要（名称、住所、所在地、連絡先など） 
② 運営規程の概要（目的、方針、営業日時） 
③ 従業者の勤務体制 
④ 提供するサービスの内容及び提供方法 
⑤ その他費用（家賃・居住費、光熱水費など）について 
⑥ 利用料、その他費用の請求及び支払い方法について 

※入院・外泊時等における取扱いや徴収する費用の額をやむを得ず変更する際の手続

き方法を含む。 
⑦ 緊急時の対応方法 
⑧ 事故発生時の対応（損害賠償の方法を含む） 
⑨ 苦情処理の体制及び手順、苦情相談の窓口、苦情・相談の連絡先（事業者、市町村：利

用者の保険者、大阪府国民健康保険団体連合会など） 
⑩ 秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）について 
⑪ 高齢者虐待防止について 
⑫ サービス内容の見積もり（サービス提供内容及び利用者負担額のめやすなど） 

 ＊別途料金表の活用も可 
⑬ その他利用者がサービスを選択するために必要な重要事項 
⑭ 事業者、事業所、利用者（場合により代理人）による説明確認欄 
⑮ 協力医療機関・協力歯科医療機関 
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※以下は参考です。事業所の実情に合わせた内容にしてください。 

（記載例）【緊急時の対応方法】 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに

主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連

絡先にも連絡します。 

 

（記載例）【事故発生時の対応】 

 当事業所が利用者に対して行うサービス（指定を受けたサービス名を記載）の提供により、

事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、必要な

措置を講じます。また、当事業所が利用者に対して行ったサービス（指定を受けたサービス名

を記載）の提供により、賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

（記載例）【苦情処理の体制及び手順】 

 苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するため必要に応じ訪問を実

施し、状況の聞き取りや事情の確認を行い、利用者の立場を考慮しながら事実関係の特定を

慎重に行います。相談担当者は、把握した状況を管理者とともに検討を行い、当面及び今後

の対応を決定します。対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、

利用者へは必ず対応方法を含めた結果報告を行います。（時間を要する内容もその旨を翌日

までには連絡します。） 

 

（記載例）【秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）】 

事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り

得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。また、この秘密を

保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利

用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意

を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

 

（記載例）【高齢者虐待防止について】 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置

を講じます。 

⑴研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識や技術の向上に努めます。 

⑵個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

⑶従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用

者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

 ○「重要事項説明書」と「契約書」が一体となっており、分離されていない。 

 ○契約を行った後で重要事項の説明を行っている。 
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 ○重要事項の説明を行った際の利用申込者の署名する理由が「サービス提供開始に同意しま

した」となっている。 

（ポイント） 

「重要事項説明書」は利用申込者が事業所を選択するために重要な事項を説明するため

のものであるので、契約書と分離し、まずは重要事項の説明を行うこと。その後、利用申込者

等がサービス提供を希望する場合に契約を行うこと。 

なお、同意の署名について、利用者が判断能力の低下など自ら署名できない場合について

は、当該利用者、法定後見又は任意後見として家庭裁判所の後見開始の決定を受けた後見

人若しくはその他成年後見制度を補完する公的サービスによる保佐人、補助人に準じる者と

当該利用者の介護支援専門員等とが連携してサービス担当者会議で代理署名の方法を明ら

かにしておくとともに、代理署名については各サービス事業所の説明者となっている管理者、

生活相談員等が代筆者であることの署名を添えて、当該利用者の署名の代筆を行うなど適切

な対応をあらかじめ定め、適切に実施すること。 

 

 ○「重要事項説明書」と「運営規程」の記載（営業日時、サービス内容、利用料、サービス提供

の内容など）が相違している。 

 （ポイント） 

・ 運営規程の内容を基本にして整合させること。 

・ 運営規程の内容を変更する場合は、柏原市に変更届が必要。 

 

◎利用者の心身の状況の把握 

○サービスの提供に当たり、サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況等につい

て把握していない。 

 

◎提供した具体的なサービス内容等の記録について 

○サービスを提供した際の、提供日、提供時間、提供した具体的なサービスの内容、サービス

提供者の氏名、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録していない。 

○利用者ごとに記録されていない。 

 

◎利用料等の受領について 

○保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな費用の支払いを受

けている。（共益費、管理費等） 

○利用者又はその家族から同意を得ないで徴収している費用がある。 

 

◎領収証の発行について 

○交付する領収証に保険給付対象額、その他の費用、医療費控除対象額を区分して記載し、

当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記載していない。 

○医療費控除対象額を対象者以外にも記載している。 

○医療費控除対象額に含まれない額を記載している。 
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○利用料の支払いが口座引落し、口座振込みの利用者に対し領収証を発行していない。 

（ポイント） 

医療費控除の対象となりうるサービス 

① 医療系サービス(訪問看護等) 

② ①のサービスが居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に位置付けられ、併せて利

用している場合に対象となる福祉系サービス 

③ 介護福祉士等による喀痰吸引等の対価（自己負担額の１０％） 

参考：「介護保険制度下での居宅サービスの対価にかかる医療費控除の取扱いについて」 

（平成 12 年 6 月 1 日付け老発第 509 号・平成 18 年 12 月 1 日事務連絡・平成 22 年 1 月 21

日事務連絡・平成 25 年 1 月 25 日事務連絡抜粋（P.２２表参照）） 

 

◎自己評価・外部評価について 

○提供するサービスについて自己評価・外部評価を行っていない。 

（ポイント） 

・ 少なくとも年に１回は定期的に自己評価・外部評価を行う。 

※外部評価については、一部緩和基準あり 

・ 自己評価は、管理者等が一人で行わず、事業所全体で取り組む。 

・ なお、人員、設備及び運営に関する基準及び報酬算定に関する規定が順守されているか

どうかを確認する自主点検とは異なり、この自己評価は、主にサービスの質を向上させる

ための取組みとして事業所全体で取組むものである。 

・ 外部評価を受検した際には、その結果を柏原市に報告するとともに、利用者又はその家

族に説明を行う。また、事業所内で閲覧・掲示等により公表する。 

 

◎管理者の責務について 

○従業者に運営基準を遵守させるため必要な指揮命令を行っていない。 

 

◎勤務体制の確保について 

○翌月の勤務予定表が前月末までに作成されていない。 

○勤務予定表に管理者の勤務予定が記載されていない。 

○勤務予定表に従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務関係などが明記さ

れていない。 

（ポイント）勤務予定表について 

・ 管理者を含む全ての従業者を記載し、事業所ごと、原則として月ごとに作成すること。 

・ 従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、管理者との兼務関係などを明記

すること。 

 

○雇用契約書もしくは労働条件通知書等により当該事業所管理者の指揮命令下にあること及

び職務の内容が明確にされていない。 
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（ポイント） 

常勤・非常勤を問わず、従業者に労働条件（雇用期間、就業場所、従事する業務（兼務

の職務）、勤務時間等）を書面で示すこと。（労働条件通知書・雇用契約書等を作成し、交

付する） 

法人代表、役員が管理者等の常勤従業者となリ、雇用契約が必要とされない場合であ

っても、就業場所、従事する業務、勤務時間等を明らかにすること。 

 
◎従業者の資質向上のための計画的な研修の実施及び記録について 

○計画的に実施されていない。 

○研修（内部、外部を含む）の実施記録等が保存されていない。 

（ポイント） 

年間計画などを策定し、実施後は資料等も含め、記録を残すこと。 

 

◎非常災害対策について 

○非常災害対策に関する具体的な計画が作成されていない。また、作成されているが、従業

者に周知されていない。 

○消防訓練が実施されていない。また、消防訓練の実施にあたり、消防機関との連携を行っ

ていない。 

○防火管理者に変更があった場合に、消防機関への報告を行っていない。 

○消防設備の点検を行っていない。 

 

◎衛生管理等について 

○管理者が従業者の健康診断の結果を把握する、感染症予防マニュアルを整備し、従業者に

周知するなど感染症予防に必要な措置をとっていない。 

○事業所内での食中毒及び感染症の発生を防止するための措置をとっていない。 

○倉庫等において、清潔物と不潔物を混在して保管している。 

 

◎重要事項の掲示について 

○事業運営にあたっての重要事項の掲示がされていない。 

○事故発生時の対応、秘密保持、個人情報の保護、苦情相談の窓口、苦情解決の体制及び

手順などが欠落している。 

○「運営規程」のみを掲示している。 

○事業所の見やすい場所に掲示されていない。 

（ポイント） 

１．掲示すべき内容（項目は重要事項説明書と同じ） 

① 運営規程の概要（目的、方針、営業日時、利用料金、サービス提供方法など） 

② 従業者の勤務体制 

③ 秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）について 

④ 事故発生時の対応（損害賠償の方法を含む） 

⑤ 苦情処理の体制及び手順、苦情相談の窓口、苦情・相談の連絡先（事業者、市町村：事
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業実施地域全て、大阪府国民健康保険団体連合会など） 

２．事業所内の見やすい場所に掲示すること 

受付コーナー、相談室等利用申込者等が見やすいよう工夫して掲示すること。 

なお、趣旨は利用者に周知できる環境を整えることであることから、受付コーナー等に重

要事項説明書の雛形を事業所のパンフレットなどとともにクリアファイル等に整理し、利用

者が適宜見ることができるようにすることで差支えない。 

 

◎従業者の秘密保持について 

○従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保持

について、事業者と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知書、誓約書等で取り決

めが行われていない。 

○取り決めが行われている場合であっても、秘密保持の対象が、「利用者及び利用者の家族

の個人情報」であることが明確になっていない。 

 

◎個人情報の使用同意について 

○サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報を用いることについてそ

れぞれから文書による同意が得られていない。 

○利用者の家族から使用同意を得る様式になっていない。  

（ポイント） 

家族の個人情報を使用する可能性もあるため、利用者だけでなく家族についても記名で

きる様式にしておくこと。 

 

◎苦情処理について 

○苦情処理の内容が記録されていない。 

○苦情処理に関する記録の整備（処理簿、台帳の作成等）がされていない。 

○苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを行っていない。 

（「その後の経過」「原因の分析」「再発防止のための取組み」の記録、事業所として再発防

止のための取組み等） 

 

◎運営推進会議の開催について 

○概ね２カ月に１回以上運営推進会議が開催されていない。 

○運営推進会議の議事録等を公表していない。 

 

◎事故発生時の対応について 

○事故・ひやりはっと事例報告が記録されていない。 

○事故・ひやりはっとに関する記録の整備（処理簿、台帳の作成等）がされていない。 

○「その後の経過」、「原因の分析」、「再発防止のための取組み」が記録されていない。 

○事業所として、「再発防止のための取組み」が行われていない。 

○損害賠償保険の加入又は賠償金の積み立てを行っていない。 

-12-



○事故発生時の対応方法や緊急連絡先等の把握や従業者への周知がされていない。 

○利用者の家族や市町村に報告していない。 

（ポイント） 

事故が発生した場合は、応急対応をした後、利用者の家族に速やかに連絡するとともに、

事故の状況等によっては、市町村への報告を行うこと。 

 

◎会計区分について 

○介護保険事業と他の事業（介護予防サービス事業も別事業）の経理・会計が区分されてい

ない。 

（ポイント） 

事務的経費等についても按分するなどの方法により、会計を区分すること。 

 

◎変更届等の提出について 

○変更届出書が提出されていない。（柏原市に届出が必要） 

（専用区画、管理者、介護支援専門員、運営規程など） 

 （ポイント） 

変更した日から１０日以内に提出すること。なお、複数回にわたって変更が発生した場合で

も、変更事実の発生日ごとに変更届を作成すること。《届出事項によっては郵送での受付が可

能。》 

 

◎高齢者虐待の防止について 

○高齢者虐待の防止に関する取組みが行われていない。（運営規程・重要事項説明書にも条

項の追加） 

（ポイント） 

事業者は従業者に対して研修の機会を提供するなど高齢者虐待の防止に関する取組みを

行う必要がある。 

大阪府の認知症・高齢者虐待防止関連サイト 

http://www.pref.osaka.jp/kaigoshien/gyakutai/index.html 

 

 

 

 介護報酬等の請求に関する事項  

◎サービス提供体制強化加算・認知症専門ケア加算等の加算について 

○算定要件を満たしていない。又は満たしていることを確認していない。（各サービスの要件等

については以下サービスごとに記載） 

◎介護職員処遇改善加算について 

○処遇改善計画に基づいて賃金改善を行っていることが確認できない。 

○処遇改善計画やキャリアパス要件等の内容を従業者に周知していることが確認できない。 
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【 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 】 

 

 人員に関する事項  

○常勤換算方法で、通いサービスの利用者数に対し３：１以上の人員配置に加え、訪問サービス

を提供する人員１以上を配置していない。 

○夜間及び深夜の時間帯における宿直勤務に当たる者を必要数配置できていない。 

 

 運営に関する事項  

◎居宅サービス計画の作成について 

○居宅サービス計画の作成にあたって、指定居宅介護支援等の基準に基づいた適切な方法に

より行われていない。 

○利用者等のニーズ・課題の抽出にあたって、適切なアセスメントに基づき行われていない。 

 

◎具体的なサービス内容等を記載した小規模多機能型居宅介護計画の作成について 

○介護支援専門員が、居宅サービス計画の内容に沿って、利用者の日常生活全般の状況及び

希望等を踏まえて、介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載

した介護計画を作成していない。または記載内容に不足・不備がある。 

○介護計画の内容について利用者又はその家族に対し、説明し同意を得ずに作成している。 

○介護計画を交付していない、または、交付したことを把握していない。 

○居宅サービス計画に基づかないサービスを位置づけている。 

（ポイント） 

・ 介護支援専門員は、利用者の状況を把握・分析し、サービスの提供によって、解決すべ

き問題状況を明らかにした上で（アセスメント）、援助の方向性や目標を明確にした小規

模多機能型居宅介護計画を作成しなければならない。 

・ 小規模多機能型居宅介護計画の作成にあたっては、その内容について利用者又はその

家族に対して説明し、利用者の同意を得たことがわかるよう署名・押印を得ることが望ま

しい。 

・ 作成した小規模多機能型居宅介護計画は利用者に交付しなければならない。 

 

◎モニタリングの実施について 

○介護支援専門員が、小規模多機能型居宅介護計画作成後において、当該計画の実施状況及

び利用者の様態の変化等の把握を行っていない。 

○モニタリングの結果等を踏まえ、必要に応じて居宅サービス計画及び小規模多機能型居宅介

護計画の変更を行っていない。 

 

 介護報酬等の請求に関する事項  

◎介護報酬等の請求における留意点について 

○所定単位数の算定期間について、実際にサービス提供を開始した日からではなく、契約日か

ら算定している。 
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（ポイント） 

登録日とは、小規模多機能型居宅介護事業者と利用契約を締結した日ではなく、通い、訪

問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日とする。 

 

◎サービス提供にあたり、留意する点について 

○「医行為」の範囲の解釈について 

（ポイント） 

下記資料を参考にし、提供しようとするサービスが医師法等の規制の対象となっていない

かどうかを確認すること。 

参考：「医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の解釈に

ついて」（平成１７年７月２６日付医政発第 0726005 号）P.２３参照 

   

 

 

【 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 】 

 

 人員に関する事項  

○夜間及び深夜の時間帯以外の日中の時間帯における介護従業者を、常勤換算方法で、入居

者数に対し３：１以上配置していない。 

○夜間及び深夜の時間帯における勤務に当たる者をユニットごとに１名以上配置できていない。 

 

 運営に関する事項  

◎入居資格の確認について 

○入居申込者の入居に際し、主治医の診断書等により、当該入居申込者が認知症である者であ

ることを確認していない。 

 

◎認知症対応型共同生活介護計画の未作成 

○計画作成担当者が、利用者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて、介護の目標、当

該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した介護計画を作成していない。ま

たは記載内容に不足・不備がある。 

○介護計画の内容について利用者又はその家族に対し、説明し同意を得ずに作成している。 

○介護計画を交付していない、または、交付したことを把握していない。 

○入居者が入居しているユニット以外の計画作成担当者により介護計画が作成されている。 

 

◎モニタリングの実施について 

 ○計画作成担当者が、介護計画作成後において、当該計画の実施状況及び利用者の様態の

変化等の把握を行っていない。 

 ○モニタリングの結果等を踏まえ、必要に応じて介護計画の変更を行っていない。 
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◎サービス提供記録 

○利用者の被保険者証に、入居に際しては入居の年月日及び入居している共同生活住居の

名称を、退居に際しては退居の年月日を記載していない。 

 

 介護報酬等の請求に関する事項  

◎夜間ケア加算について 

○夜間ケア加算の算定要件を満たしていることを確認していない。 

（ポイント） 

夜間ケア加算は、当該事業所の１の共同生活住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て１の介護従業者を配置している場合において、それに加えて常勤換算方法で１以上の介護

従業者を配置するものとすること。ただし、全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯の

体制が人員配置基準を上回っているものとする。なお、これらの要件を満たしていることにつ

いて、毎月確認し、記録しておくことが必要である。 

 

◎若年性認知症利用者受入加算について 

○受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者

の特性やニーズに応じたサービス提供を行っていない。 

 

◎医療連携体制加算について 

○看護師による２４時間連絡できる体制が確保されていない。 

○医療連携体制加算を算定している事業所が行うべき具体的サービスを行うために必要な看

護師の勤務時間が確保されていない。 

○算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」が作成されていない。又は内容

に不備がある。 

○「重度化した場合における対応に係る指針」を、入居者又はその家族に対して、入居の際に

説明し、同意を得ていない。 

（ポイント） 

医療連携体制加算を算定している事業所が行うべき具体的サービスとしては、 

・利用者に対する日常的な健康管理 

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整 

・看取りに関する指針の整備 

 が想定されており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが必要であ

る。 

「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき事項としては、 

①急性期における医師や医療機関との連携体制 

②入院期間中における認知症対応型共同生活介護における居住費や食費の取扱い 

③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに関す

る指針   

 などが考えられる。 

-16-



 

◎看取り介護加算について 

○医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者である

ことが確認されていない。 

○利用者又はその家族等の同意を得て、利用者の介護に係るターミナルケア計画が作成され

ていない。 

○医師、看護師（当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の職員又は当該指定認知症対

応型共同生活介護事業所と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診療

所若しくは訪問看護ステーションの職員に限る。）、介護職員等が共同して、利用者の状態又

は家族の求め等に応じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得て、介護が行わ

れていない。 

○当該加算に係る記録がされていない。又は記録が不十分である。 

（ポイント） 

・ 看取り介護加算は、基準に適合する看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡

日を含めて３０日を上限として算定できる。当該利用者が、死亡前に退居等した場合でも

算定可能であるが、その際には、当該事業所において看取り介護を直接行っていない退

居等した日の翌日から死亡日までの間は、算定することができない。したがって、退居し

た日の翌日から死亡日までの期間が３０日以上あった場合には、看取り介護加算を算定

することはできない。 

・ 当該事業所を退居等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り介

護加算は死亡月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、事業所に入居してい

ない月についても自己負担を請求されることになるため、利用者が退居等する際、退居

等の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場

合があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

・ 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、退居等の後も、継続して利用者の家族への

指導や医療機関に対する情報提供等を利用者の家族への指導や医療機関に対する情

報提供等を行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関

わりの中で、利用者の死亡を確認することができる。なお、情報の共有を円滑に行う観点

から、事業所が入院する医療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等

が事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、本人又は家族に対し

て説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

・ 本人またはその家族への説明、同意や経過等については、適切な看取り介護が行われ

ていることが担保されるよう、記録しておく必要がある。 

 

◎認知症専門ケア加算について 

○当該加算の要件を満たしていることがわかる利用者の割合や会議等の記録をしていない。 

○当該加算に必要な研修を受講している者を配置していない。 

（ポイント） 

・認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

-17-



 次のいずれにも適合すること。 

(1)事業所における利用者の総数のうち、日常生活自立度のランクⅢ以上の者の占める割

合が１／２以上 

(2)認知症介護実践リーダー研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合

にあっては１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に当該対象者

の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームと

して専門的な認知症ケアを実施していること。 

(3)当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に

係る会議を定期的に開催していること。 

・認知症ケア加算（Ⅱ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準に適合すること。 

(2)認知症介護指導者研修を修了している者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケア

の指導等を実施していること。 

(3)当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、

当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

 

◎サービス提供体制強化加算について 

○当該加算に係る従業者の割合を確認し、記録していない。 

（ポイント） 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)事業所の介護従業者の総数のうち、介護福祉士の占める割合が５０／１００以上 

(2)定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

※介護福祉士については、各月の前月末時点で資格を取得している者とする。 

・サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)事業所の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が７５／１００以上 

(2)定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

・サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)利用者に直接介護サービスを提供する職員の総数のうち、勤続年数３年以上の者の占

める割合が３０／１００以上 

(2)定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

※勤務年数とは、各月の前月末日における勤続年数をいうものとする。 

勤続年数の算定にあたっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人の経営

する他の介護サービス事業所や社会福祉施設等においてサービスを直接提供する職員

として勤務した年数を含めることができる。 
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【 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 】 

 

 運営に関する事項  

◎地域密着型施設サービス計画の不備 

○地域密着型施設サービス計画が、担当の介護支援専門員以外により作成されていた。 

 

◎入所選考について 

○入所選考会において選考者名簿の調整が行われていなかった。 

○入所選考会において優先的な入所の取扱いを行っている事例があったが、その理由等が記

載されていないものが見受けられた。 

（ポイント） 

入所を待っている申込者がいる場合には、入所して指定地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護を受ける必要性が高いと認められる者を優先的に入所させるよう努めなければなら

ない。また、その際の勘案事項としては、指定地域密着型介護老人福祉施設が常時の介護を

要する者のうち居宅においてこれを受けることが困難な者を対象としていることにかんがみ、介

護の必要の程度及び家族の状況等を挙げられる。なお、こうした優先的な入所の取扱いについ

ては、透明性及び公平性が求められることに留意するものとする。 

 

 介護報酬等の請求に関する事項  

◎看取り介護加算について 

○医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者である

ことが確認されていない。 

○利用者又はその家族等の同意を得て、利用者の介護に係るターミナルケア計画が作成され

ていない。 

○医師、看護師（当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職員又は病院若しくは診療所若し

くは訪問看護ステーションの職員に限る。）、介護職員等が共同して、利用者の状態又は家族

の求め等に応じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得て、介護が行われてい

ない。 

○看取りに関する職員研修を行っていない。 

○当該加算に係る記録がされていない。又は記録が不十分である。 

（ポイント） 

・ 看取り介護加算は、基準に適合する看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡

日を含めて３０日を上限として算定できる。当該利用者が、死亡前に退居等した場合でも

算定可能であるが、その際には、当該事業所において看取り介護を直接行っていない退

居等した日の翌日から死亡日までの間は、算定することができない。したがって、退居し

た日の翌日から死亡日までの期間が３０日以上あった場合には、看取り介護加算を算定

することはできない。 

・ 当該事業所を退居等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り介

護加算は死亡月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、事業所に入居してい
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ない月についても自己負担を請求されることになるため、利用者が退居等する際、退居

等の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場

合があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

・ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、退居等の後も、継続して利用者の家族への指導

や医療機関に対する情報提供等を利用者の家族への指導や医療機関に対する情報提

供等を行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わり

の中で、利用者の死亡を確認することができる。なお、情報の共有を円滑に行う観点か

ら、事業所が入院する医療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が

事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、本人又は家族に対して

説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

・ 本人またはその家族への説明、同意や経過等については、適切な看取り介護が行われ

ていることが担保されるよう、記録しておく必要がある。 

 

◎認知症専門ケア加算について 

○当該加算の要件を満たしていることがわかる利用者の割合や会議等の記録をしていない。 

○当該加算に必要な研修を受講している者を配置していない。 

（ポイント） 

・認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)施設における入所者の総数のうち、日常生活自立度のランクⅢ以上の者の占める割合

が１／２以上 

(2)認知症介護実践リーダー研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合

にあっては１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に当該対象者

の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームと

して専門的な認知症ケアを実施していること。 

(3)当該施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係

る会議を定期的に開催していること。 

・認知症ケア加算（Ⅱ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準に適合すること。 

(2)認知症介護指導者研修を修了している者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケアの

指導等を実施していること。 

(3)当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当

該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

 

◎サービス提供体制強化加算について 

○当該加算に係る従業者の割合を確認し、記録していない。 

（ポイント） 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 
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 次のいずれにも適合すること。 

(1)施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が５０／１００以上 

(2)定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

※介護福祉士については、各月の前月末時点で資格を取得している者とする。 

・サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が７５／１００以上 

(2)定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

・サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

 次のいずれにも適合すること。 

(1)利用者に直接介護サービスを提供する職員の総数のうち、勤続年数３年以上の者の占

める割合が３０／１００以上 

(2)定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

※勤務年数とは、各月の前月末日における勤続年数をいうものとする。 

勤続年数の算定にあたっては、当該施設における勤続年数に加え、同一法人の経営す

る他の介護サービス事業所や社会福祉施設等においてサービスを直接提供する職員と

して勤務した年数を含めることができる。 
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医政発第 0726005号 

平成１７年７月２６日 

各都道府県知事 殿 

                                          厚生労働省医政局長 

医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の 

解釈について（通知） 

 医師、歯科医師、看護師等の免許を有さない者による医業（歯科医業を含む。以下同じ。）

は、医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条その他の関

係法規によって禁止されている。ここにいう「医業」とは、当該行為を行うに当たり、医

師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼ

すおそれのある行為（医行為）を、反復継続する意思をもって行うことであると解してい

る。 

 ある行為が医行為であるか否かについては、個々の行為の態様に応じた個別具体的に判

断する必要がある。しかし、近年の傷病構造の変化、国民の間の医療に関する知識の向上、

医学・医療機器の進歩、医療・介護サービスの提供のあり方の変化などを背景に、高齢者

介護や障害者介護の現場等において、医師、看護師等の免許を有さない者が業として行う

ことを禁止されている｢医行為｣の範囲が不必要に拡大解釈されているとの声も聞かれると

ころである。 

 このため、医療機関以外の高齢者介護・障害者介護の現場等において判断に疑義が生じ

ることの多い行為であって原則として医行為ではないと考えられるものを別紙の通り列挙

したので、医師、看護師等の医療に関する免許を有しない者が行うことが適切か否か判断

する際の参考とされたい。 

 なお、当然のこととして、これらの行為についても、高齢者介護や障害者介護の現場等

に置いて安全に行われるべきものであることを申し添える。 
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（別紙） 

１水銀体温計・電子体温計により腋下で体温を計測すること、及び耳式電子 
 体温計により外耳道で体温を測定すること。 

２自動血圧測定器により血圧を測定すること 

３新生児以外の者であって入院治療の必要がないものに対して、動脈血酸素 
 飽和度を測定するため、パルスオキシメーターを装置すること 

４軽微な切り傷、擦り傷、やけど等について、専門的な判断や技術を必要 
 としない処置をすること（汚物で汚れたガーゼの交換を含む） 

５ 患者の状態が以下の３条件を満たしていることを医師、歯科医師又は看護職員が確認
し、これらの免許を有しない者による医薬品の使用の介助ができることを本人又は家族
に伝えている場合に、事前の本人又は家族の具体的な依頼に基づき、医師の処方を受け、
あらかじめ薬袋等により、患者ごとに区分し授与された医薬品について、医師又は歯科
医師の処方及び薬剤師の服薬指導の上、看護職員の保健指導・助言を尊重した医薬品の
使用を介助すること。具体的には、皮膚への軟膏の塗布（褥瘡の処置を除く。）皮膚へ
の湿布の貼付、点眼薬の点眼、一包化された内用薬の内服（舌下錠の使用も含む。）、
肛門からの座薬挿入又は鼻腔粘膜への薬剤噴霧を介助すること。 

 ①患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること 
 
 ②副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連 
  続的な容態の経過観察が必要である場合ではないこと 
 
  ③内用薬については誤嚥の可能性、座薬については肛門からの出血の 
  可能性など、当該医薬品の使用の方法そのものについて専門的な配慮が 
  必要な場合ではないこと 

 注１以下に掲げる行為も、原則として、医師法第１７条、歯科医師法 
   第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の規制の対象とする 
   必要がないものであると考えられる。 

 ①爪そのものに異常がなく、爪の周囲の皮膚にも化膿や炎症がなく、かつ、糖尿病等の
疾患に伴う専門的な管理が必要でない場合に、その爪を爪切りで 
切ること及び爪ヤスリでやすりがけすること。 

 ②重度の歯周病等がない場合の日常的な口腔内の刷掃・清拭において、 
歯ブラシや綿棒又は巻き綿子などを用いて、歯、口腔粘膜、舌に付着している汚れを
取り除き、清潔にすること 

 ③ 耳垢を除去すること（耳垢塞栓の除去を除く） 

 ④ ストマ装具のパウチにたまった排泄物を捨てること。（肌に接着したパウチの取り
替えを除く。） 
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 ⑤ 市販のディスポーザブルグルセリン浣腸器（※）を用いて浣腸すること 

  ※ 挿入部の長さが５から６センチメートル程度以内、グルセリン濃度５０％、成人
用の場合で４０グラム程度以下、６歳から１２歳未満の小児用の場合で、２０グラ
ム程度以下、１歳から６歳未満の幼児用の場合で１０グラム程度以下の容量のもの 

注２ 上記１から５まで及び注１に掲げる行為は、原則として医行為又は医師法第１７条、
歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の規制の対象とする必要がな
る者でないと考えられるものであるが、病状が不安定であること等により専門的な管
理が必要な場合には、医行為であるとされる場合もあり得る。このため、介護サービ
ス事業者等はサービス担当者会議の開催時等に、必要に応じて、医師、歯科医師又は
看護職員に対して、そうした専門的な管理が必要な状態であるかどうか確認すること
が考えられる。さらに、病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、医師、歯科医
師又は看護職員に連絡を行う等の必要な措置を速やかに講じる必要がある。 

   また、上記１から３までに掲げる行為によって測定された数値を基に投薬の要否な
ど医学的な判断を行うことは医行為であり、事前に示された数値の範囲外の異常値が
測定された場合には、医師、歯科医師又は看護職員に報告するべきものである。 

注３ 上記１から５まで及び注１に掲げる行為は原則として医行為又は医師法第１７条、
歯科医師法第１７条及び保健助産師看護師法第３１条の対象とする必要があるもので
ないと考えられるものであるが、業として行う場合には、実施者に対して一定の研修
や訓練が行われることが望ましいことは当然であり、介護サービス等の場で就労する
者の研修の必要性を否定するものではない。 

   また、介護サービスの事業者等は、事業遂行上、安全にこれらの行為が行われるよ
う監督することが求められる。 

注４ 今回の整理はあくまでも医師法、歯科医師法、保健師助産師看護師法等の解釈に関
するものであり、事故が起きた場合の刑法、民法等の法律の規定による刑事上・民事
上の責任は別途判断されるべきものである。 

   

注５ 上記１から５まで及び注１に掲げる行為について、看護職員による実施計画が立て
られている場合は、具体的な手技や方法をその計画に基づいて行うとともに、その結
果について報告、相談することにより密接な連携を図るべきである。 

  上記５に掲げる医薬品の使用の介助が福祉施設等において行われる場合には、看護職
員によって実施されることが望ましく、また、その配置がある場合には、その指導の
下で実施されるべきである。 

  

注６ 上記４は、切り傷、擦り傷、やけど等に対する応急手当を行うことを否定するもの
ではない。 
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地域密着型サービス事業者等の基準を定める条例の施行について 

 

 

１ 条例制定の背景について 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律」の成立に伴い、これまで厚生労働省令で定めていた指

定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービス事業の人員、設備

基準や運営基準等を、省令を基準として市町村が地域の実情に応じて自らの判

断と責任により条例で定めることとなったことから、平成２５年４月１日に

「柏原市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者に関する基準を定める条例」を施行しました。 

 

 

２ 柏原市における独自基準について 

  今回の条例制定に伴い、次の２点を柏原市独自の基準として規定しました。 

①記録の保存年限   

【対象サービス：全サービス】 

介護給付は公法上の金銭債権であることから、その消滅時効については地

方自治法の規定により５年とされており、この間については、事業者におい

て関係書類の保存が必要であること、介護報酬に関する記録について障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定「サービスを

提供した日から５年」との整合性を計るため、サービス提供記録の保存年限

について、完結の日から２年間をサービスの提供の日から５年間に変更とな

りました。 

 ②非常災害対策   

【対象サービス：地域密着型特定施設入居者生活介護、 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

   地域密着型特定施設及び地域密着型介護老人福祉施設において、災害対

策の充実を図るため、定期的に行うこととされている避難、救出等の訓練

の実施にあたり「地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければなら

ない。」という規定を設けました。（認知症対応型共同生活介護、小規模多

機能型居宅介護及び複合型サービス事業所と同様の規定とするもの。） 

※条例全文については、柏原市ホームページの「市の条例集」でご確認くださ

い。 

http://www.city.kashiwara.osaka.jp/reiki/reiki_menu.html 
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３ 条例化に伴う手続きについて 

  運営規程や重要事項説明書等に所要の変更が必要となりますので、各事業

所において変更をお願いします。（今回の条例化に係る運営規程の変更につい

ては、変更届を提出する必要はありません。） 

① 「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」及

び「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準」の記載がある場合は、「柏原市指定地域密着型サービス事

業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者に関する基準を定める条

例（平成２４年１２月２８日柏原市条例第２５号）」に変更してください。 

② 記録の保存年限について、「完結の日から２年間」となっているものを「サ

ービス提供の日から５年間」に変更してください。 

③ 非常災害対策について、避難訓練等の実施にあたっては、地域住民の参加

が得られるよう連携に努める旨の追記をお願いします。 

-27-



高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成18年4月施行）について 

 

 

 

高
齢
者
虐
待
防
止
法
に
よ
る
定
義 

１ 養護者による高齢者虐待（家庭内虐待） 

２ 養介護施設従事者等による高齢者虐待 

「養護者」とは、「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者以外のもの」 
⇒ 高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等 

「養介護施設従事者」とは、老人福祉法及び介護保険法に定める養介護施設若しくは養介
護事業の業務に従事する職員 

養介護施設 養介護事業 

老人福祉法
による規定 

・老人福祉施設 
・有料老人ホーム 

・老人居宅生活支援事業 

介護保険法
による規定 

・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・介護療養型医療施設 

・地域密着型介護老人福祉施設 
・地域包括支援センター 

・居宅サービス事業 
・地域密着型サービス事業 
・居宅介護支援事業 
・介護予防サービス事業 

・地域密着型介護予防サービス事業 
・介護予防支援事業 

◎身体的虐待 

暴力行為などで身体に傷やアザ、痛みを与える行為や、外部との接触を意
図的、継続的に遮断する行為 

・平手打ちをする、つねる、殴る、蹴る、無理やり食事を口に入れる、やけ
ど・打撲させる 

・ベットに縛り付けたり、意図的に薬を過剰に服用させたりして、身体拘束、
抑制する／等 

◎心理的虐待 

脅しや侮辱などの言語や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって精神的、
情緒的に苦痛を与えること 

・排泄の失敗等を嘲笑したり、それを人前で話すなどにより高齢者に恥をか
かせる 

・怒鳴る、ののしる、悪口を言う。侮辱を込めて子どものように扱う。 

・高齢者が話しかけているものを意図的に無視する／等 

◎性的虐待 

本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為又はそ
の強要 

・排泄の失敗等に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する 

・キス、性器への接触、セックスの強要／等 

◎経済的虐待 

本人の合意なしに財産や金銭を使用し、本人の希望する金銭の使用を理
由なく制限すること 

・日常的に必要な金銭をわたさない・使わせない 

・本人の自宅等を本人に無断で売却する・年金や預貯金を本人の意思・利
益に反して使用する／等 

◎介護・世話の放棄・放任（ネグレクト） 

意図的であるか、結果的であるかを問わず、介護や生活の世話を行ってい
る家族が、その提供を放棄又は放任し、高齢者の生活環境や高齢者自身
の身体・精神状態を悪化させるていること 

・入浴しておらず異臭がする、髪が伸び放題だったり、皮膚が汚れている 

・水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹状態が長時間にわ
たって続いたり、脱水症状や栄養失調の状態にある。 

・室内にごみを放置するなど、劣悪な住環境の中で生活させる 

・高齢者本人が必要とする介護・医療サービスを、相応の理由なく制限した
り使わせない 

・同居人による高齢者虐待と同様の行為を放置すること／等 

 

 高齢者虐待の具体例 

虐
待
防
止
法
の
し
く
み 

発見者 虐待発生の場所 虐待の状況 通報義務 

・虐待を発
見した者 

・養介護施
設従業者等 

・家庭など養護者による
養護が行われている場 

・養介護施設・養介護
事業 

・高齢者の生命・身
体に重大な危険が
生じている場合 

・通報しなければならな
い（義務） 

・上記以外の場合 ・通報するよう努めなけれ
ばならない（努力義務） 

・養介護施
設従事者等 

・自身が従事する養介
護施設・養介護事業 

・虐待の程度にか
かわらず 

・通報しなければならな
い（義務） 

１ 通報の義務 

２ 虐待対応のフロー 

通
報 

市町村 
・高齢者の安全及び虐待事実の確認 

・被虐待者及び養護者の支援 
老人福祉法及び介護保険法 
による権限行使 

都道府県・市町村 
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市町村高齢者虐待相談通報担当連絡先 （H24.12月現在）

市町村名 部署名 電話番号

岸和田市 保健福祉部福祉政策課高齢福祉担当 ０７２-４２３－９４６７（直通）

豊中市 健康福祉部いきいきセンター高齢者支援課地域支援係 ０６－６８５８－２８６６(直通)

池田市 福祉部介護保険課 ０７２－７５２－１１１１（内線３８０）

吹田市 福祉保健部高齢福祉室高齢支援課 ０６－６３８４－１３６０(直通)

泉大津市 健康福祉部高齢介護課高齢福祉係 ０７２５－３３－９１０４(直通）

高槻市 健康福祉部長寿生きがい課高齢者支援チーム ０７２－６７４－７１６６（直通）

貝塚市 健康福祉部高齢介護課 ０７２-４３３－７０１０・７０１５(直通)

守口市 福祉部高齢介護課 ０６－６９９２－１６１０(直通）

枚方市 福祉部高齢社会室地域連携グループ ０７２－８４１－１２２１（内線３２８３）

茨木市 健康福祉部高齢介護課 ０７２－６２０－１６３７（直通）

八尾市 健康福祉部高齢福祉課地域包括支援センター係 ０７２－９２４－３９７３（直通）

泉佐野市 健康福祉部高齢介護課 ０７２-４６３－１２１２（内線２１６６）

富田林市 健康推進部高齢介護課高齢者支援係 ０７２１－２５－１０００（内線１９７）

寝屋川市 保健福祉部高齢介護室(地域支援) ０７２－８３８－０３７２(直通)

河内長野市 健康増進部介護高齢課高齢者支援担当 ０７２１－５３－１１１１（内線２６７）

松原市 健康部高齢介護課高齢支援係 ０７２－３３７－３１１３(直通)

大東市 保健医療部介護保険課包括支援グループ ０７２－８７０－９０６５(直通)

和泉市 生きがい健康部高齢介護室高齢支援グループ ０７２５－９９－８１３２（直通）

箕面市 健康福祉部高齢福祉課介護予防・在宅支援グループ ０７２－７２７－９５０５(直通)

柏原市 健康福祉部高齢介護課高齢者福祉係 ０７２-９７２－１５７０（直通）

羽曳野市 保健福祉部保険健康室高年介護課地域包括支援室 ０７２-９４７－３８２２（直通）

門真市 健康福祉部高齢福祉課 ０６－６９０２－６１７６（直通）

摂津市 保健福祉部高齢介護課高齢福祉係 ０６－６３８３－１１１１（内線２５２７）

高石市 保健福祉部高齢介護・障害福祉課高齢者福祉係 ０７２－２６５－１００１（内線１３３４）

藤井寺市 健康福祉部高齢介護課高齢者福祉支援担当 ０７２-９３９－１１６９（直通）

東大阪市 福祉部高齢介護室高齢介護課 ０６－４３０９－３１８５(直通)

泉南市 健康福祉部高齢障害介護課高齢介護係 ０７２-４８３－８２５４（直通）

四條畷市 健康福祉部高齢福祉課 ０７２－８７７－２１２１（内線６９３）

交野市 福祉部高齢介護課高齢介護事業係 ０７２－８９３－６４００(内線６８２・６３７）

大阪狭山市 保健福祉部高齢介護グループ ０７２－３６６－００１１（内線３７３）

阪南市 健康部介護保険課 ０７２-４７１－５６７８（内線２４７１・２４７３）

島本町 民生部高齢福祉課 ０７５－９６２－２８６４（直通）

豊能町 生活福祉部高齢障害福祉課(豊悠プラザ) ０７２－７３３－２２９１(直通)

能勢町 民生部住民福祉課包括支援係 ０７２－７３１－２１５０(直通)

忠岡町 健康福祉部いきがい支援課地域包括支援センター係 ０７２５－２２－１１２２（内線２０２）

熊取町 健康福祉部高齢介護課高齢介護グループ ０７２－４５２－６２９７(直通)

田尻町 民生部福祉課高齢介護係 ０７２-４６６－８８１３(直通)

岬町 しあわせ創造部高齢福祉課高齢福祉係 ０７２-４９２－２７１６(直通)

太子町 福祉室高齢介護グループ ０７２１－９８－５５３８(直通)

河南町 健康福祉部高齢障がい福祉課高齢福祉係 ０７２１－９３－２５００（内線１２１）

千早赤阪村 健康福祉課福祉・子育てグループ ０７２１－７２－００８１（内線３４３）

大阪市
各区役所

保健福祉課
【市外局番：

０６】

堺市
各区役所
保健福祉総
合センター
地域福祉課
【市外局番：
０７２】

堺：２２８－７４７７　中：２７０－８１９５　東：２８７－８１１２　西：２７５－１９１２
南：２９０－１８１２　北：２５８－６７７１　美原：３６３－９３１６
長寿社会部高齢施策推進課介護予防係（本庁）：２２８－８３４７

北：6313-9857　　 天王寺：6774-9857　城東：6930-9857　   都島：6882-9857　　 浪速：6647-9857
鶴見：6915-9857　福島：6464-9857　   西淀川：6478-9918　阿倍野：6622-9857　此花：6466-9859
淀川：6308-9857　住之江：6682-9857　中央：6267-9857　   東淀川：4809-9857　住吉：6694-9852
西：6532-9857　   東成：6977-9859　   東住吉：4399-9857　港：6576-9857　      生野：6715-9857
平野：4302-9857　大正：4394-9857　   旭：6957-9857　      西成：6659-9857
福祉局生活福祉部地域福祉課相談支援グループ（本庁）：６２０８－８０８４(直通）
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柏 高 内 第 ２ １ 号 

柏 福 指 内 第 １ ８ 号 

平成２５年２月１４日 

 

 

各 施 設 長  様  

 

 

                    柏原市健康福祉部高齢介護課長 

                            福祉指導監査課長 

 

 

社会福祉施設等における防火安全体制の徹底及び点検について（通知） 

 

 

 平成２５年２月８日に、長崎県の認知症高齢者グループホームにおいて発生した火災

により、多数の入居者が死傷するという痛ましい事故が発生しました。 

この事故を受けて、平成２５年２月９日付けで、厚生労働省老健局高齢者支援課認知

症・虐待防止対策推進室より、別紙のとおり事務連絡がありましたので通知します。 

貴施設におきましても、防火体制及び万一火災が発生した場合の消火・避難・通報体

制の確保等について再点検を行い、防火安全対策に万全を期すよう、従業者等に対し再

度周知徹底を行っていただきますよう、よろしくお願いします 

 

 

 

 

 

 

 

担当：柏原市健康福祉部 

高齢介護課介護業務係 

 TEL：072-972-1571（直通） 

福祉指導監査課 

TEL：072-971-5202（直通） 
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事 務 連 絡 

平成２５年２月１２日 

 

 

     都道府県 

 各 指定都市  民生主管部局 御中 

     中 核 市 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 総 務 課 

 

 

社会福祉施設等における防火安全体制の徹底について 

 

 去る２月８日、長崎県長崎市の認知症高齢者グループホームにおける火災の発生

により４名が死亡、８名が負傷し、また、同月１０日には新潟県新潟市の障害者グ

ループホームにおける火災により１名が死亡、５名が負傷するという痛ましい事故

が発生いたしました。 

 これを受け、総務省消防庁より、２月１２日付け消防予第５６号「認知症高齢者

グループホーム等に係る防火対策の更なる徹底について」（別添）が発出されたと

ころです。 

 貴部局におかれましては、社会福祉施設等における防火体制の確保及び万一火災

が発生した場合の消火・避難・通報体制の確保等、防火安全対策に万全を期すよう、

管内市町村及び関係団体等への周知徹底をお願いいたします。 

 併せて、厚生労働省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室より、２月

９日付け事務連絡「認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制の徹底及び

点検について」（参考１）、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地

-35-



域移行・障害児支援室より、２月１１日付け事務連絡「障害者グループホーム・ケ

アホームにおける防火安全体制の徹底及び点検について」（参考２）、厚生労働省

老健局振興課・老人保健課より２月１２日付け事務連絡「小規模多機能型居宅介護

及び複合型サービスにおける防火安全体制の徹底及び点検について」（参考３）を

発出しておりますので、関係部局とも連携を図り、社会福祉施設等における防火安

全対策の更なる徹底が図られますようお願いいたします。 
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柏 高 内 第 ２ ０ 号 

柏 福 指 内 第 １ ７ 号 

平成２５年２月１４日 

 

 

柏原市内 

認知症高齢者グループホーム 管理者 様  

 

 

                    柏原市健康福祉部高齢介護課長 

                            福祉指導監査課長 

 

 

認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制の徹底及び点検について（通知） 

 

 

 平成２５年２月８日に、長崎県の認知症高齢者グループホームにおいて発生した火災

により、多数の入居者が死傷するという痛ましい事故が発生しました。 

この事故を受けて、平成２５年２月９日付けで、厚生労働省老健局高齢者支援課認知

症・虐待防止対策推進室より、別紙のとおり事務連絡がありましたので通知します。 

貴事業所におきましても、防火体制及び万一火災が発生した場合の消火・避難・通報

体制の確保等について再点検を行い、防火安全対策に万全を期すよう、従業者等に対し

再度周知徹底を行っていただきますよう、よろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：柏原市健康福祉部 

高齢介護課介護業務係 

 TEL：072-972-1571（直通） 

福祉指導監査課 

TEL：072-971-5202（直通） 
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事 務 連 絡 

平成 25 年２月９日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中 

中 核 市 

    

                     厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

                          認知症・虐待防止対策推進室 

 

認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制の徹底及び点検について 

 

 昨日２月８日夜、長崎県長崎市の認知症高齢者グループホームにおける火災の発生によ

り、多数の入居者等が死傷するという痛ましい事故が発生しました。 

平成 18 年１月の長崎県大村市の認知症高齢者グループホームの火災や平成 22 年３月の

北海道札幌市の認知症高齢者グループホームの火災を踏まえ、防火安全体制の徹底等をお

願いしてきたところですが、多数の人的被害を伴う火災が発生したことは誠に遺憾です。 

あらためて、認知症高齢者グループホームにおいて、防火体制及び万一火災が発生した

場合の消火・避難・通報体制の確保等について再点検を行い、防火安全対策に万全を期す

よう、管内市町村及び認知症高齢者グループホームへの周知徹底をお願いします。 

また、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18

年厚生労働省令第 34 号。以下「運営基準」という。）に定める非常災害対策に係る各項目

の実施状況等について、市町村は、管内認知症高齢者グループホームに対する指導・助言

を行うとともに、併せて、認知症高齢者グループホームにおいて、下記に留意の上、点検

が行われるよう周知をお願いします。 

なお、都道府県におかれましては、併せて管内市町村に対し、その旨の周知をお願いし

ます。 

 

記 

 

１．非常災害対策の適切な実施 

  運営基準第 82 条の２第１項（第 108 条で準用）に定める非常災害対策について、本条

に定める事項の実施状況について、点検を行うこと。 

  点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。 

  【点検事項】 

   ① 非常災害に関する具体的計画の策定状況 

   ② 非常災害時の関係機関への通報及び連携体制の構築状況 

   ③ ①及び②の事項の定期的な従業者に対する周知状況 

   ④ 定期的な避難訓練の実施状況 
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 （参考） 

 運営基準第 82 条の２第１項（第 108 条で準用） 

  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に

周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

 

２．地域住民等との連携 

  運営基準第 82 条の２第２項（第 108 条で準用）において、避難、救出その他の訓練の

実施に当たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることとしたものであ

り、本条に定める事項の実施状況について、点検を行うこと。 

  点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。 

  【点検事項】 

   ① 運営推進会議を活用し、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、

訓練の実施に協力を得られる体制づくりの構築状況 

   ② 訓練の実施に当たって、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、

より実効性のある訓練の実施状況 

 

 （参考） 

 運営基準第 82 条の２第２項（第 108 条で準用） 

  指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たっ

て、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

 

３．消防法その他の法令等に規定された設備の確実な設置 

  運営基準第 93 条第２項に定める消火設備の設置状況について点検を行うこと。 

点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。 

  なお、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）において、スプリンクラー設備の設置

が規定されていない 275 ㎡未満の認知症対応型共同生活介護事業所においても、介護基

盤緊急整備等臨時特例基金の活用により、積極的にスプリンクラー設備の設置に努める

こと。 

  【点検事項】 

   ① 消防法その他の法令等に規定された設備の設置状況 

 

 （参考） 

 運営基準第 93 条第２項 

  共同生活住居は、その入居定員を五人以上九人以下とし、居室、居間、食堂、台

所、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備その他利用者が日常生活

を営む上で必要な設備を設けるものとする。 
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柏 高 内 第 １ ９ 号 

柏 福 指 内 第 １ ６ 号 

 平成２５年２月１４日 

 

 

小規模多機能型居宅介護事業所 

ハッピーハウス神田 管理者 様 

 

 

                    柏原市健康福祉部高齢介護課長 

                            福祉指導監査課長 

 

 

小規模多機能型居宅介護事業所における 

防火安全体制の徹底及び点検について（通知） 

 

 

 平成２５年２月８日に、長崎県の認知症高齢者グループホームにおいて発生した火災

により、多数の入居者が死傷するという痛ましい事故が発生しました。 

この事故を受けて、平成２５年２月１２日付けで、厚生労働省老健局振興課及び老人

保健課より、別紙「小規模多機能型居宅介護及び複合型サービスにおける防火安全体制

の徹底及び点検について」が発出されております。つきましては、貴事業所におかれま

しても、防火体制及び万一火災が発生した場合の消火・避難・通報体制の確保等につい

て再点検を行い、防火安全対策に万全を期すよう、従業者等に対し再度周知徹底を行っ

ていただきますよう、よろしくお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

担当：柏原市健康福祉部 

高齢介護課介護業務係 

 TEL：072-972-1571（直通） 

福祉指導監査課 

TEL：072-971-5202（直通） 
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事 務 連 絡 

平成２５年２月１２日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管部（局）御中 

中 核 市 

厚生労働省老健局 振 興 課 

老人保健課 

 

 

小規模多機能型居宅介護及び複合型サービスにおける防火安全体制の徹底及び点検について 

 

 

２月８日夜、長崎県長崎市の認知症高齢者グループホームにおける火災の発生により、多

数の入居者等が死傷するという痛ましい事故が発生しました。 

 これを受けまして、２月９日に認知症高齢者グループホームについて、防火安全体制の徹

底及び点検のお願いをしたところです。 

 小規模多機能型居宅介護及び複合型サービスにおいても、防火体制及び万一火災が発生し

た場合の消火・避難・通報体制の確保等について再点検を行い、防火安全対策に万全を期す

よう、管内市町村及び小規模多機能型居宅介護事業所及び複合型サービス事業所への周知徹

底をお願いします。 

 また、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 18 年厚

生労働省令第 34 号。以下「運営基準」という。）に定める非常災害対策に係る各項目の実施

状況等について、市町村は、管内小規模多機能型居宅介護事業所及び複合型サービス事業所

に対する指導・助言を行うとともに、併せて、小規模多機能型居宅介護事業所及び複合型サ

ービス事業所において、下記に留意の上、点検が行われるよう周知をお願いします。 

 なお、都道府県におかれましては、併せて管内市町村に対し、その旨の周知をお願いしま

す。 

 

記 

 

１．非常災害対策の適切な実施 

  運営基準第 82 条の２第１項（複合型サービスは第 182 条で準用）に定める非常災害対策

について、本条に定める事項の実施状況について、点検を行うこと。 

  点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。 

【点検事項】 

 ① 非常災害に関する具体的計画の策定状況 

 ② 非常災害時の関係機関への通報及び連携体制の構築状況 

 ③ ①及び②の事項の定期的な従業者に対する周知状況 

 ④ 定期的な避難訓練の実施状況 

 

-41-



 

 

 

 

 

 

 

 

２．地域住民等との連携 

  運営基準第 82 条の２第２項（複合型サービスは第 182 条で準用）において、避難、救出

その他の訓練の実施に当たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることと

したものであり、本条に定める事項の実施状況について、点検を行うこと。 

  点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。 

【点検事項】 

① 運営推進会議を活用し、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、

訓練の実施に協力を得られる体制づくりの構築状況 

② 訓練の実施に当たって、消防関係者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、よ

り実効性のある訓練の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

３．消防法その他の法令等に規定された設備の確実な設置  

  運営基準第 67 条第１項（複合型サービスは第 175 条第１項）に定める消火設備の設置状

況について点検を行うこと。 

  点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。 

  なお、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）において、スプリンクラー設備の設置義

務の基準に満たない小規模多機能型居宅介護事業所及び複合型サービス事業所においても、

介護基盤緊急整備等臨時特例基金の活用により、積極的にスプリンクラー設備の設置に努

めること。 

【点検事項】 

① 消防法その他の法令等に規定された設備の設置状況 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 運営基準第 82 条の２第１項（複合型サービスは第 182 条で準用） 

  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常

災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知す

るとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

（参考） 

 運営基準第 82 条の２第２項（複合型サービスは第 182 条で準用） 

  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地

域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

（参考） 

 運営基準第 67 条第１項（複合型サービスは第 175 条第１項） 

  指定小規模多機能型居宅介護事業所は、居間、食堂、台所、宿泊室、浴室、消火

設備その他の非常災害に際して必要な設備その他指定小規模多機能型居宅介護の提

供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 
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所
は
、消
防
機
関
ま
た
は
設
備
業
者
に
相
談
し
て
決
め
ま
し
ょ
う
。

火
事
で
す
！

火
事
で
す
！

火
事
で
す
！

火
事
で
す
！

火
事
で
す
！

火
事
で
す
！

他
の
場
所
で

他
の
場
所
で

火
事
で
す

火
事
で
す

他
の
場
所
で

火
事
で
す

他
の
場
所
で

他
の
場
所
で

火
事
で
す

火
事
で
す

他
の
場
所
で

火
事
で
す

耳
を
傾
け
る
と
…

こ
こ
だ
！

ど
こ
か
で

火
事
か
も
！

１
2

3
！
す
で
事

火

！
す
で
事

火
！
す
で
事

火

！
す
で
事

火

！
す
で
事

火
！
す
で
事

火

ボ
タ
ン
又
は
ヒ
モ
に
よ
り
、作
動
点
検
を
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、住
宅
用
火
災
警
報
器
の
電
池
寿
命

は
1
0
年
が
目
安
で
す
。

6
0
cm
以
上

6
0
cm
以
上

6
0
cm
以
上

6
0
cm
以
上

6
0
cm
以
上

6
0
cm
以
上

1
.5
m
以
上

1
5
cm

1
5
cm

5
0
cm

5
0
cm

設
置
可
能
範
囲

設
置
可
能
範
囲

1
5
cm

5
0
cm

設
置
可
能
範
囲

他
の
場
所
で

他
の
場
所
で

火
事
で
す

火
事
で
す

他
の
場
所
で

火
事
で
す

他
の
場
所
で

他
の
場
所
で

火
事
で
す

火
事
で
す

他
の
場
所
で

火
事
で
す

他
の
場
所
で

他
の
場
所
で

火
事
…

火
事
…

他
の
場
所
で

火
事
…

他
の
場
所
で

他
の
場
所
で

火
事
…

火
事
…

他
の
場
所
で

火
事
…
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そ
の
他
、気
付
い
た
こ
と
な
ど
を
皆
さ
ん
で
話
し

合
い
な
が
ら
、万
が
一
の
火
災
に
備
え
ま
し
ょ
う！

対
応
行
動
を
頭
に
入
れ
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

消
防
訓
練
を
実
施
し
ま
し
ょ
う
。

訓
練
実
施
の
事
前
準
備
な
ど

■
火
災
覚
知

■
実
際
に
避
難
介
助
や
初
期
消
火
・
通
報
行
動
を

　
短
時
間
に
行
う
訓
練
を
し
て
み
ま
し
ょ
う

■
火
災
場
所
の
確
認

■
火
災
室
か
ら
の
避
難

■
火
災
室
に
い
た
自
力
避
難
困
難
者
の

　
建
物
外
ま
で
の
避
難
介
助

■
火
災
室
以
外
に
い
る
者
の
建
物
外
等
へ
の
避
難

■
消
防
隊
へ
の
情
報
提
供

■
初
期
消
火
お
よ
び
戸
の
閉
鎖

住
宅
用
火
災
警
報
器
が
鳴
動
し
た
ら
、素
早
く

行
動
を
起
こ
し
ま
す
。

一
時
的
に
火
災
室
の
外
に
避
難
し
た
方
を
、建

物
の
外
の
安
全
な
場
所
ま
で
避
難
さ
せ
ま
す
。

消
防
機
関
へ
１
１
９
番
を
し
て
、必
要

な
事
項
を
速
や
か
に
伝
え
ま
す
。

※
通
報
に
関
し
て
は
、こ
の
流
れ
に
と

ら
わ
れ
る
こ
と
な
く
、で
き
る
だ
け
早

い
タ
イ
ミ
ン
グ
で
行
っ
て
下
さ
い
。

消
防
隊
が
到
着
し
た
ら
、逃
げ
遅
れ
者

や
ケ
ガ
人
の
有
無
な
ど
必
要
な
情
報

を
伝
え
ま
す
。

火
災
室
を
離
れ
る
と
き
に
は
、火
災
を
拡
大
さ

せ
な
い
よ
う
、ド
ア
や
引
き
戸
を
閉
じ
る
こ
と
が

大
切
で
す
。

・
ピ
ン
を
抜
く
な
ど
の
動
作
を
行
っ

た
上
で
放
出
姿
勢
を
と
り
、１
５
秒

間
維
持
し
ま
す
。

・
消
火
器
の
場
合
は
、３
～
６
ｍ
離
れ
た

位
置
か
ら
ね
ら
い
ま
す
。

□ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

訓
練
は
ケ
ガ
な
く
、実
施
で
き
ま
し
た
か
。

住
宅
用
火
災
警
報
器
の
適
切
な
取
り
扱
い
が
理
解
で
き
ま
し
た
か
。

各
部
屋
を
確
認
し
、火
災
場
所
の
確
認
が
で
き
ま
し
た
か
。

火
災
場
所
の
確
認
時
に
は
、消
火
器
を
携
行
し
ま
し
た
か
。

消
火
器
の
使
い
方
は
わ
か
り
ま
し
た
か
。

適
切
に
１
１
９
番
通
報
で
き
ま
し
た
か
。

自
力
で
避
難
で
き
な
い
方
を
適
切
に
介
助
で
き
ま
し
た
か
。

火
災
室
を
離
れ
る
と
き
は
、入
り
口
のド
ア
や
引
き
戸
を
閉
鎖
し
ま
し
た
か
。

逃
げ
遅
れ
者
の
有
無
を
確
認
し
ま
し
た
か
。

消
防
隊
へ
必
要
な
情
報
を
適
切
に
伝
え
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
か
。

近
隣
協
力
者
と
の
連
携
は
う
ま
く
で
き
ま
し
た
か
。

火
災
の
疑
い
の
あ
る
部
屋
に
駆
け
付
け
ま
す
。

こ
の
と
き
に
は
、消
火
器
を
携
行
し
ま
す
。

火
災
の
発
生
を
叫
び
な
が
ら
、逃
げ
遅
れ
者
の
有
無
を
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

自
力
避
難
で
き
な
い
方
な
ど
に
は
、適
切
な
介
助
を
行
い
ま
す
。

火
災
室
に
自
力
で
避
難
で
き
な
い
方
が
い
る
場
合
に
は
、適
切
な
介
助
に
よ
り
、一
時
的
に
火
災

室
の
外
の
安
全
な
場
所
に
避
難
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

訓
練
中
に
ケ
ガ
を
し
な
い
よ
う
、心
が
け
ま
し
ょ
う
。

訓
練
は
、避
難
が
最
も
困
難
な
状
況
を
設
定
し
ま
す
。

利
用
者
が
訓
練
に
参
加
で
き
な
い
と
き
は
、職
員
が
代
役
と
な
る
か
、

人
形
で
代
用
し
ま
し
ょ
う
。

近
隣
に
、非
常
時
に
協
力
し
て
く
れ
る
方
が
い
る
場
合
は
、一
緒
に
訓
練

を
行
う
と
良
い
で
し
ょ
う
。

自
力
で
避
難
で
き
な
い
方
が
い
る
場
合
は
、介
助
方
法
を
事
前
に
理
解
し

て
お
き
ま
し
ょ
う
。

訓
練
実
施
後
は
、良
か
っ
た
点
や
反
省
点
を
確
認
し
て
、次
回
に
活
か
し

ま
し
ょ
う
。

▼
避
難
介
助

▼
初
期
消
火
動
作

▼
通
報
訓
練

■
消
防
機
関
へ
の
通
報

●
1
1
9
番
受
付
員
役

実
際
に
火
災
が
発
生
し
た
と
き
に
は
気
が
動
転
し
、落
ち
着
い
て
通
報
で
き
な
く
な
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。あ
わ
て
て
一
方
的
に
話
す
と
正
確
に
伝
わ
ら
な
い
上
、時
間
も
か
か
り
ま
す
の
で
、落
ち
着
い
て
聞

か
れ
た
こ
と
に
正
確
に
答
え
て
い
く
と
良
い
で
し
ょ
う
。

た
だ
し
、通
報
し
て
い
る
場
所
に
ま
で
煙
や
火
が
拡
大
す
る
な
ど
の
危
険
が
迫
っ
て
い
る
場
合
は
、す
ぐ

に
避
難
し
ま
し
ょ
う
。

火
事
で
す
か
、救
急
で
す
か
？

場
所
は
ど
こ
で
す
か
？

何
が
燃
え
て
い
ま
す
か
？

あ
な
た
の
名
前
と
、今
か
け

て
い
る
電
話
の
番
号
を
教
え

て
く
だ
さ
い
　

火
事
で
す

○
○
市
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号
で
す

○
○
が
燃
え
て
い
ま
す

私
の
名
前
は
○
○
○
○
で
す

電
話
番
号
は

○
○
-○
○
○
○
-○
○
○
○
で
す

●
通
報
者
役

消 防 訓 練 に あ た っ て

火
災
室
に
逃
げ
遅
れ
者
が
い
な
い
こ
と
を
確
認
し
、消
火
器
な

ど
を
使
っ
て
消
火
を
し
ま
す
。な
お
、炎
が
既
に
天
井
ま
で
届
い

て
い
る
な
ど
消
火
が
困
難
な
場
合
に
は
、避
難
を
優
先
し
ま
す
。

■
火
災
で
は
な
か
っ
た
場
合 火
災
が
発
生
し
て
い

な
く
て
も
、電
池
切
れ

や
故
障
な
ど
に
よ
り
、

住
宅
用
火
災
警
報
器

が
鳴
動
す
る
こ
と
が
あ

り
ま
す
。こ
の
よ
う
な

場
合
に
は
、メ
ー
カ
ー

の
相
談
窓
口
に
連
絡

し
て
み
ま
し
ょ
う
。

火 災 発 生 時 の 行 動

火
事
で
す
！

避
難
し
て

く
だ
さ
い
！

● ● ● ● ● ●

自
己
チ
ェ
ッ
ク
の
ポ
イ
ン
ト
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柏福指内第 12 号  
平成 24 年 6 月 26 日  

 
柏原市内地域密着型サービス事業所 管理者様 
 

 柏原市健康福祉部福祉指導監査課長  
 

地域密着型サービス事業者指定内容変更時の届出方法の変更について（通知） 
 
 標記について、次のとおり地域密着型サービス事業者指定内容変更時の届出方法を変更

しますので、今後、当該届出を行う際にはご注意ください。 
 

記 
 
 １ 届出方法 
    変更届出書（様式第 2 号）及び必要書類に変更届出連絡票を添えて提出 
    ※必要書類等については、柏原市福祉指導監査課ホームページでご確認ください。 
     柏原市福祉指導監査課ホームページアドレス 
      http://www.city.kashiwara.osaka.jp/fukushishido/ 
 
 ２ 適用年月日 
    平成 24 年 7 月 1 日以降届出提出分から適用 
 
 ３ 変更届出承認通知について 
    これまで、「指定地域密着型サービス事業所等変更内容承認通知」を交付していま

したが、今後は変更届連絡票の下部にある「変更届受付票(兼補正書)」を交付するこ

とに変更します。変更届提出後、市から「変更届受付票（兼補正書）」の返送があれ

ば、「①受付完了」に○印が付いていることを確認し、変更届の控え書類とともに保

管しておいてください。なお、「②届出不備」に○印がある場合は、変更手続きは完

了しておらず、書類等の補正が必要となりますので、再度書類の補正・追加等をお

願いします。 
    
４ その他 

    変更届提出に当たっては、提出書類、提出方法（来庁・郵送）、提出期日等を十分

確認のうえ手続きを行ってください。 
 
 

【問合せ先】 
 〒582-8555 
  大阪府柏原市安堂町 1 番 55 号 
  柏原市健康福祉部福祉指導監査課 
  TEL 072-971-5202（直通） 
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変更届連絡票 

(太線枠内に必要事項を記載して変更届と一緒に提出してください) 

 

 

 

 
事業所番号 2 ７         

事業所名  

連絡先 

TEL 

担当者名  FAX 

変更内容 
□管理者 □サービス提供責任者 □介護支援専門員 □運営規程 □法人代表者等 

□その他（                   ）※該当項目をチェックしてください。 

 

●チェックリスト 

区 分 内       容 ﾁｪｯｸ 審査 

提出方法 変更届提出書類一覧で来庁･郵送を確認しましたか。 □ □ 

添付書類 変更届提出書類一覧で添付書類を確認しましたか。 □ □ 

変更届(様式２号)  

変更内容を｢変更の内容｣欄に記載しましたか。 □ □ 

変更年月日を記載しましたか。(記載例を参照して記載してください) □ □ 

届出年月日を記載しましたか。(記載例を参照して記載してください) □ □ 

付  表 変更のあった箇所に変更内容を記載していますか。 □ □ 

資格証・証明書の写 法人代表者名で原本証明したものですか。 □ □ 

控え書類 コピーして控え書類として保管していますか。 □  

返 信 用 定 型 封 筒

(80 円切手貼付) 

受付けた変更届については、受付印を押印した変更届受付票(兼補正

書)をお送りします。（直接受領する場合は省略可） 
□ □ 

補正の有無 （ 有・無 ） (補正内容) 

提出期限    月  日  ･変更届      ・登記簿謄本 

処理完了    月   日  ･付 表      ・役員名簿、事業所一覧 

              ･資格証      ・誓約書 

              ･その他（                  ） 

 

※届出を受付した場合もしくは書類の補正があった場合は、下記の受付票(兼補正書) 

を返信用定型封筒に入れ返送もしくは直接交付します。 

 

 

変更届受付票(兼補正書) 
 

 受付区分（①届出完了 ②届出不備） 
 

事業所番号 2 7         

事業所名  

 

変更内容 
□管理者 □サービス提供責任者 □介護支援専門員 □運営規程 □法人代表者等 

□その他（                                  ） 

 ・上記内容の変更届を受け付けました。 

  ただし、下記のとおり補正等の必要がありますので、期限までに必要書類を提出してください。 

補正等内容 

 

 

 

※補正等の指示があった場合は、補正書類と一緒にこの補正書を併せて提出してください。（必ず事業所の控えと

してコピーをとっておくこと。） 

受付番号 システム 

  

指定番号       － 

受付番号 

 

受付印 

受付印     担当 
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介
護
労
働
者
の
労
働
条
件
の

確
保
・
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

介
護
労
働
者
の
労
働
条
件
の

確
保
・
改
善
の
ポ
イ
ン
ト

厚
生
労
働
省
 
都
道
府
県
労
働
局
 
労
働
基
準
監
督
署
 

こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
で
い
う
「
介
護
労
働
者
」
と
は
、
専
ら
介
護
関
係
業
務
に
従
事
す
る
す
べ
て
の

労
働
者
を
指
し
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
老
人
福
祉
・
介
護
事
業
の
ほ
か
、
そ
れ
以
外
の
障
害
者
福
祉
事
業
、

児
童
福
祉
事
業
等
に
お
い
て
介
護
関
係
業
務
に
従
事
す
る
者
も
含
み
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
ら
介
護
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
に
お
か
れ
て
は
、
介
護
労
働
者
以
外
の
労
働
者
に
 

つ
き
ま
し
て
も
、
同
様
に
労
働
条
件
の
確
保
・
改
善
を
図
っ
て
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。
   
 

　
平
成
1
2
年
の
介
護
保
険
法
の
施
行
以
来
、

介
護
関
係
業
務
に
従
事
す
る
労
働
者
や
、
こ
れ

ら
介
護
労
働
者
を
使
用
す
る
社
会
福
祉
施
設
は

い
ず
れ
も
大
幅
に
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ

ら
の
事
業
場
の
中
に
は
、
事
業
開
始
後
間
も
な

い
た
め
、
労
働
基
準
関
係
法
令
や
雇
用
管
理
に

関
す
る
理
解
が
必
ず
し
も
十
分
で
な
い
も
の
も

み
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

　
こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
、
介
護
労
働
者
の
労
働
条
件
の
確
保
・
改
善
に
関
す
る
主
要
な
ポ
イ

ン
ト
を
わ
か
り
や
す
く
解
説
し
た
も
の
で
す
。

　
介
護
労
働
者
を
使
用
さ
れ
る
事
業
者
の
方
々
を
始
め
と
し
て
介
護
事
業
に
携
わ
る
皆
様
に

は
、
こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
ご
活
用
い
た
だ
き
、
介
護
労
働
者
の
労
働
条
件
の
確
保
・
改
善
に

取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。
 

は
じ
め
に
 

こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
対
象
 

2

Po
in
t 
1
労
働
条
件
は
書
面
で
明
示
し
ま
し
ょ
う
 

　
労
働
基
準
法
第
15
条

Po
in
t 
2
契
約
の
更
新
に
関
す
る
事
項
も
明
示
し
ま
し
ょ
う 　
労
働
基
準
法
施
行
規
則
第
5条

・
　
労
働
者
を
雇
い
入
れ
た
時
に
は
、賃
金
、労
働
時
間
等
の
労
働
条
件
を
書
面
の
交
付
に
よ
り

　
明
示
し
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

○
 
明
示
す
べ
き
労
働
条
件
の
内
容
 

○
　
労
働
日
（
労
働
す
べ
き
日
）
や
始
業
･終
業
時
刻
な
ど
下
記
①
～
③
が
月
ご
と
等
の
勤
務
表
に
よ
り
特
定
さ
れ
る
場
合
の
明
示
方
法

書
面
で
明
示
す
べ
き
労
働
条
件
の
内
容

勤
務
表
に
よ
り
特
定
さ
れ
る
労
働
条
件

①
 
就
業
の
場
所
及
び
従
事
す
べ
き
業
務
 

②
 
労
働
日
並
び
に
そ
の
始
業
及
び
終
業
の
時
刻

③
 
休
憩
時
間
  

1）
  
勤
務
の
種
類
ご
と
の
①
～
③
に
関
す
る
考
え
方

2）
  
適
用
さ
れ
る
就
業
規
則
上
の
関
係
条
項
名

3）
  
契
約
締
結
時
の
勤
務
表

に
つ
い
て
、書
面
の
交
付
に
よ
り
明
示
し
ま
し
ょ
う

そ
の
他
明
示
す
べ
き
労
働
条
件
の
内
容

（
１
）
  労
働
条
件
の
明
示
に
つ
い
て
 

Ⅰ
 
介
護
労
働
者
全
体（
訪
問
・
施
設
）に
共
通
す
る
事
項
 

・
労
働
契
約
の
期
間（
期
間
の
定
め
の
有
無
、定
め
が
あ
る
場
合
は
そ
の
期
間
）

・
更
新
の
基
準（
Po
in
t 
２
 参
照
）

・
就
業
の
場
所
・
従
事
す
る
業
務
の
内
容

・
労
働
時
間
に
関
す
る
事
項（
始
業
・
終
業
時
刻
、時
間
外
労
働
の
有
無
、休

憩
、休
日
、休
暇
等
）

・
賃
金
の
決
定
・
計
算
・
支
払
の
方
法
、賃
金
の
締
切
・
支
払
の
時
期
に
関

す
る
事
項
 

・
退
職
に
関
す
る
事
項
 （
解
雇
の
事
由
を
含
む
）

・
昇
給
に
関
す
る
事
項

・
退
職
手
当
、臨
時
に
支
払
わ
れ
る
賃
金
、賞
与
、労
働
者
に
負

担
さ
せ
る
食
費
・
作
業
用
品
、安
全
衛
生
、職
業
訓
練
、災
害

補
償
、表
彰
・
制
裁
、休
職
等
に
関
す
る
事
項
･･
･こ
れ
ら
に

つ
い
て
定
め
た
場
合

・
　
6
か
月
契
約
、１
年
契
約
な
ど
の
期
間
の
定
め
の
あ
る
契
約（
有
期
労
働
契
約
）を
結
ぶ
場
合
に
は
、契
約
更
新
の
都
度
、労

働
条
件
の
明
示（
書
面
の
交
付
）が
必
要
で
す
。

・
　
上
記
以
外
の
場
面
に
お
い
て
も
、
労
働
契
約
の
内
容
に
つ
い
て
、
で
き
る
限
り
書
面
で
確
認
し
ま
し
ょ
う
。（
労
働
契
約
法

第
４
条
第
2
項
） 

・
　
労
働
者
と
有
期
労
働
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
は
、「
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
更
新
す
る
場
合
の
基
準
」
に

つ
い
て
も
書
面
の
交
付
に
よ
っ
て
明
示
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
平
成
25
年
4
月
か
ら
）。

(1
)更
新
の
有
無
の
明
示

（
具
体
的
な
例
）
・
自
動
的
に
更
新
す
る

　
　
　
　
　
　
　
・
更
新
す
る
場
合
が
あ
り
得
る

　
　
　
　
　
　
　
・
契
約
の
更
新
は
し
な
い

　
　
　
　
　
　
　
な
ど

(2
)更
新
の
基
準
の
明
示

（
具
体
的
な
例
）
・
契
約
期
間
満
了
時
の
業
務
量
に
よ
り
判
断
す
る
　
・
労
働
者
の
能
力
に
よ
り
判
断
す
る

　
　
　
　
　
　
　
・
労
働
者
の
勤
務
成
績
、
態
度
に
よ
り
判
断
す
る
　
・
会
社
の
経
営
状
況
に
よ
り
判
断
す
る

　
　
　
　
　
　
　
・
従
事
し
て
い
る
業
務
の
進
捗
状
況
に
よ
り
判
断
す
る

　
　
　
　
　
　
　
な
ど

※
　
有
期
労
働
契
約
の
更
新
を
し
な
い
こ
と
が
明
か
な
場
合
は
、
更
新
の
基
準
の
明
示
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

有
期
労
働
契
約
に
つ
い
て
、
３
つ
の
ル
ー
ル
が
で
き
ま
し
た
（
①
・
③
は
H
25
.4
.1
か
ら
施
行
）。
（
労
働
契
約
法
）

①
　
無
期
労
働
契
約
へ
の
転
換
：
有
期
労
働
契
約
が
繰
り
返
し
更
新
さ
れ
て
通
算
５
年
を
超
え
た
と
き
は
、
労
働
者
の
申
込
み
に
よ
り
、
期
間
の
定
め
の
な
い

労
働
契
約
（
無
期
労
働
契
約
）
に
転
換
で
き
ま
す
。

②
　「
雇
止
め
法
理
」
の
法
定
化
：
一
定
の
場
合
に
は
、
使
用
者
に
よ
る
雇
止
め
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
と
に
な
る
最
高
裁
で
確
立
し
た
判
例
上
の
ル
ー
ル
が

法
律
に
規
定
さ
れ
ま
し
た
（
H
24
.8
.1
0
か
ら
施
行
）。

③
　
不
合
理
な
労
働
条
件
の
禁
止
：
有
期
契
約
労
働
者
と
無
期
契
約
労
働
者
と
の
間
で
、
期
間
の
定
め
が
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
不
合
理
に
労
働
条
件
を
相
違

さ
せ
る
こ
と
は
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。  

-55-



 

3

Po
in
t 
1

Po
in
t 
2

Po
in
t 
3

就
業
規
則
を
作
成
し
、
届
け
出
ま
し
ょ
う

　労
働
基
準
法
第
89
条

適
正
な
内
容
の
就
業
規
則
を
作
成
し
ま
し
ょ
う

　労
働
基
準
法
第
92
条

就
業
規
則
を
労
働
者
に
周
知
し
ま
し
ょ
う

　労
働
基
準
法
第
10
6条

○
 
就
業
規
則
に
規
定
す
べ
き
事
項
 

○
　
使
用
者
が
、
就
業
規
則
の
変
更
に
よ
っ
て
労
働
条
件
を
変
更
す
る
場
合
に
は
、
次
の
こ
と
が
必
要
で
す
。
（
労
働
契
約
法
第
10
条
）

必
ず
規
定
す
べ
き
事
項
 

定
め
た
場
合
に
規
定
す
べ
き
事
項
 

○
 
全
労
働
者
に
共
通
の
就
業
規
則
を
作
成
す
る

○
 
正
社
員
用
の
就
業
規
則
と
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
用
の
就
業
規
則
を
作
成
す
る

な
ど
に
よ
り
、
全
て
の
労
働
者
に
つ
い
て
の
就
業
規
則
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

就
業
規
則
は
、非
正
規
労
働
者
も
含
め
、事
業
場
で
働
く
全
て
の
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

（
２
）
  就
業
規
則
に
つ
い
て

・
　
常
時
10
人
以
上
の
労
働
者
を
使
用
す
る
使
用
者
は
、
就
業
規
則
を
作
成
し
、
労
働
基
準
監
督
署
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

・
　
ま
た
、就
業
規
則
を
変
更
し
た
場
合
に
も
、労
働
基
準
監
督
署
長
に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

・
　「
10
人
以
上
の
労
働
者
」に
は
、介
護
労
働
者
は
も
ち
ろ
ん
、次
の
労
働
者
の
方
も
含
ま
れ
ま
す
。

○
 
事
務
職
員
、管
理
栄
養
士
等
、介
護
労
働
者
以
外
の
労
働
者

○
 
短
時
間
労
働
者
、有
期
契
約
労
働
者
等
の
い
わ
ゆ
る
非
正
規
労
働
者

・
労
働
時
間
に
関
す
る
事
項（
始
業
・
終
業
時
刻
、休
憩
、休
日
、休
暇
等
）

・
賃
金
の
決
定
・
計
算
・
支
払
の
方
法
、賃
金
の
締
切
・
支
払
の
時
期
、昇
給

に
関
す
る
事
項

・
退
職
に
関
す
る
事
項
 （
解
雇
の
事
由
を
含
む
） 
 

・
退
職
手
当
、
臨
時
の
賃
金
等
、
労
働
者
に
負
担
さ

せ
る
食
費
・
作
業
用
品
、安
全
衛
生
、職
業
訓
練
、

災
害
補
償
、表
彰
・
制
裁
等
に
関
す
る
事
項
 

・
　
就
業
規
則
の
内
容
は
、法
令
等
に
反
し
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

・
　
ま
た
、
就
業
規
則
を
作
成
し
て
い
る
の
に
、
そ
の
内
容
が
実
際
の
就
労
実
態
と
合
致
し
て
い
な
い
例
が
み
ら
れ
ま
す
。こ
の

よ
う
な
状
況
に
あ
っ
て
は
、
労
働
条
件
が
不
明
確
に
な
り
、
労
働
条
件
を
め
ぐ
る
ト
ラ
ブ
ル
に
も
つ
な
が
り
か
ね
ま
せ
ん
。労

働
者
の
就
労
実
態
に
即
し
た
内
容
の
就
業
規
則
を
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

①
 
そ
の
変
更
が
、
次
の
事
情
な
ど
に
照
ら
し
て
合
理
的
で
あ
る
こ
と
。

労
働
者
の
受
け
る
不
利
益
の
程
度
、
労
働
条
件
の
変
更
の
必
要
性
、
変
更
後
の
就
業
規
則
の
内
容
の
相
当
性
、
労
働
組
合

等
と
の
交
渉
の
状
況

②
 
労
働
者
に
変
更
後
の
就
業
規
則
を
周
知
さ
せ
る
こ
と
。

・
　
作
成
し
た
就
業
規
則
は
、以
下
の
方
法
に
よ
り
労
働
者
に
周
知
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

○
　
常
時
事
業
場
内
の
各
作
業
場
ご
と
に
掲
示
し
、又
は
備
え
付
け
る
こ
と

○
　
書
面
を
労
働
者
に
交
付
す
る
こ
と

○
　
電
子
的
デ
ー
タ
と
し
て
記
録
し
、か
つ
、各
作
業
場
に
労
働
者
が
そ
の
記
録
の
内
容
を
常
時

確
認
で
き
る
パ
ソ
コ
ン
等
の
機
器
を
設
置
す
る
こ
と

・
　
労
働
者
か
ら
の
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
就
業
規
則
を
見
せ
る
な
ど
、就
業
規
則
を
労
働
者
が
必
要

な
と
き
に
容
易
に
確
認
で
き
な
い
方
法
で
は
、「
周
知
」に
な
り
ま
せ
ん
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

4

Po
in
t 
1
労
働
時
間
の
適
正
な
取
扱
い
を
徹
底
し
ま
し
ょ
う

　労
働
基
準
法
第
32
条
な
ど

Po
in
t 
2
労
働
時
間
を
適
正
に
把
握
し
ま
し
ょ
う

 
　労
働
基
準
法
第
32
条
、
労
働
時
間
の
適
正
な
把
握
の
た
め
に
使
用
者
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
基
準

「
労
働
時
間
の
適
正
な
把
握
の
た
め
に
使
用
者
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
基
準
」

（
平
成
13
年
4
月
6日
付
け
基
発
第
33
9
号
）
の
主
な
内
容

・
　
使
用
者
は
、
労
働
時
間
を
適
正
に
管
理
す
る
た
め
、
労
働
者
の
労
働
日
ご
と
の
始
業
・
終
業
時
刻
を
確
認
し
、
こ
れ
を
記
録
す
る
こ
と

・
　
始
業
・
終
業
時
刻
の
確
認
・
記
録
に
当
た
っ
て
は
、
原
則
と
し
て

①
 使
用
者
が
、
自
ら
現
認
し
て
、

②
 タ
イ
ム
カ
ー
ド
等
の
客
観
的
な
記
録
を
基
礎
と
し
て
、

確
認
・
記
録
す
る
こ
と

・
　
自
己
申
告
制
に
よ
り
こ
れ
を
行
わ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
に
は
、

①
 適
正
な
自
己
申
告
等
に
つ
い
て
労
働
者
に
十
分
説
明
す
る
、

②
 自
己
申
告
と
実
際
の
労
働
時
間
と
が
合
致
し
て
い
る
か
必
要
に
応
じ
て
実
態
調
査
を
実
施
す
る
、

等
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
　
等

（
３
）
  労
働
時
間
に
つ
い
て

P
o
in
t 
1に
よ
り
労
働
時
間
の
判
断
を
適
正
に
行
い
、 

P
o
in
t 
2に
よ
り
こ
れ
ら
を
適
正
に
把
握
し
て
く
だ
さ
い
 

・
　
労
働
時
間
と
は
、
使
用
者
の
指
揮
監
督
の
下
に
あ
る
時
間
を
い
い
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
時
間
に
限
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

・
　
特
に
、
次
の
よ
う
な
時
間
に
つ
い
て
、
労
働
時
間
と
し
て
取
り
扱
っ
て
い
な
い
例
が
み
ら
れ
ま
す
が
、
労
働
時
間
と
し

て
適
正
に
把
握
、
管
理
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
の
で
留
意
し
て
く
だ
さ
い
。

○
　
交
替
制
勤
務
に
お
け
る
引
継
ぎ
時
間

○
　
業
務
報
告
書
等
の
作
成
時
間

○
　
利
用
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
打
ち
合
わ
せ
、

会
議
等
の
時
間

○
　
使
用
者
の
指
揮
命
令
に
基
づ
く
施
設
行
事
等
の

時
間
と
そ
の
準
備
時
間

○
　
研
修
時
間

 
研
修
時
間
に
つ
い
て
は
、
使
用
者
の
明
示
的
な
指
示
に
基
づ
い

て
行
わ
れ
る
場
合
は
、
労
働
時
間
に
該
当
し
ま
す
。

　
ま
た
、
使
用
者
の
明
示
的
な
指
示
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、

研
修
を
受
講
し
な
い
こ
と
に
対
す
る
就
業
規
則
上
の
制
裁
等
の
不

利
益
な
取
扱
い
が
あ
る
と
き
や
、
研
修
内
容
と
業
務
と
の
関
連
性

が
強
く
、
そ
れ
に
参
加
し
な
い
こ
と
に
よ
り
本
人
の
業
務
に
具
体

的
に
支
障
が
生
ず
る
な
ど
実
質
的
に
使
用
者
か
ら
出
席
の
強
制
が

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
な
ど
は
、
労
働
時
間
に
該
当
し
ま
す
。

※
　
訪
問
介
護
労
働
者
特
有

の
移
動
時
間
等
に
つ
い
て

は
、
Ⅱ
Po
in
t 
3 
参
照

・
「
労
働
時
間
の
適
正
な
把
握
の
た
め
に
使
用
者
が
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
基
準
」
に
基
づ
き
、
適
正
に
労
働
時
間
を
把

握
し
て
く
だ
さ
い
。
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5

Po
in
t 
4
３
６
協
定
を
締
結
・
届
出
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
36
条

Po
in
t 
3
変
形
労
働
時
間
制
等
は
正
し
く
運
用
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
32
条
の
2、
第
32
条
の
4 
ほ
か

Po
in
t 
5
時
間
外
労
働
等
は
、３
６
協
定
の
範
囲
内
に
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
32
条
、
第
36
条

・
 
時
間
外
労
働
・
休
日
労
働
を
行
わ
せ
る
場
合
に
は
、P
oi
nt
4
で
締
結
し
た
36
協
定
の
範
囲
内
で
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

○
 
1年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
※
１
を
採
用
す
る
場
合
に
は
 

 
→
 
毎
年
※
２
、労
使
協
定
を
適
切
に
締
結
し
、労
働
基
準
監
督
署
長
に
届
け
出
ま
し
ょ
う
。

ま
た
、就
業
規
則
等
に
よ
り
、適
切
に
枠
組
み
を
定
め
ま
し
ょ
う
。

※
１
 
１
年
以
内
の
期
間
を
平
均
し
て
週
40
時
間
を
達
成
す
る
方
法
で
す
。

※
２
 
対
象
期
間
ご
と
に
労
使
協
定
の
締
結
、届
出
が
必
要
で
す
。

○
 
1か
月
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
※
1を
採
用
す
る
場
合
に
は

 
→
 
労
使
協
定
、就
業
規
則
等
に
よ
り
※
2、
適
切
に
枠
組
み
を
定
め
ま
し
ょ
う
。

各
日
ご
と
の
勤
務
割
は
、変
形
期
間
の
開
始
前
ま
で
に
具
体
的
に
特
定
し
て
く
だ
さ
い
。

※
1 
１
か
月
以
内
の
期
間
を
平
均
し
て
週
40
時
間
を
達
成
す
る
方
法
で
す
。

※
2　
こ
の
労
使
協
定
は
届
出
が
必
要
で
す
。

・
　
そ
の
他
の
労
働
時
間
制
度
を
採
用
す
る
場
合
に
も
、法
定
の
要
件
に
基
づ
き
正
し
く
運
用
し
て
く
だ
さ
い
。

・
　
時
間
外
労
働
・
休
日
労
働
を
行
わ
せ
る
場
合
に
は
、時
間
外
労
働
・
休
日
労
働
に
関
す
る
労
使
協
定（
36
協
定
）を
締
結
し
、

労
働
基
準
監
督
署
長
に
届
け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
 
労
使
は
、3
6
協
定
の
内
容
が
、限
度
基
準
に
適
合
し
た
も
の
と
な
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 
 

時
間
外
労
働
の
限
度
に
関
す
る
基
準
（
限
度
基
準
：
平
成
10
年
労
働
省
告
示
第
15
4
号
）
の
主
な
内
容
 

○
 
業
務
区
分
の
細
分
化

○
 
一
定
期
間
の
区
分

「
１
日
」
の
ほ
か
、
「
１
日
を
超
え
３
か
月
以
内
の
期
間
」
と
「
１
年
間
」
に
つ
い
て
協
定
し
て
く
だ
さ
い
。

○
 
延
長
時
間
の
限
度
（
限
度
時
間
）

 
 
一
般
の
労
働
者
の
場
合
1か
月
45
時
間
、
1年
間
36
0時
間
等
の
限
度
時
間
が
あ
り
ま
す
。

○
 
特
別
条
項

○
 
適
用
除
外

 
延
長
時
間
の
限
度

（
限
度
時
間
）

①
一
般
の
労
働
者
の
場
合

１
週
間
 
  1
5時
間

１
か
月
 
  4
5時
間

１
年
間
 
36
0時
間
 
等

②
１
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間

制
※
の
対
象
者
の
場
合

１
週
間
 
  1
4時
間

１
か
月
 
  4
2時
間

１
年
間
 
32
0時
間
 
等

※
 
対
象
期
間
３
か
月
超
  

　
容
易
に
臨
時
の
業
務
な
ど
を
予
想
し
て
対
象
業
務
を
拡
大
し
な
い
よ
う
、
業
務
の
区
分
を
細
分

化
す
る
こ
と
に
よ
り
時
間
外
労
働
を
さ
せ
る
業
務
の
範
囲
を
明
確
に
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
時
間
外
労
働
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
「
特
別
の
事
情
」
が

予
想
さ
れ
る
場
合
、
特
別
条
項
付
き
協
定
を
結
べ
ば
限
度
時
間
を
超
え
る
時
間
を
延
長
時
間
と
す
る

こ
と
 が
で
き
ま
す
が
、
こ
の
「
特
別
の
事
情
」
は
、
臨
時
的
な
も
の
に
限
ら
れ
ま
す
。

　
な
お
、
限
度
時
間
を
超
え
て
働
か
せ
る
場
合
、
法
定
割
増
賃
金
率
（
25
%
）
を
超
え
る
率
と
す

る
よ
う
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
工
作
物
の
建
設
等
の
事
業
、
自
動
車
の
運
転
の
業
務
等
、
一
部
の
事
業
又
は
業
務
に
は
上
記
の

限
度
時
間
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

・
　
時
間
外
労
働
・
休
日
労
働
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
り
、
労
使
は
、
こ
の
こ
と
を
十
分
意
識
し
た

上
で
3
6
協
定
を
締
結
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

6

Po
in
t 
1
休
憩
は
確
実
に
取
得
で
き
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
34
条

Po
in
t 
2
夜
間
勤
務
者
等
の
法
定
休
日
を
確
保
し
ま
し
ょ
う

 　
労
働
基
準
法
第
35
条

・
　
使
用
者
は
、
労
働
者
に
対
し
て
、
毎
週
少
な
く
と
も
1回
の
休
日
を
与
え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

（
4週
間
を
通
じ
4日
の
休
日
を
与
え
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
ま
す
。
）

・
　
こ
の
「
休
日
」
と
は
、
単
に
連
続
24
時
間
の
休
業
を
指
す
の
で
は
な
く
、

原
則
と
し
て
暦
日
（
午
前
0時
か
ら
午
後
12
時
ま
で
）
の
休
業
を
い
い
ま
す
。

・
　
し
た
が
っ
て
、
い
わ
ゆ
る
「
夜
勤
明
け
」
の
日
は
、
法
定
休
日
に
は
該
当
し
ま
せ
ん
の
で

注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

Ａ
さ
ん
と
Ｂ
さ
ん
の
シ
フ
ト
は
、月
28
日
に
対
し
て
ど
ち
ら
も
20
日
出
勤
で
あ
り
、週
40
時
間
は
ク
リ
ア
し
て
い
ま
す
が
･･
･

→
 
Ａ
さ
ん
の
シ
フ
ト
は
、法
定
休
日
も
４
週
に
４
日
以
上
あ
り
、労
働
基
準
法
上
の
問
題
は
あ
り
ま
せ
ん
。

→
 
Ｂ
さ
ん
の
シ
フ
ト
は
、法
定
休
日
と
評
価
で
き
る
日
が
４
週
に
２
日
し
か
な
く
、法
定
の
日
数
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　
　
→
 
Ｂ
さ
ん
の
シ
フ
ト
に
つ
い
て
は
、改
善
が
必
要
で
す
。

●
 
シ
フ
ト
表
の
例
と
法
定
休
日
の
考
え
方

赤
色
の
日
に
つ
い
て
は
、
午
前
7時
ま
で
勤
務
し
て

い
る
た
め
暦
日
と
し
て
の
休
業
が
確
保
さ
れ
て
お
ら
ず
、

「
法
定
休
日
」
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

（
４
）
  休
憩
・
休
日
に
つ
い
て

 
 例
）
早
出
 6
:0
0～
15
:0
0 
遅
出
 1
4:
00
～
23
:0
0 
夜
勤
 2
2:
00
～
翌
 7
:0
0（
休
憩
各
１
時
間
）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28

氏
　
名

A
さ
ん

B
さ
ん

早
早
早
早
　
　
遅
遅
遅
遅
　
　
夜
夜
夜
夜
　
　
早
早
早
早
　
　
遅
遅
遅
遅

早
遅
夜
　
早
遅
夜
　
早
遅
夜
　
　
早
遅
夜
　
早
遅
夜
　
早
遅
夜
　
　
早
遅

・
　
労
働
時
間
が
6時
間
を
超
え
る
場
合
に
は
少
な
く
と
も
45
分
、
8時
間
を
超
え
る
場
合
に
は
少
な
く
と
も
1時
間
の
休
憩

が
、
労
働
時
間
の
途
中
に
必
要
で
す
。

・
　
休
憩
は
、
労
働
者
の
自
由
に
利
用
さ
せ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

・
　
特
に
、
次
の
よ
う
な
例
が
み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
夜
間
時
間
帯
や
利
用
者
の
食
事
時
間
帯
に
お
い
て
も
、
休
憩
が
確
実

に
取
得
で
き
る
よ
う
徹
底
し
て
く
だ
さ
い
。

○
　
代
替
要
員
の
不
足
等
か
ら
夜
勤
時
間
帯
の
休
憩
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い
例

○
　
正
午
～
午
後
1時
な
ど
の
所
定
の
休
憩
時
間
に
利
用
者
の
食
事
介
助
等
を
行
う
必
要
が
生
じ
、
休
憩
が
確
保
さ
れ
て

い
な
い
例

青
色
の
日
に
つ
い
て
は
、
暦
日
（
午
前
0時
か
ら
 

午
後
12
時
ま
で
）
と
し
て
の
休
業
が
確
保
さ
れ
、

「
法
定
休
日
」
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
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7

Po
in
t 
1
労
働
時
間
に
応
じ
た
賃
金
を
、
適
正
に
支
払
い
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
24
条

Po
in
t 
2
時
間
外
・
深
夜
割
増
賃
金
を
支
払
い
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
37
条

Po
in
t 
3
最
低
賃
金
以
上
の
賃
金
を
支
払
い
ま
し
ょ
う

　
最
低
賃
金
法
第
4条

○
 
賃
金
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
労
働
時
間

介
護
サ
ー
ビ
ス
に

直
接
従
事
す
る
時
間

介
護
労
働
者
の
労
働
時
間

（
５
）
  賃
金
に
つ
い
て

○
 
支
払
う
賃
金
と
最
低
賃
金
額
と
の
比
較
方
法
 

時
間
に
よ
っ
て

定
め
ら
れ
た
賃
金

 （
時
間
給
）
  

日
、
週
、
月
等
に

よ
っ
て
定
め
ら
れ

た
賃
金
 

当
該
期
間
に
お
け
る

所
定
労
働
時
間
数

（
日
、
週
、
月
に
よ
っ
て
所
定
労
働
時

間
数
が
異
な
る
場
合
に
は
、
そ
れ

ぞ
れ
1週
間
、
4週
間
、
1年
間
の
平

均
所
定
労
働
時
間
数
）

最
低
賃
金
額

（
時
間
額
）
 

こ
の
労
働
時
間
に
応
じ
賃
金
を
算
定

・
　
賃
金
は
、い
か
な
る
労
働
時
間
に
つ
い
て
も
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

・
　
労
働
時
間
に
応
じ
た
賃
金
の
算
定
を
行
う
場
合（
時
給
制
な
ど
の
場
合
）に
は
、交
替
制
勤
務
に
お
け
る
引
継
ぎ
時
間
、業
務
報

告
書
の
作
成
時
間
等
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
直
接
従
事
し
た
時
間
以
外
の
労
働
時
間
も
通
算
し
た
時
間
数
に
応
じ
た
算
定
を
し
て

く
だ
さ
い
。※
（
３
）P
oi
nt
 1
、Ⅱ
Po
in
t 
3 
参
照

（
3）
P
oi
nt
1の
引
継
ぎ
時
間
、
業
務
報
告
書
等
の

作
成
時
間
、
会
議
等
の
時
間
、
研
修
時
間
等
、
Ⅱ

P
oi
nt
3の
移
動
時
間
、
待
機
時
間
等
、
介
護
サ
ー
ビ

ス
に
直
接
従
事
し
た
時
間
以
外
の
労
働
時
間

・
　
ま
た
、使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ
り
労
働
者
を
休
業
さ
せ
た
場
合
に
は
、休
業
手
当
を
適
正
に
支
払
わ
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。 
 
※
Ⅱ
Po
in
t 
2 
参
照
 

・
　
賃
金
は
、地
域
別
最
低
賃
金
以
上
の
金
額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

・
　
地
域
別
最
低
賃
金
は
、産
業
や
職
種
に
か
か
わ
り
な
く
、都
道
府
県
内
の
す
べ
て
の
労
働
者
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
最
低
賃

金
と
し
て
、各
都
道
府
県
ご
と
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
　
時
間
外
労
働
に
対
し
て
は
、
25
％
以
上
（
※
）
の
割
増
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

※
　
１
か
月
に
60
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
に
対
す
る
割
増
賃
金
率
は
50
％
以
上
で
す
（
中
小
企
業
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
猶
予
さ
れ
て
い
ま
す
。
）
。

・
　
深
夜
業（
午
後
10
時
か
ら
午
前
5
時
ま
で
の
労
働
）に
対
し
て
は
、
25
％
以
上
の
割
増
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

・
　
休
日
労
働
に
対
し
て
は
、3
5％
以
上
の
割
増
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

8

Po
in
t 
1
非
正
規
労
働
者
に
も
年
次
有
給
休
暇
を
付
与
し
ま
し
ょう

　労
働
基
準
法
第
39
条

・
 
所
定
労
働
日
数
が
少
な
い
労
働
者
に
対
し
て
も
、所
定
労
働
日
数
に
応
じ
た
年
次
有
給
休
暇
を
与
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
 
労
使
協
定
に
よ
り
、年
次
有
給
休
暇
に
つ
い
て
、5
日
の
範
囲
内
で
時
間
を
単
位
と
し
て
与
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

○
 
年
次
有
給
休
暇
の
付
与
の
要
件

○
 
予
定
さ
れ
て
い
る
今
後
１
年
間
の
所
定
労
働
日
数
を
算
出
し
難
い
場
合
の
取
扱
い

○
 
年
次
有
給
休
暇
の
日
数

（
６
）
  年
次
有
給
休
暇
に
つ
い
て 6か
月
経
過

雇
入
日

6か
月
継
続
勤
務

と
判
断
さ
れ
る
場
合
 

※
年
次
有
給
休
暇

の
付
与

週
所
定

労
働
時
間

週
所
定

労
働
日
数

１
年
間
の
所
定

労
働
日
数
 ※

30
時
間

以
上

30
時
間

未
満

5日
以
上

4日 3日 2日 1日

21
7日
以
上

16
9日
か
ら

21
6日
ま
で

12
1日
か
ら

16
8日
ま
で

73
日
か
ら

12
0日
ま
で

48
日
か
ら

72
日
ま
で

6か
月

1年 6か
月

雇
入
日
か
ら
起
算
し
た
継
続
勤
務
期
間
ご
と
の
年
次
有
給
休
暇
日
数

2年 6か
月

3年 6か
月

4年 6か
月

5年 6か
月

6年
6か
月

以
上

10
日

7日 5日 3日 1日

11
日

8日 6日 4日 2日

12
日

9日 6日 4日 2日

14
日

10
日

8日 5日 2日

16
日

12
日

9日 6日 3日

18
日

13
日

10
日

6日 3日

20
日

15
日

11
日

7日 3日

※
 
週
以
外
の
期
間
に
よ
っ
て
労
働
日
数
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
 

全
労
働
日
の

8割
以
上
出
勤

・
 
非
正
規
労
働
者
も
含
め
、
6か
月
間
継
続
勤
務
し
、
全
労
働
日
の
8割
以
上
出
勤
し
た
労
働
者
に
対
し
て
は
、
年
次
有
給

休
暇
を
与
え
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

例 え ば
契 約 期 間 １ か 月

契 約 期 間 １ か 月

契 約 期 間 １ か 月

契 約 期 間 １ か 月

契 約 期 間 １ か 月

契 約 期 間 １ か 月

（ 更 新 ）

（ 更 新 ）

（ 更 新 ）

（ 更 新 ）

（ 更 新 ）
※
 
継
続
勤
務
と
は
在
籍
期
間
を
意
味
し
、
継
続
勤
務
か
ど

う
か
に
つ
い
て
は
、
勤
務
の
実
態
に
即
し
実
質
的
に
判
断
す

べ
き
も
の
で
す
。

　
年
次
有
給
休
暇
が
比
例
付
与
さ
れ
る
日
数
は
、
原
則
と
し
て
基
準
日
（
年
次
有
給
休
暇
付
与
日
）
に
お
い
て
予
定

さ
れ
て
い
る
今
後
１
年
間
の
所
定
労
働
日
数
に
応
じ
た
日
数
で
す
。

　
た
だ
し
、
予
定
さ
れ
て
い
る
所
定
労
働
日
数
を
算
出
し
難
い
場
合
に
は
、
基
準
日
直
前
の
実
績
を
考
慮
し
て
所
定

労
働
日
数
を
算
出
す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
、
例
え
ば
、
雇
入
れ
の
日
か
ら
起
算
し

て
６
か
月
経
過
後
に
付
与
さ
れ
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
つ
い
て
は
、
過
去
６
か
月
の
労
働
日
数
の
実
績
を
２
倍

し
た
も
の
を
「
１
年
間
の
所
定
労
働
日
数
」
と
み
な
し
て
判
断
し
て
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。
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（
7）
  解
雇
・
雇
止
め
に
つ
い
て

Po
in
t 
2
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
を
抑
制
す
る
不
利
益
取
扱
い
は

し
な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
13
6条

Po
in
t 
1
解
雇
・
雇
止
め
を
行
う
場
合
は
、
予
告
等
の
手
続
を
取
り
ま
し
ょ
う

　労
働
基
準
法
第
20
条
、労
働
契
約
法
第
19
条
、有
期
労
働
契
約
の
締
結
、更
新
及
び
雇
止
め
に
関
す
る
基
準
第
1条
ほ
か

・
　
や
む
を
得
ず
労
働
者
の
解
雇
を
行
う
場
合
に
は
、少
な
く
と
も
30
日
前
ま
で
の
予
告
が
必
要
で
す
。

　
予
告
を
行
わ
な
い
場
合
に
は
、解
雇
ま
で
の
日
数
に
応
じ
た
解
雇
予
告
手
当
を
支
払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

Po
in
t 
2
解
雇
に
つ
い
て
労
働
契
約
法
の
規
定
を
守
り
ま
し
ょ
う

　
労
働
契
約
法
第
16
条
、
第
17
条
第
1項

○
 
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
の
場
合

 
労
働
契
約
法
の
規
定
に
よ
り
、
権
利
の
濫
用
に
当
た
る
解
雇
は
無
効
と
な
り
ま
す
。

○
 
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
（
有
期
労
働
契
約
）
の
場
合

解
雇
予
告
手
当

解
雇
ま
で
の
日
数

30
日
前

な
し

予
 
告

20
日
前

10
日
分

予
 
告

10
日
前

20
日
分

予
 
告

解
雇
日

30
日
分
 
×
平
均
賃
金

予
告
な
し

・
　
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
し
た
労
働
者
に
対
し
て
、
賃
金
の
減
額
そ
の
他
の
不
利
益
な
取
扱
い
を
し
て
は
い
け
ま

せ
ん
。

・
　
例
え
ば
、
精
皆
勤
手
当
や
賞
与
の
額
の
算
定
に
際
し
て
、
年
次
有
給
休
暇
を
取
得
し
た
日
を
欠
勤
と
し
て
取
り
扱

う
こ
と
は
、不
利
益
取
扱
い
と
し
て
禁
止
さ
れ
ま
す
。

・
　
有
期
労
働
契
約
※
を
更
新
し
な
い
場
合
に
は
、少
な
く
と
も
30
日
前
ま
で
の
予
告
が
必
要
で
す
。

※
　
３
回
以
上
更
新
さ
れ
て
い
る
か
、1
年
を
超
え
て
継
続
し
て
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
に
係
る
も
の
に
限
り
、あ
ら

か
じ
め
更
新
し
な
い
旨
明
示
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除
き
ま
す
。

・
　
実
質
的
に
期
間
の
定
め
の
な
い
契
約
と
変
わ
ら
な
い
と
い
え
る
場
合
や
、
雇
用
の
継
続
を
期
待
す
る
こ
と
が
合
理
的

で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
場
合
、使
用
者
が
雇
止
め
を
す
る
こ
と
が
、「
客
観
的
に
合
理
的
な
理
由
を
欠
き
、社
会
通
念
上
相

当
と
認
め
ら
れ
な
い
と
き
」は
、雇
止
め
が
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。従
来
と
同
一
の
労
働
条
件
で
、有
期
労
働
契
約
が
更
新
さ

れ
ま
す
。

・
　
労
働
者
か
ら
請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
解
雇
・
雇
止
め
の
理
由
等
に
つ
い
て
、
証
明
書
を
交
付
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。  
労
働
者
と
有
期
労
働
契
約
を
締
結
し
て
い
る
場
合
に
は
、
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
で
な
け
れ
ば
、
契

約
期
間
中
に
解
雇
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
の
場
合
よ
り
も
、
解
雇
の
有
効
性

は
厳
し
く
判
断
さ
れ
ま
す
。

「
有
期
労
働
契
約
の
締
結
、
更
新
及
び
雇
止
め
に
関
す
る
基
準
」

（
平
成
15
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
35
7号
）
に
つ
い
て

　
有
期
労
働
契
約
に
つ
い
て
は
、契
約
更
新
の
繰
り
返
し
に
よ
り
、一
定
期
間
雇
用
を
継
続
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、突
然
、契
約
更
新

を
せ
ず
に
期
間
満
了
を
も
っ
て
退
職
さ
せ
る
な
ど
の
、い
わ
ゆ
る「
雇
止
め
」を
め
ぐ
る
ト
ラ
ブ
ル
が
大
き
な
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
基
準
は
、こ
の
よ
う
な
ト
ラ
ブ
ル
の
防
止
を
図
る
た
め
、労
働
基
準
法
第
14
条
第
２
項
に
基
づ
き
、使
用
者
が
講
ず
べ
き
措

置
に
つ
い
て
定
め
た
も
の
で
す
。

10

Po
in
t 
1
労
働
者
名
簿
、
賃
金
台
帳
を
作
成
、
保
存
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
基
準
法
第
10
7条
、
第
10
8条
、
第
10
9条

（
8）
  労
働
者
名
簿
、
賃
金
台
帳
に
つ
い
て

Po
in
t 
1
衛
生
管
理
体
制
を
整
備
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
安
全
衛
生
法
第
12
条
、
第
12
条
の
2、
第
13
条
、
第
18
条
ほ
か

Po
in
t 
2
健
康
診
断
を
確
実
に
実
施
し
ま
し
ょ
う

　
労
働
安
全
衛
生
法
第
66
条
、
労
働
安
全
衛
生
規
則
第
43
条
、
第
44
条
、
第
45
条
ほ
か

・
　
非
正
規
労
働
者
も
含
め
、
常
時
使
用
す
る
労
働
者
に
対
し
て
は
、

○
 
雇
入
れ
の
際

○
 
１
年
以
内
ご
と
に
１
回
 ※

※
 
深
夜
業
等
の
特
定
業
務
に
常
時
従
事
す
る
者
に
つ
い
て
は
、

6か
月
以
内
ご
と
に
１
回

定
期
に
健
康
診
断
を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

 

（
9）
  安
全
衛
生
の
確
保
に
つ
い
て

記
載

事
項

保
存

期
間

労
働
者
の
氏
名
、

雇
入
れ
の
年
月
日
、

退
職
の
年
月
日
及
び
そ
の
事
由
 
等

労
働
者
の
氏
名
、
賃
金
計
算
期
間
、

労
働
日
数
、
労
働
時
間
数
、
時
間
外
労
働
時
間
数
、

基
本
給
、
手
当
そ
の
他
賃
金
の
種
類
ご
と
に
そ
の
額
 
等

労
働
者
の
退
職
等
の
日
か
ら
3年
間

労
 
働
 
者
 
名
 
簿

・
　
労
働
者
の
労
務
管
理
を
適
切
に
行
う
た
め
、
労
働
者
名
簿
を
作
成
し
、
労
働
者
の
氏
名
、
雇
入
れ
の
年
月
日
、
退

職
の
年
月
日
及
び
そ
の
事
由
等
を
記
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん

・
　
ま
た
、
賃
金
台
帳
を
作
成
し
、
労
働
者
の
氏
名
、
労
働
日
数
、
労
働
時
間
数
、
時
間
外
労
働
時
間
数
、
基
本
給
等

を
賃
金
の
支
払
の
都
度
遅
れ
る
こ
と
な
く
記
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

・
　
こ
れ
ら
は
労
働
関
係
に
関
す
る
重
要
な
書
類
で
す
の
で
、
そ
れ
ぞ
れ
3年
間
保
存
し
て
く
だ
さ
い
。

最
後
の
記
入
を
し
た
日
か
ら
3年
間
 

賃
 
金
 
台
 
帳

・
 
常
時
50
人
以
上
の
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
は
、
衛
生
管
理
者
や
産
業
医
を
選
任
し
、
ま
た
、
衛
生
委
員
会
を

設
置
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
　
常
時
10
人
以
上
50
人
未
満
の
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
は
、
衛
生
推
進
者
を
選
任
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
　
こ
れ
ら
の
衛
生
管
理
体
制
を
整
備
し
、
労
働
者
の
健
康
障
害
の
防
止
、
健
康
の
保
持
増
進
、
労
働
災
害
の
防
止
な

ど
を
図
り
ま
し
ょ
う
。
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Po
in
t 
4
労
働
災
害
の
防
止
に
努
め
ま
し
ょ
う

「
過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
を
防
止
す
る
た
め
事
業
者
が
講
ず
べ
き
措
置
」

（
平
成
18
年
3
月
17
日
付
け
基
発
第
03
17
00
8
号
）
の
主
な
内
容

Po
in
t 
3
過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
を
防
止
し
ま
し
ょ
う

　過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
を
防
止
す
る
た
め
事
業
者
が
講
ず
べ
き
措
置
、
労
働
安
全
衛
生
法
第
66
条
の
8ほ
か

・
 
「
過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
を
防
止
す
る
た
め
事
業
者
が
講
ず
べ
き
措
置
」
に
基
づ
き
、
過
重
労
働
に
よ
る

　
健
康
障
害
防
止
措
置
を
講
じ
て
く
だ
さ
い
。

・
　
短
時
間
労
働
者
で
あ
っ
て
も
、
下
記
①
②
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
は「
常
時
使
用
す
る
労
働
者
」と
し
て
健
康
診

断
が
必
要
で
す
。

①
 
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
又
は
期
間
１
年
以
上
の
有
期
労
働
契
約
に
よ
り
使
用
さ
れ
る
者
、契
約
更
新
に
よ
り

１
年
以
上
使
用
さ
れ
、又
は
使
用
さ
れ
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
者

②
 
週
の
労
働
時
間
数
が
、通
常
の
労
働
者
の
週
の
労
働
時
間
数
の
４
分
の
３
以
上
で
あ
る
者

・
　
な
お
、健
康
診
断
の
実
施
は
法
で
定
め
ら
れ
た
も
の
で
す
の
で
、そ
の
実
施
に
要
し
た
費
用
を
労
働
者
に
負
担
さ
せ
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

・
 
時
間
外
・
休
日
労
働
の
削
減

○
　
時
間
外
・
休
日
・
労
働
協
定
は
、限
度
基
準（
（
3）
Po
in
t4
参
照
）に
適
合
し
た
も
の
と
し
て
く
だ
さ
い
。

○
　
月
45
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
が
可
能
な
場
合
に
も
実
際
の
時
間
外
労
働
は
月
45
時
間
以
下
と
す
る
よ
う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

・
 
労
働
者
の
健
康
管
理
に
係
る
措
置
の
徹
底

○
　
時
間
外
・
休
日
労
働
が
１
月
あ
た
り
10
0時
間
を
超
え
、疲
労
の
蓄
積
が
認
め
ら
れ
る（
申
出
を
し
た
）労
働
者
な
ど
に
対
し
、医
師

に
よ
る
面
接
指
導
等
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

等

・
　
労
働
者
の
安
全
と
健
康
は
か
け
が
え
の
な
い
も
の
で
あ
り
、
常
に
労
働
災
害
の
防
止
に
努
め
ま
し
ょ
う
。
特
に
、
災
害
が

多
発
し
て
い
る
腰
痛
災
害
や
交
通
事
故
の
防
止
に
取
り
組
ん
で
く
だ
さ
い
。

・
　
以
下
の
指
針
等
を
踏
ま
え
た
災
害
防
止
対
策
を
講
じ
ま
し
ょ
う
。

　
　
○
　
社
会
福
祉
施
設
に
お
け
る
労
働
災
害
防
止
の
た
め
に
～
腰
痛
対
策
・
４
S活
動
・
KY
活
動
～

（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
hl
w
.g
o.
jp
/n
ew
-i
nf
o/
ko
be
tu
/r
ou
do
u/
gy
ou
se
i/
an
ze
n/
11
12
02
-1
.h
tm
l）

　
　
○
　
社
会
福
祉
施
設
に
お
け
る
労
働
災
害
防
止
の
た
め
に
～
転
倒
、
転
落
災
害
を
防
ぎ
ま
し
ょ
う
～

（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
hl
w
.g
o.
jp
/n
ew
-i
nf
o/
ko
be
tu
/r
ou
do
u/
gy
ou
se
i/
an
ze
n/
12
02
23
-1
.h
tm
l）

　
　
○
 
交
通
労
働
災
害
防
止
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
 
（
平
成
20
年
4月
3日
付
け
基
発
第
04
03
00
1号
）

（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
hl
w
.g
o.
jp
/n
ew
-i
nf
o/
ko
be
tu
/r
ou
do
u/
gy
ou
se
i/
an
ze
n/
08
07
03
-1
.h
tm
l）

　
　
○
 
ノ
ロ
ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ

（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
hl
w
.g
o.
jp
/t
op
ic
s/
sy
ok
uc
hu
/k
an
re
n/
yo
bo
u/
04
02
04
-1
.h
tm
l）

　
　
○
 
在
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
業
に
お
け
る
モ
デ
ル
安
全
衛
生
規
程
及
び
解
説

（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
hl
w
.g
o.
jp
/n
ew
-i
nf
o/
ko
be
tu
/r
ou
do
u/
gy
ou
se
i/
an
ze
n/
05
03
-1
.h
tm
l）

・
　
労
働
者
に
対
し
て
は
、
雇
入
れ
時
及
び
作
業
内
容
変
更
時
の
安
全
衛
生
教
育
を
実

施
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
安
全
衛
生
教
育
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
業
務
の
実

態
を
踏
ま
え
、
上
記
災
害
の
原
因
、
そ
の
防
止
等
に
関
す
る
項
目
を
盛
り
込
む
よ
う

配
意
し
ま
し
ょ
う
。

12

Po
in
t 
1
労
働
保
険
の
手
続
を
取
り
ま
し
ょ
う

労
 
働
 
保
 
険
 

労
災
保
険
と
は

 
労
災
保
険
の
対
象
と
な
る
労
働
者

雇
用
保
険
と
は

 
雇
用
保
険
の
対
象
と
な
る
労
働
者

（
10
）
  労
働
保
険
に
つ
い
て

・
 
労
働
保
険
と
は
、労
働
者
災
害
補
償
保
険（
労
災
保
険
）と
雇
用
保
険
の
総
称
で
す
。

　
　
介
護
労
働
者
を
含
め
労
働
者
を
一
人
で
も
雇
っ
て
い
れ
ば
、
そ
の
事
業
場
は
労
働
保
険
の
適
用
事
業
場
と
な
り
ま
す
の
で
、

労
働
保
険
の
手
続
を
取
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 
労
災
保
険
と
は
、
労
働
者
が
業
務
上
の
事
由
又
は
通
勤
に

よ
り
負
傷
等
を
被
っ
た
場
合
等
に
、
被
災
し
た
労
働
者
や
遺

族
を
保
護
す
る
た
め
必
要
な
保
険
給
付
等
を
行
う
も
の
で
す
。

　
労
働
契
約
の
期
間
や
労
働
時
間
の
長
短
に
か
か
わ
ら
ず
、

全
て
の
労
働
者
が
労
災
保
険
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
雇
用
保
険
と
は
、労
働
者
が
失
業
し
た
場
合
及
び
労
働
者

に
つ
い
て
雇
用
の
継
続
が
困
難
と
な
る
事
由
が
生
じ
た
場

合
に
、労
働
者
の
生
活
及
び
雇
用
の
安
定
を
図
る
と
と
も
に
、

再
就
職
を
促
進
す
る
た
め
に
必
要
な
給
付
等
を
行
う
も
の

で
す
。

　
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
労
働
者
が
、
原
則
と
し
て

雇
用
保
険
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

①
　
１
週
間
の
所
定
労
働
時
間
が
2
0
時
間
以
上
で
あ

る
こ
と

②
　
3
1
日
以
上
の
雇
用
見
込
み
が
あ
る
こ
と
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労
働
者
の
休
業
 

利
用
者
か
ら
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
キ
ャ
ン
セ
ル
 

利
用
者
か
ら
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
日
程
変
更
　
な
ど
 

使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に
該
当
す
る
場
合
 

休
業
手
当
 

平
均
賃
金
の
 

1
0
0
分
の
6
0
以
上
の
 

手
当
の
支
払
 

13

「
訪
問
介
護
労
働
者
の
法
定
労
働
条
件
の
確
保
に
つ
い
て
」 

（
平
成
16
年
8
月
27
日
付
け
基
発
第
08
27
00
1
号
）
に
つ
い
て
 

　
訪
問
介
護
労
働
者
に
つ
い
て
は
、そ
の
多
く
が
通
常
単
独
で
利
用
者
宅
を
訪
問

し
介
護
に
従
事
す
る
た
め
、使
用
者
が
労
働
者
を
直
接
に
指
揮
し
そ
の
勤
務
状
況

を
把
握
す
る
機
会
が
限
ら
れ
る
な
ど
の
勤
務
実
態
が
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、賃
金
、

労
働
時
間
等
に
係
る
法
定
労
働
条
件
が
適
正
に
確
保
さ
れ
て
い
な
い
状
況
が
み
ら

れ
た
た
め
、厚
生
労
働
省
に
お
い
て
は
、平
成
1
6
年
に
標
記
の
通
達
を
発
出
し
、訪

問
介
護
労
働
者
に
係
る
労
働
基
準
法
等
関
係
法
令
の
適
用
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め

た
と
こ
ろ
で
す
。（
参
考
資
料
１
参
照
） 

　
こ
の
通
達
の
内
容
は
こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
が
、そ
の
う

ち
移
動
時
間
の
取
扱
い（
P
o
in
t3
 
参
照
）等
に
つ
い
て
は
、現
在
も
な
お
一
部
に

問
題
が
認
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。
 

　
訪
問
介
護
に
携
わ
る
皆
様
に
は
、こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
を
ご
活
用
い
た
だ
き
、 

訪
問
介
護
労
働
者
の
法
定
労
働
条
件
を
適
正
に
確
保
さ
れ
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。
 

Po
in
t 
1

Po
in
t 
2

訪
問
介
護
労
働
者
に
も
就
業
規
則
を
周
知
し
ま
し
ょ
う
 a

 労
働
基
準
法
第
10
6条
 

休
業
手
当
を
適
正
に
支
払
い
ま
し
ょ
う
 

a
 労
働
基
準
法
第
26
条
 

・
　
就
業
規
則
は
労
働
者
に
周
知
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
が（
Ⅰ（
2
）P
o
in
t 
3
 
参
照
）、
事
業
場

に
赴
く
機
会
の
少
な
い
訪
問
介
護
労
働
者
に
つ
い
て
は
、書
面
を
交
付
す
る
こ
と
に
よ
る
方
法

で
周
知
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
も
の
で
す
。
 

・
　
使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ
り
、労
働
者
を
休
業
さ
せ
た
場
合
に
は
、使
用
者
は
休
業
手
当
と
し
て
平
均
賃
金
の

1
0
0
分
の
6
0
以
上
の
手
当
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
 ※
Ⅰ（
5
）P
o
in
t 
1
 参
照
 

・
　
利
用
者
か
ら
の
キ
ャ
ン
セ
ル
、利
用
時
間
帯
の
変
更
を
理
由
と
し
て
労
働
者
を
休
業
さ
せ
る
場
合
に
は
、他
の
利
用
者
宅
で

の
勤
務
等
、そ
の
労
働
者
に
代
替
業
務
を
行
わ
せ
る
可
能
性
等
を
含
め
て
判
断
し
、使
用
者
と
し
て
行
う
べ
き
最
善
の
努
力
を

尽
く
し
た
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、休
業
手
当
の
支
払
が
必
要
で
す
。
 

○
訪
問
介
護
労
働
者
と
労
働
基
準
法
 

Ⅱ
　
訪
問
介
護
労
働
者
に
関
す
る
事
項
 

　
こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
で
い
う
「
訪
問
介
護
労
働
者
」
は
、 

・
 訪
問
介
護
事
業
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
っ
て
、介
護
保
険
法
に
定
め
る
訪
問
介
護
に
従
事
す
る
訪
問
介
護
員
又
は
介
護
福
祉
士
 

・
 老
人
、障
害
者
等
の
居
宅
に
お
い
て
、入
浴
、食
事
等
の
介
護
や
そ
の
他
の
日
常
生
活
上
の
世
話
を
行
う
業
務
に
従
事
す
る
労
働
者
  

を
指
し
ま
す
。
 

 　
事
業
場
の
中
で
は
、こ
れ
ら
の
方

に
つ
い
て
、委
託
、委
任
、あ
る
い
は
登

録
型
な
ど
の
呼
称
が
用
い
ら
れ
て
い

る
場
合
が
あ
り
ま
す
が
、そ
の
よ
う
な

場
合
で
も
、労
働
者
に
該
当
す
る
か
ど

う
か
に
つ
い
て
は
使
用
者
の
指
揮
監

督
等
の
実
態
に
即
し
総
合
的
に
判
断

さ
れ
、労
働
者
に
該
当
す
る
場
合
に

は
労
働
基
準
法
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
 

　
な
お
、介
護
保
険
法
に
基
づ
く
訪

問
介
護
の
業
務
に
従
事
す
る
訪
問
介

護
員
等
に
つ
い
て
は
、一
般
的
に
は

使
用
者
の
指
揮
監
督
の
下
に
あ
る
こ

と
等
か
ら
、労
働
基
準
法
第
9
条
の
労

働
者
に
該
当
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ

ま
す
。
 

 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

利
用
者
 

「
Ａ
さ
ん
宅
」
 

労
働
者
の
自
宅
 

事
　
業
　
場
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

利
用
者
 

「
Ｂ
さ
ん
宅
」
 

②
移
動
時
間
 

①
通
勤
時
間
 

①
通
勤
時
間
 

①
通
勤
時
間
 

③
移
動
時
間
 

③
移
動
時
間
 

14

自
宅
か
ら
 

A
さ
ん
宅
 

へ
直
行
 

Ａ
さ
ん
宅
で
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

Ｂ
さ
ん
宅
で
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

自
宅
へ
 

直
帰
 

事
業
場
 

へ
移
動
 

Ｂ
さ
ん
宅
 

へ
移
動
 

事
業
場
　
　
  
で
勤
務
 

休 憩 時 間  

労
働
時
間
（
休
憩
時
間
を
除
く
。
）
 

・
　
労
働
時
間
と
は
、使
用
者
の
指
揮
監
督
の
下
に
あ
る
時
間
を
い
い
、介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
時
間
に
限
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
 

・
　
移
動
時
間
、待
機
時
間
等
に
つ
い
て
も
、以
下
の
よ
う
な
場
合
に
は
労
働
時
間
に
該
当
し
、使
用
者
は
適
正
に
こ
れ
を
把
握
、

管
理
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
 ※
Ⅰ（
3
） 
P
o
in
t 
1
参
照
 

　
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、Ａ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
開
始
時
刻
か
ら
、Ｂ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
終
了
時
刻
ま
で
の
時
間
の
う

ち
、休
憩
時
間
を
除
い
た
も
の
が
労
働
時
間
と
な
り
ま
す
。
 

○
　
移
動
時
間
の
考
え
方
 

具
体
的
に
は
、指
揮
監
督
の
実
態
に
よ
り
判
断
す
る
も
の
で
あ
り
、 

例
え
ば
②
又
は
③
の
移
動
時
間
で
あ
っ
て
、そ
の
時
間
が
通
常
の
移
動
に
要
す
る
時
間
程
度
で
あ
る
 

場
合
に
は
、労
働
時
間
に
該
当
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
 

Po
in
t 
3
移
動
時
間
等
が
労
働
時
間
に
当
た
る
場
合
に
は
、こ
れ
を
 

労
働
時
間
と
し
て
適
正
に
把
握
し
ま
し
ょ
う
 

a
 労
働
基
準
法
第
32
条
ほ
か
 

ケ
ー
ス
Ａ
 

 

　
移
動
時
間
と
は
、事
業
場
、集
合
場
所
、

利
用
者
宅
の
相
互
間
を
移
動
す
る
時

間
を
い
い
、こ
の
移
動
時
間
に
つ
い
て
は
、

使
用
者
が
業
務
に
従
事
す
る
た
め
に

必
要
な
移
動
を
命
じ
、当
該
時
間
の
自

由
利
用
が
労
働
者
に
保
障
さ
れ
て
い

な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、労
働

時
間
に
該
当
し
ま
す
。
 

　
な
お
、通
勤
時
間（
左
の
例
で
は
①
）

は
こ
こ
で
い
う
移
動
時
間
に
該
当
し
ま

せ
ん
。
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15

自
宅
か
ら
 

A
さ
ん
宅
 

へ
直
行
 

Ａ
さ
ん
宅
で
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

Ｂ
さ
ん
宅
で
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

自
宅
へ
 

直
帰
 

Ｂ
さ
ん
宅
 

へ
移
動
 
空
き
時
間
 

労
働
時
間
 

労
働
時
間
 

自
宅
か
ら
 

A
さ
ん
宅
 

へ
直
行
 

Ａ
さ
ん
宅
で
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
 

自
宅
へ
 

直
帰
 

労
働
時
間
 

○
　
待
機
時
間
の
考
え
方
 

　
待
機
時
間
に
つ
い
て
は
、使
用
者
が
急
な
需
要
等
に
対
応
す
る
た
め
事
業
場
等
に
お
い
て
待
機
を
命
じ
、当
該
時
間
の
自
由

利
用
が
労
働
者
に
保
障
さ
れ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、労
働
時
間
に
該
当
し
ま
す
。
 

　
訪
問
介
護
の
業
務
に
従
事
し
た
時
間
に
対
し
て
支
払
う
賃
金
額
と
、移
動
時
間
に
対
し
て
支
払
う

賃
金
額
は
、異
な
っ
て
も
よ
い
で
す
か
。
 

　
訪
問
介
護
の
業
務
に
直
接
従
事
す
る
時
間
と
、そ
れ
以
外
の
業
務
に
従
事
す
る
時
間
の
賃
金
水

準
に
つ
い
て
は
、最
低
賃
金
額
を
下
回
ら
な
い
範
囲
で
あ
れ
ば
、労
使
の
話
し
合
い
に
よ
っ
て
決
定
す

る
こ
と
は
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。
 

　
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、Ａ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
、Ｂ
さ
ん
宅
へ
の
移
動
時
間
及
び
Ｂ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
提

供
時
間
が
労
働
時
間
と
な
り
ま
す
。
移
動
時
間
は
Ｂ
さ
ん
宅
へ
の
移
動
に
要
し
た
時
間
で
あ
り
、そ
れ
以
外
の
「
空
き
時
間
」
に
つ
い

て
は
、そ
の
時
間
に
は
労
務
に
服
す
る
必
要
が
な
く
、労
働
者
に
自
由
利
用
が
保
障
さ
れ
て
い
る
限
り
、労
働
時
間
と
し
て
取
り
扱
う

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
（
Ａ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
終
了
時
刻
か
ら
Ｂ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
開
始
時
刻
ま
で
の
時
間
す
べ

て
を
労
働
時
間
と
し
て
取
り
扱
う
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
）
。
 

ケ
ー
ス
Ｂ
 

ケ
ー
ス
Ｃ
 

　
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、Ａ
さ
ん
宅
で
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
の
み
が
労

働
時
間
と
な
り
ま
す
。
 

Ｑ
１
 

Ａ
１
 

　
当
社
Ａ
事
業
場
で
は
、過
去
3ヶ
月
間
に
わ
た
り
移
動
時
間
を
把
握
し
た
結
果
、特
別
の
事
情
が
な

い
限
り
、1
回
当
た
り
の
移
動
時
間
が
1
5
分
を
上
回
ら
な
い
こ
と
が
判
明
し
ま
し
た
。
そ
こ
で
、Ａ
事
業

場
に
お
い
て
は
、移
動
時
間
を
1
5
分
と
定
め
、移
動
1
回
当
た
り
1
5
分
に
相
当
す
る
賃
金
を
支
払
う

こ
と
と
し
、1
5
分
を
超
え
た
場
合
に
は
、超
過
し
た
時
間
分
の
賃
金
を
追
加
し
て
支
払
う
こ
と
を
検
討

し
て
い
ま
す
が
、可
能
で
す
か
。
 

　
移
動
時
間
を
含
め
労
働
時
間
を
適
切
に
管
理
す
る
こ
と
は
使
用
者
の
責
務
で
あ
り
、移
動
に
要
し

た
時
間
を
確
認
し
、記
録
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
移
動
に
係
る
賃
金
は
、こ
の
よ
う
に
し
て
把
握
し

た
労
働
時
間
に
基
づ
き
算
定
す
る
の
が
基
本
と
な
り
ま
す
。
 

　
ご
質
問
の
よ
う
に
、事
務
処
理
の
簡
素
化
の
た
め
移
動
に
係
る
賃
金
を
定
額
制
と
す
る
こ
と
は
、実

労
働
時
間
に
基
づ
き
支
払
う
べ
き
賃
金
が
定
額
を
超
え
る
場
合
に
超
過
分
を
支
払
う
の
で
あ
れ
ば
、

労
働
者
に
不
利
益
と
は
な
り
ま
せ
ん
の
で
、可
能
と
考
え
ら
れ
ま
す
。こ
の
場
合
、雇
入
通
知
書
や
就

業
規
則
で
そ
の
旨
を
明
示
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、定
額
制
を
取
り
入
れ
て
も
労
働
時
間
の

把
握
は
必
要
で
あ
る
と
と
も
に
、超
過
分
を
支
払
わ
な
い
こ
と
は
賃
金
の
一
部
不
払
と
な
る
こ
と
に
留

意
し
て
く
だ
さ
い
。
 

Ｑ
2

Ａ
2

　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、介
護
保
険
法（
平
成
９
年
法
律
第
12
3号
）の
施
行
以
来
事
業
場
数
が
増
加
す
る
中
で
、同
事
業
に
使
用
さ
れ
る
労

働
者
の
多
く
が
通
常
単
独
で
利
用
者
宅
を
訪
問
し
介
護
に
従
事
す
る
た
め
、使
用
者
が
労
働
者
を
直
接
に
指
揮
し
そ
の
勤
務
状
況
を
把
握
す
る
機
会
が

限
ら
れ
る
な
ど
の
勤
務
実
態
が
あ
る
こ
と
、ま
た
、事
業
開
始
後
間
も
な
い
た
め
、労
働
基
準
法
等
関
係
法
令
に
関
す
る
理
解
が
必
ず
し
も
十
分
で
は
な
い

事
業
場
が
少
な
く
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
、賃
金
、労
働
時
間
等
に
係
る
法
定
労
働
条
件
が
適
正
に
確
保
さ
れ
て
い
な
い
状
況
が
み
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
 

　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、今
般
、訪
問
介
護
労
働
者
に
係
る
労
働
基
準
法
等
関
係
法
令
の
適
用
に
つ
い
て
、下
記
の
と
お
り
取
り
ま
と
め
た
と
こ
ろ

で
あ
る
。
 

　
つ
い
て
は
、監
督
指
導
時
は
も
と
よ
り
、関
係
行
政
機
関
と
連
携
・
協
力
の
上
、別
途
送
付
す
る
周
知
用
資
料
を
活
用
し
て
、関
係
事
業
者
団
体
へ
の

周
知
、集
団
指
導
の
実
施
等
に
よ
り
、こ
の
内
容
を
徹
底
し
、訪
問
介
護
労
働
者
の
法
定
労
働
条
件
の
確
保
に
遺
憾
な
き
を
期
さ
れ
た
い
。
 

記
 

訪
問
介
護
労
働
者
の
法
定
労
働
条
件
の
確
保
に
つ
い
て
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参
考
資
料
　
1

平
成
1
6
年
８
月
2
7日
付
け
基
発
第
0
8
2
7
0
0
1
号
 

１
　
定
義
等
 

（
１
）本
通
達
に
お
け
る
訪
問
介
護
労
働
者
の
定
義
 

　
　
本
通
達
に
お
け
る
訪
問
介
護
労
働
者
と
は
、訪
問
介
護
事
業
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
っ
て
、介
護
保
険
法
に
定
め
る
訪
問
介
護
に
従
事
す
る
訪
問
介
護
員
若
し
く
は

介
護
福
祉
士（
以
下
「
訪
問
介
護
員
等
」と
い
う
。
）又
は
、老
人
、障
害
者
等
の
居
宅
に
お
い
て
、入
浴
、食
事
等
の
介
護
や
そ
の
他
の
日
常
生
活
上
の
世
話
を
行
う
業

務（
「
日
本
標
準
産
業
分
類（
平
成
14
年
３
月
改
訂
）」
中
の
75
92
「
訪
問
介
護
事
業
」
参
照
。
）に
従
事
す
る
も
の
を
い
う
。し
た
が
っ
て
、介
護
保
険
法
の
適
用
の
有
無
に

か
か
わ
ら
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と（
訪
問
介
護
労
働
者
が
従
事
す
る
こ
れ
ら
の
業
務
を
以
下
「
訪
問
介
護
の
業
務
」と
い
う
。
）。
 

　
　
こ
の
訪
問
介
護
の
業
務
に
従
事
す
る
者
の
中
に
は
、委
託
、委
任
等
の
呼
称
が
用
い
ら
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
が
、労
働
者
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、使
用

者
の
指
揮
監
督
等
の
実
態
に
即
し
総
合
的
に
判
断
す
る
こ
と
。
 

　
　
な
お
、介
護
保
険
法
に
基
づ
く
訪
問
介
護
の
業
務
に
従
事
す
る
訪
問
介
護
員
等
に
つ
い
て
は
、一
般
的
に
は
使
用
者
の
指
揮
監
督
の
下
に
あ
る
こ
と
等
か
ら
、労
働
基

準
法（
以
下
「
法
」と
い
う
。
）第
９
条
の
労
働
者
に
該
当
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
。
 

（
２
）訪
問
介
護
労
働
者
の
勤
務
形
態
 

　
　
訪
問
介
護
労
働
者
に
つ
い
て
は
、①
正
社
員
、嘱
託
社
員
等
の
名
称
に
か
か
わ
ら
ず
、当
該
事
業
場
で
定
め
る
所
定
労
働
時
間
を
勤
務
す
る
労
働
者
、②
短
時
間
労

働
者
で
あ
っ
て
、労
働
日
及
び
労
働
日
に
お
け
る
労
働
時
間
が
定
型
的
・
固
定
的
に
定
ま
っ
て
い
る
労
働
者
の
ほ
か
、③
短
時
間
労
働
者
で
あ
っ
て
、月
、週
又
は
日
の
所

定
労
働
時
間
が
、一
定
期
間
ご
と
に
作
成
さ
れ
る
勤
務
表
に
よ
り
、非
定
型
的
に
特
定
さ
れ
る
労
働
者（
以
下
「
非
定
型
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
」と
い
う
。
）、
④
短
時

間
労
働
者
で
あ
っ
て
、急
な
需
要
が
生
じ
た
場
合
に
の
み
臨
時
に
雇
入
れ
ら
れ
る
労
働
者
な
ど
、種
々
の
勤
務
形
態
の
も
の
が
み
ら
れ
る
。
 

　
　
こ
れ
ら
の
中
で
、非
定
型
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
は
、訪
問
介
護
労
働
者
の
多
数
を
占
め
て
お
り
、利
用
者
か
ら
の
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
申
込
み
に
連
動
し

て
、月
、週
又
は
日
の
所
定
労
働
時
間
が
非
定
型
的
に
特
定
さ
れ
る
た
め
、労
働
条
件
の
明
示
、 労
働
時
間
の
把
握
、休
業
手
当
の
支
払
、賃
金
の
算
定
等
に
関
し
て
、労

働
基
準
法
等
関
係
法
令
上
の
問
題
点
が
多
く
み
ら
れ
る
こ
と
。
 

２
　
訪
問
介
護
労
働
者
の
法
定
労
働
条
件
の
確
保
上
の
問
題
点
及
び
こ
れ
に
関
連
す
る
法
令
の
適
用
 

（
１
）労
働
条
件
の
明
示
 

　
　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、訪
問
介
護
労
働
者
の
雇
入
れ
時
に
、労
働
条
件
の
明
示
が
な
さ
れ
な
い
こ
と
や
そ
の
明
示
内
容
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、労

働
条
件
の
内
容
を
巡
る
問
題
が
生
じ
て
い
る
場
合
も
認
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、労
働
条
件
の
明
示
に
当
た
っ
て
は
、以
下
の
事
項
に
特
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。
 

　
ア
　
労
働
契
約
の
期
間
 

　
　
非
定
型
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
等
に
つ
い
て
は
、労
働
日
と
次
の
労
働
日
と
の
間
に
相
当
の
期
間
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
る
が
、当
該
期
間
も
労
働
契
約
が
継
続
し
て

い
る
の
か
ど
う
か
を
明
確
に
す
る
た
め
、労
働
条
件
の
明
示
に
当
た
っ
て
は
、労
働
契
約
の
期
間
の
定
め
の
有
無
及
び
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
場
合
は
そ
の

期
間
を
明
確
に
定
め
て
書
面
を
交
付
す
る
こ
と
に
よ
り
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と（
法
第
15
条
第
１
項
、労
働
基
準
法
施
行
規
則（
以
下
「
規
則
」と
い
う
。
）第
５
条
第
１

項
第
１
号
、同
条
第
３
項
）。
 

　
　
ま
た
、期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
締
結
す
る
場
合
の
、労
働
契
約
に
係
る
更
新
の
有
無
等
の
明
示
に
つ
い
て
は
、「
有
期
労
働
契
約
の
締
結
、更
新
及
び
雇

止
め
に
関
す
る
基
準
」（
平
成
15
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
35
7号
）の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
。
　
 

　
　
な
お
、労
働
契
約
を
更
新
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、そ
の
都
度
改
め
て
労
働
条
件
を
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。
 

　
イ
　
就
業
の
場
所
及
び
従
事
す
べ
き
業
務
等
 

　
　
明
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
労
働
条
件
の
う
ち
、就
業
の
場
所
及
び
従
事
す
べ
き
業
務（
規
則
第
５
条
第
１
項
第
１
の
２
号
）、
労
働
日
並
び
に
そ
の
始
業
及
び
終
業
の

時
刻
、休
憩
時
間（
同
項
第
２
号
。
以
下
「
労
働
日
及
び
そ
の
勤
務
時
間
帯
」と
い
う
。
）に
つ
い
て
は
、こ
れ
が
月
ご
と
等
の
勤
務
表
に
よ
り
特
定
さ
れ
る
場
合
に
は
、勤
務

の
種
類
ご
と
の
こ
れ
ら
に
関
す
る
考
え
方
を
示
し
た
上
で
、当
該
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
就
業
規
則
上
の
関
係
条
項
名
を
網
羅
的
に
示
し
、契
約
締
結
時
点
で
の
勤
務

表
を
示
す
こ
と
で
足
り
る
こ
と
。
 

（
２
）労
働
時
間
及
び
そ
の
把
握
 

　
　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、非
定
型
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
等
が
訪
問
介
護
の
業
務
に
直
接
従
事
す
る
時
間
以
外
の
時
間
を
労
働
時
間
と
し
て
い
な
い
も
の
が

認
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、訪
問
介
護
労
働
者
の
移
動
時
間
や
業
務
報
告
書
等
の
作
成
時
間
な
ど
に
つ
い
て
、以
下
の
ア
か
ら
エ
に
よ
り
労
働
時
間
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、適
正
に
こ
れ
を
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と（
法
第
32
条
）。
 

　
ア
　
移
動
時
間
 

　
　
移
動
時
間
と
は
、事
業
場
、集
合
場
所
、利
用
者
宅
の
相
互
間
を
移
動
す
る
時
間
を
い
い
、こ
の
移
動
時
間
に
つ
い
て
は
、使
用
者
が
、業
務
に
従
事
す
る
た
め
に
必

要
な
移
動
を
命
じ
、当
該
時
間
の
自
由
利
用
が
労
働
者
に
保
障
さ
れ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、労
働
時
間
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
 

　
　
具
体
的
に
は
、使
用
者
の
指
揮
監
督
の
実
態
に
よ
り
判
断
す
る
も
の
で
あ
り
、例
え
ば
、訪
問
介
護
の
業
務
に
従
事
す
る
た
め
、事
業
場
か
ら
利
用
者
宅
へ
の
移
動
に

要
し
た
時
間
や
一
の
利
用
者
宅
か
ら
次
の
利
用
者
宅
へ
の
移
動
時
間
で
あ
っ
て
、そ
の
時
間
が
通
常
の
移
動
に
要
す
る
時
間
程
度
で
あ
る
場
合
に
は
労
働
時
間
に

該
当
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
。
 

　
イ
　
業
務
報
告
書
等
の
作
成
時
間
 

　
　
業
務
報
告
書
等
を
作
成
す
る
時
間
に
つ
い
て
は
、そ
の
作
成
が
介
護
保
険
制
度
や
業
務
規
定
等
に
よ
り
業
務
上
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て
、使
用
者
の

指
揮
監
督
に
基
づ
き
、事
業
場
や
利
用
者
宅
等
に
お
い
て
作
成
し
て
い
る
場
合
に
は
、労
働
時
間
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
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ウ
　
待
機
時
間
 

　
　
待
機
時
間
に
つ
い
て
は
、使
用
者
が
急
な
需
要
等
に
対
応
す
る
た
め
事
業
場
等
に
お
い
て
待
機
を
命
じ
、当
該
時
間
の
自
由
利
用
が
労
働
者
に
保
障
さ
れ
て
い
な
い
 

　
 と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、労
働
時
間
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
 

　
エ
  
研
修
時
間
 

　
　
　
研
修
時
間
に
つ
い
て
は
、使
用
者
の
明
示
的
な
指
示
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
る
場
合
は
、労
働
時
間
で
あ
る
こ
と
。ま
た
、研
修
を
受
講
し
な
い
こ
と
に
対
す
る
就
業
規

則
上
の
制
裁
等
の
不
利
益
な
取
扱
い
が
あ
る
場
合
や
研
修
内
容
と
業
務
と
の
関
連
性
が
強
く
、そ
れ
に
参
加
し
な
い
こ
と
に
よ
り
、本
人
の
業
務
に
具
体
的
に
支
障
が

生
ず
る
な
ど
実
質
的
に
使
用
者
か
ら
出
席
の
強
制
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
な
ど
は
、た
と
え
使
用
者
の
明
示
的
な
指
示
が
な
く
と
も
労
働
時
間
に
該
当
す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
。
 

（
３
）休
業
手
当
 

　
　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、利
用
者
か
ら
の
利
用
申
込
み
の
撤
回
を
理
由
と
し
て
労
働
者
を
休
業
さ
せ
た
場
合
に
、休
業
手
当
を
支
払
っ
て
い
な
い
も
の
が
認
め
ら

れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、労
働
日
及
び
そ
の
勤
務
時
間
帯
が
、月
ご
と
等
の
勤
務
表
に
よ
り
訪
問
介
護
労
働
者
に
示
さ
れ
、特
定
さ
れ
た
後
、労
働
者
が
労
働
契
約
に
従
っ
て

労
働
の
用
意
を
な
し
、労
働
の
意
思
を
持
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、使
用
者
が
労
働
日
の
全
部
又
は
一
部
を
休
業
さ
せ
、こ
れ
が
使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ

る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、使
用
者
は
休
業
手
当
と
し
て
そ
の
平
均
賃
金
の
10
0分
の
60
以
上
の
手
当
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と（
法
第
26
条
）。
 

　
　
し
た
が
っ
て
、利
用
者
か
ら
の
利
用
申
込
み
の
撤
回
、利
用
時
間
帯
の
変
更
を
理
由
と
し
て
労
働
者
を
休
業
さ
せ
る
場
合
に
は
、例
え
ば
、他
の
利
用
者
宅
で
の
勤
務
の

可
能
性
に
つ
い
て
然
る
べ
き
検
討
を
十
分
に
行
っ
た
か
ど
う
か
等
当
該
労
働
者
に
代
替
業
務
を
行
わ
せ
る
可
能
性
等
を
含
め
て
判
断
し
、使
用
者
と
し
て
行
う
べ
き
最
善

の
努
力
を
尽
く
し
た
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
が
あ
る
も
の
と
し
て
休
業
手
当
の
支
払
が
必
要
と
な
る
こ
と
。
 

　
　
た
だ
し
、利
用
者
か
ら
の
利
用
申
込
み
の
撤
回
、利
用
時
間
帯
の
変
更
の
要
請
に
対
し
、使
用
者
が
当
該
労
働
者
に
対
し
他
の
利
用
者
宅
で
勤
務
さ
せ
る
等
代
替
業

務
の
提
供
を
行
っ
た
場
合
、あ
る
い
は
、就
業
規
則
の
規
定
に
基
づ
く
始
業
・
終
業
時
刻
の
繰
上
げ
、繰
下
げ
に
よ
る
勤
務
時
間
帯
の
変
更
や
休
日
の
振
替
に
よ
る
労
働
日

の
変
更
を
行
い
他
の
利
用
者
宅
で
勤
務
さ
せ
る
等
必
要
な
業
務
の
提
供
を
行
っ
た
場
合
に
は
、休
業
手
当
の
支
払
は
必
要
な
い
こ
と
。
 

　
　
な
お
、１
日
の
労
働
日
の
一
部
の
み
、使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ
り
休
業
さ
せ
た
場
合
に
つ
い
て
も
、現
実
に
就
労
し
た
時
間
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る
賃
金
が
１

日
分
の
平
均
賃
金
の
10
0分
の
60
に
満
た
な
い
と
き
は
、そ
の
差
額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。
 

（
４
） 賃
金
の
算
定
 

　
ア
　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、訪
問
介
護
の
業
務
に
直
接
従
事
す
る
時
間
以
外
の
労
働
時
間
で
あ
る
移
動
時
間
等
に
つ
い
て
、賃
金
支
払
の
対
象
と
し
て
い
る

の
か
ど
う
か
が
判
然
と
し
な
い
も
の
が
認
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、賃
金
は
い
か
な
る
労
働
時
間
に
つ
い
て
も
支
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
の
で
、労

働
時
間
に
応
じ
た
賃
金
の
算
定
を
行
う
場
合
は
、訪
問
介
護
の
業
務
に
直
接
従
事
す
る
時
間
の
み
な
ら
ず
、上
記（
２
）の
労
働
時
間
を
通
算
し
た
時
間
数
に
応
じ
た

賃
金
の
算
定
を
行
う
こ
と
。
 

　
イ
　
訪
問
介
護
の
業
務
に
直
接
従
事
す
る
時
間
と
、そ
れ
以
外
の
業
務
に
従
事
す
る
時
間
の
賃
金
水
準
に
つ
い
て
は
、最
低
賃
金
額
を
下
回
ら
な
い
範
囲
で
、労
使
の

話
合
い
に
よ
り
決
定
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
。
 

　
　
　
賃
金
が
最
低
賃
金
額
以
上
と
な
っ
て
い
る
か
ど
う
か
は
、 

　
　
①
　
時
間
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
賃
金（
以
下
「
時
間
給
」と
い
う
。
）の
場
合
は
、当
該
時
間
給
を
時
間
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
最
低
賃
金
額（
時
間
額
）と
、 

　
　
②
　
日
、週
、月
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
賃
金
の
場
合
は
、そ
の
金
額
を
当
該
期
間
に
お
け
る
所
定
労
働
時
間
数
で
除
し
た
当
該
時
間
当
た
り
の
金
額
を
時
間
に
よ
っ

　
て
定
め
ら
れ
た
最
低
賃
金
額（
時
間
額
）と
、 

　
　
比
較
す
る
こ
と
に
よ
り
判
断
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と（
最
低
賃
金
法
第
４
条
、最
低
賃
金
法
施
行
規
則
第
２
条
）。
 

　
　
　
な
お
、労
働
者
の
受
け
る
賃
金
に
つ
い
て
、基
本
給
が
時
間
給
に
よ
り
、そ
の
他
職
務
手
当
等
が
月
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
賃
金
に
よ
り
定
め
ら
れ
て
い
る
な
ど
、上
記

①
及
び
②
の
賃
金
で
構
成
さ
れ
る
場
合
に
は
、当
該
基
本
給
と
職
務
手
当
等
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
①
及
び
②
の
方
法
に
よ
り
時
間
当
た
り
の
金
額
を
算
出
し
、そ
の

合
計
額
を
、時
間
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
最
低
賃
金
額（
時
間
額
）と
比
較
す
る
こ
と
。
 

　
ウ
　
訪
問
介
護
労
働
者
は
、利
用
者
宅
に
移
動
す
る
こ
と
を
前
提
に
訪
問
介
護
の
業
務
に
従
事
す
る
も
の
で
あ
り
、通
常
そ
の
移
動
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、事
業

の
必
要
経
費
と
の
性
格
を
有
し
、事
業
場
が
実
費
弁
償
と
し
て
支
給
し
て
い
る
旅
費
、交
通
費
等
は
、一
般
的
に
は
労
働
の
対
償
で
は
な
い
こ
と
か
ら
賃
金
と
は
認
め

ら
れ
な
い
の
で
、最
低
賃
金
額
と
の
比
較
に
当
た
っ
て
は
、比
較
対
象
の
賃
金
額
に
は
算
入
し
な
い
こ
と
。
 

（
５
）年
次
有
給
休
暇
の
付
与
 

　
　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、年
次
有
給
休
暇
に
つ
い
て
、 短
期
間
の
契
約
期
間
が
更
新
さ
れ
６
箇
月
以
上
に
及
ん
で
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、例
え
ば
、労
働
契
約
が

１
箇
月
ご
と
の
更
新
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
付
与
し
な
い
例
が
認
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、雇
入
れ
の
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
間
継
続
勤
務
し
、全
労
働
日
の
８
割
以
上

出
勤
し
て
い
る
場
合
に
は
、法
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
年
次
有
給
休
暇
を
付
与
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と（
法
第
39
条
）。
な
お
、年
次
有
給
休
暇
の
付
与
要
件
で
あ
る「
継

続
勤
務
」と
は
、在
籍
期
間
を
意
味
し
、継
続
勤
務
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、単
に
形
式
的
に
の
み
判
断
す
べ
き
も
の
で
な
く
、勤
務
の
実
態
に
即
し
実
質
的
に
判
断
す
べ
き

も
の
で
あ
る
こ
と
。
 

　
　
ま
た
、非
定
型
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
等
に
つ
い
て
、年
次
有
給
休
暇
が
比
例
付
与
さ
れ
る
日
数
は
、原
則
と
し
て
基
準
日
に
お
い
て
予
定
さ
れ
て
い
る
今
後
１
年
間

の
所
定
労
働
日
数
に
応
じ
た
日
数
で
あ
る
が
、予
定
さ
れ
て
い
る
所
定
労
働
日
数
を
算
出
し
難
い
場
合
に
は
、基
準
日
直
前
の
実
績
を
考
慮
し
て
所
定
労
働
日
数
を
算
出

す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
な
い
こ
と
。し
た
が
っ
て
、例
え
ば
、雇
入
れ
の
日
か
ら
起
算
し
て
６
箇
月
経
過
後
に
付
与
さ
れ
る
年
次
有
給
休
暇
の
日
数
に
つ
い
て
は
、過
去
６
箇

月
の
労
働
日
数
の
実
績
を
２
倍
し
た
も
の
を「
１
年
間
の
所
定
労
働
日
数
」と
み
な
し
て
判
断
す
る
こ
と
で
差
し
支
え
な
い
こ
と
。
 

（
６
）就
業
規
則
の
作
成
及
び
周
知
 

　
　
使
用
者
の
中
に
は
、短
時
間
労
働
者
で
あ
る
訪
問
介
護
労
働
者
に
つ
い
て
は
、就
業
規
則
の
作
成
要
件
で
あ
る「
常
時
10
人
以
上
の
労
働
者
」に
は
含
ま
れ
な
い
と

誤
解
を
し
て
い
る
も
の
が
認
め
ら
れ
る
が
、短
時
間
労
働
者
で
あ
っ
て
も「
常
時
10
人
以
上
の
労
働
者
」に
含
ま
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と（
法
第
89
条
）。
 

　
　
ま
た
、就
業
規
則
に
つ
い
て
は
、常
時
事
業
場
内
の
各
作
業
場
ご
と
に
掲
示
し
、又
は
備
え
付
け
る
等
の
方
法
に
よ
り
労
働
者
に
周
知
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と（
法
第
10
6

条
第
１
項
）。
な
お
、事
業
場
等
に
赴
く
機
会
の
少
な
い
非
定
型
的
パ
ー
ト
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
等
へ
の
周
知
に
つ
い
て
は
、書
面
を
交
付
す
る
こ
と
に
よ
る
方
法
を
講
ず
る
こ
と

が
望
ま
し
い
こ
と（
規
則
第
52
条
の
２
第
２
号
参
照
）。
 

（
７
）労
働
者
名
簿
及
び
賃
金
台
帳
の
調
製
及
び
保
存
  

　
　
訪
問
介
護
事
業
に
お
い
て
は
、訪
問
介
護
労
働
者
の
労
務
管
理
を
適
切
に
行
う
た
め
、各
事
業
場
ご
と
に
労
働
者
名
簿
を
調
製
し
、労
働
者
の
氏
名
、雇
入
の
年
月

日
、退
職
の
年
月
日
及
び
そ
の
事
由
等
を
記
入
す
る
と
と
も
に（
法
第
10
7条
、規
則
第
53
条
）、
賃
金
台
帳
を
調
製
し
、労
働
者
の
氏
名
、賃
金
計
算
期
間
、労
働
日
数
、労

働
時
間
数
、時
間
外
労
働
時
間
数
、基
本
給
、手
当
そ
の
他
賃
金
の
種
類
毎
に
そ
の
額
等
を
賃
金
の
支
払
の
都
度
遅
滞
な
く
記
入
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と（
法
第
10
8条
、

規
則
第
54
条
）。
 

　
　
な
お
、訪
問
介
護
労
働
者
に
係
る
労
働
時
間
数
等
に
つ
い
て
、当
該
労
働
者
が
作
成
す
る
業
務
報
告
書
等
に
よ
り
把
握
し
て
い
る
場
合
は
、使
用
者
は
、労
働
時
間
の

実
態
を
正
し
く
記
録
し
、適
正
に
報
告
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
、当
該
労
働
者
に
対
し
十
分
な
説
明
を
行
う
こ
と
。
 

　
　
ま
た
、労
働
者
名
簿
及
び
賃
金
台
帳
に
つ
い
て
は
、労
働
関
係
に
関
す
る
重
要
な
書
類
で
あ
る
の
で
、労
働
者
名
簿
に
つ
い
て
は
労
働
者
の
退
職
等
の
日
か
ら
、賃
金

台
帳
に
つ
い
て
は
最
後
の
記
入
を
し
た
日
か
ら
、そ
れ
ぞ
れ
３
年
間
保
存
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と（
法
第
10
9条
、規
則
第
56
条
）。
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参
考
資
料
 
2

年
　
　
月
　
　
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
殿

事
業
場
名
称
・
所
在
地

使
用
者
職
氏
名

期
間
の
定
め
な
し
、
期
間
の
定
め
あ
り
（
　
　
年
　
　
月
　
　
日
～
　
　
年
　
　
月
　
　
日
）

※
以
下
は
、「
契
約
期
間
」
に
つ
い
て
「
期
間
の
定
め
あ
り
」
と
し
た
場
合
に
記
入

１
　
契
約
の
更
新
の
有
無

　
　
・
自
動
的
に
更
新
す
る
　
・
更
新
す
る
場
合
が
あ
り
得
る
　
・
契
約
の
更
新
は
し
な
い

　
　
・
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

２
　
契
約
の
更
新
は
次
に
よ
り
判
断
す
る
。

　
　
・
契
約
期
間
満
了
時
の
業
務
量
　
　
　
・
勤
務
成
績
、
態
度
　
　
　
　
・
能
力

　
　
・
会
社
の
経
営
状
況
　
・
従
事
し
て
い
る
業
務
の
進
捗
状
況

　
　
・
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

１
　
始
業
・
終
業
の
時
刻
等

（
1）
始
業
（
　
　
　
時
　
　
　
分
）　
　
終
業
（
　
　
　
時
　
　
　
分
）

【
以
下
の
よ
う
な
制
度
が
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
場
合
】

（
2）
変
形
労
働
時
間
制
等
；（
　
　
）
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
・
交
替
制
と
し
て
、
次
の
勤
務
時
間
の

組
み
合
わ
せ
に
よ
る
。

始
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
終
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
（
適
用
日
　
　
　
　
　
）

始
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
終
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
（
適
用
日
　
　
　
　
　
）

始
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
終
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
（
適
用
日
　
　
　
　
　
）

（
3）
ﾌﾚ
ｯｸ
ｽﾀ
ｲﾑ
制
；
始
業
及
び
終
業
の
時
刻
は
労
働
者
の
決
定
に
委
ね
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　（
た
だ
し
、ﾌ
ﾚｷ
ｼﾌ
ﾞﾙ
ﾀｲ
ﾑ（
始
業
）　
　
時
　
　
分
か
ら
　
　
時
　
　
分
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
終
業
）　
　
時
　
　
分
か
ら
　
　
時
　
　
分
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　ｺ
ｱﾀ
ｲﾑ
　
　
　
　
　
　
時
　
　
分
か
ら
　
　
時
　
　
分
）

（
4）
事
業
場
外
み
な
し
労
働
時
間
制
；
始
業
（
　
　
時
　
　
分
）
終
業
（
　
　
時
　
　
分
）

（
5）
裁
量
労
働
制
；
始
業
（
　
　
時
　
　
分
） 
終
業
（
　
　
時
　
　
分
）
を
基
本
と
し
、
労
働
者
の
決

定
に
委
ね
る
。

○
詳
細
は
、
就
業
規
則
第
　
　
条
～
第
　
　
条
、
第
　
　
条
～
第
　
　
条
、
第
　
　
条
～
第
　
　
条

２
　
休
憩
時
間
（
　
　
　
）
分

３
　
所
定
時
間
外
労
働
の
有
無
（
　
有
　
，　
無
　
）

・
定
例
日
；
毎
週
　
　
曜
日
、
国
民
の
祝
日
、
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

・
非
定
例
日
；
週
・
月
当
た
り
　
　
日
、
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

・
１
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
の
場
合
－
年
間
　
　
日

○
詳
細
は
、
就
業
規
則
第
　
　
条
～
第
　
　
条
、
第
　
　
条
～
第
　
　
条

１
　
年
次
有
給
休
暇
　
６
か
月
継
続
勤
務
し
た
場
合
→
　
　
　
　
　
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
継
続
勤
務
６
か
月
以
内
の
年
次
有
給
休
暇
（
有
・
無
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
→
　
か
月
経
過
で
　
　
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
時
間
単
位
年
休
（
有
・
無
）

２
　
代
替
休
暇
（
有
・
無
）

３
　
そ
の
他
の
休
暇
　
有
給
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
無
給
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

○
詳
細
は
、
就
業
規
則
第
　
　
条
～
第
　
　
条
、
第
　
　
条
～
第
　
　
条

契
約
期
間

就
業
の
場
所

従
事
す
べ
き

業
務
の
内
容

始
業
、
終
業
の

時
刻
、
休
憩
時

間
、
就
業
時
転

換（
（
1）
～（
5）

の
う
ち
該
当
す

る
も
の
一
つ
に

○
を
付
け
る
こ

と
。）
、
所
定
時

間
外
労
働
の
有

無
に
関
す
る
事

項 休
　
　
　
日

休
　
　
　
暇

（
次
頁
に
続
く
）

労
働
条
件
通
知
書

（
一
般
労
働
者
用
；
常
用
、
有
期
雇
用
型
）

-63-
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賃
　
　
　
金

１
　
基
本
賃
金
　
イ
　
月
給
（
　
　
　
　
　
円
）、
ロ
　
日
給
（
　
　
　
　
　
円
）

　
　
　
　
　
　
　
ハ
　
時
間
給
（
　
　
　
　
　
円
）、

　
　
　
　
　
　
　
ニ
　
出
来
高
給
（
基
本
単
価
　
　
　
 円
、
保
障
給
 　
 　
円
）

　
　
　
　
　
　
　
ホ
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
円
）

　
　
　
　
　
　
　
ヘ
　
就
業
規
則
に
規
定
さ
れ
て
い
る
賃
金
等
級
等

２
　
諸
手
当
の
額
又
は
計
算
方
法

　
　
イ
（
　
　
　
手
当
　
　
　
　
円
　
／
計
算
方
法
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

　
　
ロ
（
　
　
　
手
当
　
　
　
　
円
　
／
計
算
方
法
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

　
　
ハ
（
　
　
　
手
当
　
　
　
　
円
　
／
計
算
方
法
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

　
　
ニ
（
　
　
　
手
当
　
　
　
　
円
　
／
計
算
方
法
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

３
　
所
定
時
間
外
、
休
日
又
は
深
夜
労
働
に
対
し
て
支
払
わ
れ
る
割
増
賃
金
率

　
　
イ
　
所
定
時
間
外
、
法
定
超
　
月
６
０
時
間
以
内
（
　
　
　
）
％

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
月
６
０
時
間
超
　（
　
　
　
）
％

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
所
定
超
　（
　
　
　
）
％

　
　
ロ
　
休
日
　
法
定
休
日
（
　
　
　
）
％
、
法
定
外
休
日
（
　
　
　
）
％

　
　
ハ
　
深
夜
（
　
　
　
）
％

４
　
賃
金
締
切
日
（
　
　
　
）－
毎
月
　
　
日
、（
　
　
　
）－
毎
月
　
　
日

５
　
賃
金
支
払
日
（
　
　
　
）－
毎
月
　
　
日
、（
　
　
　
）－
毎
月
　
　
日

６
　
賃
金
の
支
払
方
法
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

７
　
労
使
協
定
に
基
づ
く
賃
金
支
払
時
の
控
除
（
無
，
有
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
））

８
　
昇
給
（
時
期
等
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

９
　
賞
与
（
　
有
（
時
期
、
金
額
等
　
　
　
　
　
　
　
　
）　
，　
無
　
）

10
　
退
職
金
（
　
有
（
時
期
、
金
額
等
　
　
　
　
　
　
）　
，　
無
　
）

退
職
に
関
す
る

事
　
　
項

１
　
定
年
制
　（
　
有
　（
　
　
歳
）　
，　
無
　
）

２
　
継
続
雇
用
制
度
（
　
有
（
　
　
歳
ま
で
）　
，　
無
　
）

３
　
自
己
都
合
退
職
の
手
続
（
退
職
す
る
　
　
日
以
上
前
に
届
け
出
る
こ
と
）

４
　
解
雇
の
事
由
及
び
手
続

○
詳
細
は
、
就
業
規
則
第
　
　
条
～
第
　
　
条
、
第
　
　
条
～
第
　
　
条

そ
　
の
　
他

※
　
以
上
の
ほ
か
は
、
当
社
就
業
規
則
に
よ
る
。

※
　
労
働
条
件
通
知
書
に
つ
い
て
は
、
労
使
間
の
紛
争
の
未
然
防
止
の
た
め
、
保
存
し
て
お
く
こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

・
社
会
保
険
の
加
入
状
況
（
　
厚
生
年
金
　
健
康
保
険
　
厚
生
年
金
基
金
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
））

・
雇
用
保
険
の
適
用
（
　
有
　
，　
無
　
）

・
そ
の
他

※
以
下
は
、「
契
約
期
間
」
に
つ
い
て
「
期
間
の
定
め
あ
り
」
と
し
た
場
合
に
つ
い
て
の
説
明
で
す
。

　 　
労
働
契
約
法
第
18
条
の
規
定
に
よ
り
、
有
期
労
働
契
約
（
平
成
25
年
4月
1日
以
降
に
開
始
す
る
も

の
）
の
契
約
期
間
が
通
算
５
年
を
超
え
る
場
合
に
は
、
労
働
契
約
の
期
間
の
末
日
ま
で
に
労
働
者
か

ら
申
込
み
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
労
働
契
約
の
期
間
の
末
日
の
翌
日
か
ら
期
間
の
定
め
の
な
い

労
働
契
約
に
転
換
さ
れ
ま
す
。

介
護
労
働
者
の
身
体
的
負
担
の
軽
減
に
つ
な
が
る
機
器
を
導
入
し
た
場
合
に
、

奨
励
金
を
支
給
し
ま
す
。

＜
助
成
金
名
称
＞

　
平
成
24
年
度
･･
･･
･･
･･
･･
･･
介
護
労
働
環
境
向
上
奨
励
金

　
平
成
25
年
度（
予
定
）･
･･
中
小
企
業
労
働
環
境
向
上
助
成
金（
※
名
称
を
変
更
し
ま
す
。）

問
い
合
わ
せ
先
：
都
道
府
県
労
働
局
職
業
安
定
部
ま
た
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
。

介
護
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
へ
の
支
援
策
の
ご
案
内

こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
（
こ
の
ペ
ー
ジ
に
関
す
る
も
の
は
除
く
。）
は
、

最
寄
り
の
労
働
基
準
監
督
署
、
都
道
府
県
労
働
局
労
働
基
準
部
に
お
願
い
し
ま
す
。

●
助
成
額
：
要
し
た
費
用
の
「
１
／
２
」（
上
限
30
0万
円
）

●
対
象
機
器
：「
移
動
用
リ
フ
ト
」、
「
ス
ト
レ
ッ
チ
ャ
ー
」、
「
特
殊
浴
槽
」、

　
　
　
　
　
　「
車
い
す
体
重
計
」
な
ど

介
護
労
働
者
の
雇
用
管
理
に
つ
い
て
相
談
す
る

（
財
）
介
護
労
働
安
定
セ
ン
タ
ー
で
、
介
護
労
働
者
の
雇
用
管
理
に
つ
い
て
の

相
談
を
お
聞
き
し
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
：（
財
）
介
護
労
働
安
定
セ
ン
タ
ー
各
支
部

ht
tp
:/
/w
w
w
.k
ai
go
-c
en
te
r.o
r.j
p/
sh
ib
u/
lis
t.h
tm
l

そ
の
ほ
か
の

介
護
労
働
者
を
使
用
す
る
事
業
場
へ
の
支
援
策
は

厚
生
労
働
省
Ｈ
Ｐ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

●
相
談
内
容
：「
処
遇
改
善
」、
「
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
構
築
」、
「
効
果
的
研
修
の
実

施
」、
「
夜
間
勤
務
の
改
善
」
な
ど
、
介
護
労
働
者
の
雇
用
管
理

に
つ
い
て

厚
生
労
働
省
　
介
護
労
働
支
援
ガ
イ
ド

（
25
. 3
）
 

「
介
護
福
祉
機
器
」
を
導
入
す
る
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82

99

74

99

14
1

36
46

52
55

43

11
5

12
9

11
0

14
8

14
6

02040608010
0

12
0

14
0

16
0

19
年

20
年

21
年

22
年

23
年

社
会

福
祉

施
設

事
故

の
型

別
発

生
推

移

墜
落

・転
落

転
倒

激
突

飛
来

・落
下

崩
壊

・倒
壊

激
突

さ
れ

は
さ
ま
れ

・巻
き
込

ま
れ

切
れ

・こ
す
れ

踏
み

抜
き

高
温

・低
温
の

物
と
の
接
触

有
害

物
と
の

接
触

感
電

交
通

事
故
（道

路
）

交
通

事
故
（そ

の
他

）

動
作

の
反
動

・無
理
な
動

作

そ
の

他

分
類

不
能

転
倒

動
作

の
反
動

・無
理
な
動
作

平
成

１９
年

平
成
２０

年
平
成

２１
年

平
成
２２

年
平
成

２３
年

病
院

18
3

20
1

16
7

22
8

20
7

一
般

診
療

所
22

10
14

15
15

そ
の

他
医

療
保

健
23

46
48

35
27

社
会

福
祉

施
設

32
6

39
8

36
3

43
5

42
4

浴
場

業
8

6
7

7
3

そ
の
他

の
保

健
衛

生
12

10
5

12
13

0

10
0

20
0

30
0

40
0

50
0

件

保
健

衛
生

業
災
害
発

生
推
移

病
院

一
般

診
療

所

そ
の
他

医
療

保
健

社
会

福
祉

施
設

浴
場

業
そ
の
他

の
保

健
衛
生

75
00

80
00

85
00

90
00

95
00

10
00

0

05010
0

15
0

20
0

25
0

30
0

35
0

40
0

45
0

50
0

平
成
１９

年
平
成

２０
年

平
成
２１

年
平

成
２２

年
平
成
２３

年

軸
ラ
ベ

ル

全 産 業 （ 人 ）

社 会 福 祉 施 設 （ 人 ）

休
業

４日
以

上
の

死
傷

災
害

の
推

移

社
会
福

祉
施

設
全
産
業

阪
府

下
の

労
働

災
害

に
よ

る
死

傷
者

数
は

，
全

産
業

で
は

減
少

傾
向

に
あ

り
ま

す
が

，
社

会
福

祉
施

設
（

老
人

介
護

施
設

，
保

育
施

設
，

障
害

者
施

設
）

に
お

け
る

死
傷

者
数

は
，

横
ば

い
状

態
に

あ
り

，

平
成

2
3

年
に

被
災

し
た

死
傷

者
数

（
休

業
４

日
以

上
）

は
４

２
４

人
と

な
っ

て
い

ま
す

。
 

ま
た

，
事

故
の

型
で

は
「

動
作

の
反

動
・

無
理

な

動
作

」
（

3
4

.4
%

）「
転

倒
」（

3
3

.3
%

）
で

７
割

近

く
を

占
め

て
い

ま
す

。
 

会
福

祉
施

設
に

お
け

る
安

全
衛

生
水

準
の

向
上

と
労

働
災

害
の

よ
り

一
層

の
減

少
を

図
る

た
め

，

４
Ｓ

活
動

や
危

険
予

知
（

K
Y

）
活

動
，

腰
痛

対
策

に

取
り

組
み

ま
し

ょ
う

。
 

H
24
.0
6

大 社

災
害

防
止

に
効
果

の
あ
る

日
常
活

動

腰
痛

と
は

病
気

の
名

前
で

は
な

く
、

腰
部

を
主

と
し

た
痛

み
や

は
り

な
ど

の
不

快
感

と
い

っ
た
症

状
の

総
称

で
す

。
一

般
に

座
骨

神
経

痛
を

代
表
と

す
る

脚
の

痛
み

や
し

び
れ

を
伴

う
場

合
も

含
み
ま

す
。

腰
痛
は

誰
も
が

経
験
し
う

る
痛

み
で

す
。
 

腰
痛

を
防
ぐ

た
め
に

は
，

・
福

祉
機
器

の
利
用

に
よ
り
作

業
者

の
負

担
を
軽

減
す
る
方

法

・
適

切
な
作

業
方
法

を
定
め
て

無
理

な
動

作
や
姿

勢
を
防
ぐ

方
法

な
ど

が
知

ら
れ

て
い

ま
す

が
，

そ
れ

以
外

に
も

，
同

一
姿

勢
で

滞
っ

た
血

流
の

改
善

、
柔

軟
性

の
ア

ッ
プ

、
筋

力
の

ア
ッ

プ
に

加
え

て
筋

肉
の

強
化

や
柔

軟
性
を

向
上
さ

せ
る
「
ス

ト
レ

ッ
チ

」
も
効

果
的
で
す

。

階
段

を
「

安
全
の

見
え

る
化

」
し
た

一
例

①
整

理
・
・
・

必
要

な
物

と
不

要
な
物

を
分

け
て
，
不

要
な
物

を
処

分
す
る
こ
と
。

②
整

頓
・
・
・

必
要

な
時
に
必
要

な
物

を
す
ぐ
取
り
出

せ
る
よ
う
に
，
分
か

り
や

す
く

安
全

な
状
態

で
配

置
す
る
こ
と

③
清
掃

・
・
・

身
の

回
り
を
き
れ

い
に
し
て
，
衣

服
や

廊
下

の
ゴ
ミ
や

汚
れ
を
取

り
除
く
こ
と

＜
作

業
ス
ペ
ー
ス
や
通

路
が

濡
れ

て
い
る
と
滑
り
や

す
く
な
る
の

で
，
清
掃

を
励

行
し
ま
し
ょ
う
＞

④
清

潔
・
・
・

整
理
・
整

頓
・
清
掃

を
繰
り
返
し
，
衛
生
面
を
確

保
し
，
快
適
な
職
場
環

境
を

維
持
す
る
こ
と
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平成 25 年 4 月 11 日 

 

市内高齢者施設 

管理者 様 

 

柏原市役所市民部  

市 民 課 長 

 

 

高齢者施設入所者の住民票異動にかかる届出への対応について（通知） 

 

 平素は、本市の住民基本台帳行政にご理解とご協力をいただき厚く御礼申し

上げます。 

 さて、表題の件につきましては、高齢者施設入所者やその御家族に代わり、

施設の職員様が窓口に来られて異動の手続きをしていただくことも多く、本課

といたしましても、入所者や御家族に負担を強いることのないようにとの配慮

から、施設職員様の職員証の提示等により、入所者にかかる住民票の異動手続

きを行ってまいりました。 

 しかしながら、全国的に個人情報を不正取得される事件が多発しており、本

課といたしましても、個人情報保護の観点から窓口業務の見直しを行うことと

なりました。関係各法令を踏まえ検討した結果、平成 25 年 4 月 15 日より下記

のように取り扱うことといたしましたので、ご協力をお願いいたします。 

 

記 

○高齢者施設の入所者の届出を施設職員が行う場合において、 

入所者本人・世帯主・法定代理人のいずれかによる委任状 

施設職員の身分証（運転免許証・パスポート等） 

 の提示を求めることといたします。 

※委任者が成年後見人等である場合は、委任者の身分証及び成年後見登記事

項証明書の写し等が必要になります。 

 ※届出に基いて異動を行った後、異動前の住所地宛に、住民異動届受理通知

を送付します。 

問合せ先 

柏原市役所市民部市民課 

担当 川渕 

電話 072-972-1503 
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委　任　状

柏　原　市　長　殿

平成　　　年　　　月　　　日

委任者本籍
（住民票の場合本籍は不要）

委任者住所

委任者　 印

私は （目的）のために下記の権限を下記

の者に委任します。

□ の権限

□ の権限

代理人住所

代理人

＊必ず委任者の自筆署名及び押印が必要です。
＊ 同じ内容を便箋などに書かれたものでも結構です。

＊ 使用目的によっては、発行できない場合もあります。
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委任状（代筆用） 

平成  年  月  日 

柏原市長 殿 

 

代
理
人 

住 所 

（方書） 

 

 

マンション・アパート名等 

氏 名 
 

 

生年月日 明・大・昭・平    年   月   日 

私は、現在文字を書くことが出来ませんので、上記の者を代理人と定め、下記

の手続きに関する権限を委任します。 

委
任
事
項

【交付請求】 

 １住民票 ２除住民票 ３改製原住民票 ４記載事項証明 ５戸籍謄・抄本 

 ６除籍謄・抄本 ７改製原戸籍謄・抄本 ８戸籍の附票 

 ９その他（         ）                  通 

 

【各種手続き】 

 １転入の手続き ２転出の手続き ３転居の手続き ４世帯合併の手続き

５世帯分離の手続き ５世帯主変更の手続き 

 ６ その他の手続き 

（                               ） 

該
当
す
る
委
任
事
項
に
必
ず

○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。 

委
任
者 

住 所 

（方書） 

柏原市 

マンション・アパート名等 

委任者拇印 

 

氏 名 
 

 

生年月日 明・大・昭・平   年  月  日 

 

上記の手続を行う本人が、委任状を書くことができないため、これを代筆しました。 

代筆者住所  

代筆者氏名 
             印 手続きを行う 

本人との関係 
 

 

※偽り、その他不正の手段により虚偽の届け出を行った場合、過料（住基法 53 条）及び罰金・

懲役（刑法 157 条・159 条）や損害賠償等を負うことがありますのでご注意ください。 

※代理人の身分証明書（免許証、保険証等）を提示してください。 
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基本理念

基本方針

清流のせせらぎ、野原を渡るそよ風、木々のざわめき・・・・。
誰もの心にある、故郷の風景を彩る自然のささやきである。
　今、「環境」が大きく意識されている。しかし、豊かさに慣れた私たちは、
日常生活の便利さに漬かりきってしまい、どれだけ自然を傷め、環境に負
荷をかけているのか忘れてしまっている。
　本市は、大阪市の中心部からわずか 20㎞に位置するにもかかわらず、
市域の約３分の２が山地で占められ、ほぼ中央を大和川が流れるなど、大
阪府内でも有数の自然に恵まれた都市となっている。
　このかけがえのない環境を守り未来に伝えていくため、また、地球規模
での環境問題に対応するために、市役所の日常活動による環境負荷を可能
な限り抑えるとともに、地球に優しいライフスタイルの提言など、環境保
全活動を継続して展開するものである。
　緑と水にやすらぎ、心ふれあう魅力あるまちを目指して。

１　環境に配慮した市政を行うために、環境マネジメントシステムを構
　築し、継続的に環境改善活動に取り組みます。
２　環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動を積極的に実
　施します。
３　本市が行う行政サービスから想定される、環境に影響を与える側面
　を認識し、環境に対して有益なものは促進し、汚染の原因となるもの
　は予防します。
４　環境マネジメントシステムの構築により、市職員の環境意識を向上
　させ、環境負荷の低い行政サービスを目指します。
５　この環境方針を達成するため、具体的な目的・目標を設定し、継続
　的に改善します。
６　環境関連の法規制及び本市が合意した内容について遵守します。
７　この環境方針を、市役所で働くすべての人に周知するとともに、広
　く一般に公開します。

平成２５年３月１１日　柏原市長　中野隆司
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環境方針に基づく目的・目標

（環境目的は3年ごと環境目標は１年ごとに設定します）

1
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

庁舎の冷房温度を２８度に設定し、電気、ガスの消費量
の削減を目指す。

庁舎冷暖房機の省エネ運転の主旨を説明し、環境問題
に対する意識を市民と共有できることを目指す。

総務課

2
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

来庁者に庁舎冷暖房機の省エネ運転の主旨を説明し、環境問題に対
する意識を市民と共有できること及び将来の柏原市を担う柏原市職員
採用資格試験申込者に環境問題に取り組んでいる柏原市のＰＲをし、
環境問題意識の高揚を図ることを目的とする。

来庁者に対しては柏原市役所本館、別館及び教育センターの３か所
に啓発用ポスターを掲示し、採用試験申込者に対しては柏原市職員
採用資格試験要綱等に環境方針等を掲載し、柏原市の環境問題に対
する取組みの周知を図る。

人事課

3
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

防犯灯を地球環境に優しい省エネのＬＥＤ防犯灯に取り
替える

市内にある全防犯灯をＬＥＤ化する 危機管理課

4
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境啓発を公用車を介し、市民にアピールする
（100％）

環境啓発用のポスターを公用車に貼附する
（100％）

車両運行課

5
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

印刷物配布による啓発の実施
環境啓発メッセージの印刷された封筒を市民に20,000
部送付する。

納税課

6
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

紙使用量（10％） 　削減 紙使用量（4％）  　削減 契約検査課

7
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

契約工事業者（90％）に、柏原市のISO14001宣言都市
のロゴ入りパンフレットを配布する。

契約工事業者（80％）に、柏原市のISO14001宣言都市
のロゴ入りパンフレットを配布する。

契約検査課

8
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

当課及び関係課が使用する封筒等に印刷を行い、啓
発を実施する。

関係課実施に向けた課題整理等の調整を行う。 課税課

9
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

所属職員やその家族も含めた環境啓発活動の実施
職場や家庭で出来る環境に関する取り組みに積極的
に参加する。

財政課

10
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

手話教室等において環境をテーマにした講座を実施す
る。

手話教室において１回は環境をテーマにした講座を行
う。

社会福祉課

No テーマ 環境目的 環境目標 該当部署
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No テーマ 環境目的 環境目標 該当部署

11
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境問題に対する意識の向上 環境を意識したイベントの開催に取り組む。 こども課

12
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

高齢者に対しての環境啓発の推進
地区（柏原・国分地区）の高齢者（３０人程度）を対象に
各地区年１回は環境啓発グッズを使ったレクリェーショ
ンを行う。

高齢介護課

13
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境問題に対する意識の向上 福祉サービス事業所への環境啓発活動の推奨 福祉指導監査課

14
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

節電、適正暖房その他環境関連についての取り組みを
ＰＲする。

ワッペン、三角柱による啓発を行う。(年６回) 秘書課

15
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

職員の環境意識を向上させ、環境負荷の低い行政
サービスを目指す。

部主催行事で企画調整課と共同で年1回啓発物品を
配布する。

市民ふれあい課

16
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

ＦＭ放送「柏原市からのお知らせ」で月１回、環境啓発
に特化した番組を放送する。

ＦＭ放送「柏原市からのお知らせ」で月１回、環境啓発
に特化した番組を放送する。

広報公聴課

17
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

職員の環境意識を向上させ、環境負荷の低い行政
サービスを目指す。

部主催行事で市民ふれあい課と協働して年間１回啓
発物品を配布する。

企画調整課

18
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

ポスター掲示による啓発の実施 柏原市が取り組んでいる環境方針等の広報の実施 市民課

19
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

特定保健指導を実施
特定健康診査受診者のうち、特定保健指導対象者に
対する啓発活動

保険年金課

20
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境問題による意識の向上
市民大学講座や各種イベント開催時に啓発用パンフ
レットを設置する、

人権推進課
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No テーマ 環境目的 環境目標 該当部署

21
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

森林体験学習、創作活動など保健・文化・教育的利用
の場として高尾山創造の森（府民参加の森）を整備する

森林体験学習へ参加する小学校数（平成２４年度３校
を増やす）

産業振興課

22
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境フェアの開催 年に一度環境フェアを実施する 環境保全課

23
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

ごみ処理の現況とリサイクルの学習会開催 地元小・中学生３０名程度を対象に年に６回実施する 環境保全課

24
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

子供服リサイクルの促進 不要となった子供服を回収し、年2回配布する 環境保全課

25
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

循環型リサイクルの促進 リサイクル品目の回収量を８３０㎏とする 環境保全課

26
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

恩智川クリーンＵＰの開催
清掃活動を通じて、生活排水対策や河川愛護意識の
高揚を図る。年１回

環境保全課

27
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

紙使用量（10％） 　削減 紙使用量（10％）  　削減 環境保全課

28
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

廃棄物量(可燃)(10％)　削減 廃棄物量(可燃)(10％)　削減 環境保全課

29
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

電気使用量（10％）　削減 電気使用量（10％）　削減 環境保全課

30
職員の環境意識を向上させ、環境負荷の低い行政
サービスを目指す。

職員を対象に環境カウンセラーによる講演を受講する
年1回、環境推進委員、ISOリーダーを対象に環境カウ
ンセラーの講演を受講する。

環境保全課
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No テーマ 環境目的 環境目標 該当部署

31
職員の環境意識を向上させ、環境負荷の低い行政
サービスを目指す。 EMSの進捗状況を全職員に周知徹底する

月1回、ISO事務局がISO通信を作成し、庁内
LANの掲示板に掲載する

環境保全課

32
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

紙使用量削減
（りそな銀行に毎日提出している収支日計総括表のサ
イズをＢ４からＡ4に変更する。）

紙使用量削減 会計管理室

33
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

ポスター、チラシ等の啓示 明推協掲示板に掲示 行政委員会

34
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

選挙啓発用ティッシュを配布し、柏原市が環境問題に
積極的に取り組んでいるISO自己宣言都市であることを
周知する

選挙啓発用ティッシュを配布し、柏原市が環境問題に
積極的に取り組んでいるISO自己宣言都市であることを
周知する

行政委員会

35
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境問題意識等の啓発 ポスター、リーフレット等の掲示による啓発を行う。 議会事務局

36
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

部主催行事等で、環境に関するチラシ等を配布するとと
もに、ポスター等の掲示を行い、環境啓発活動を行う。

部主催行事等で、環境に関するチラシ等を配布し、環
境啓発活動を行う。（年２回以上）

用地課

37
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

当課で管理する施設（公園・緑地）の照明灯全体数の
20%をLED灯に交換する。

当課で管理する施設（公園・緑地）の照明灯全体数の
５%をLED灯に交換する。

公園緑地課

38
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

建 築 物 敷 地 内 に 植 栽 を 行 い 、 緑 化 を 推 進 す る 。
（100％）

建築確認申請時、業者に文書による緑化依頼をする。
（100％）

都市計画課

39
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

道路や水路における美化活動の推進 道路や水路における美化活動の普及を広報する。(5件) 道路水路整備課

40
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

下水道に関する啓発冊子の配布による環境啓発
市内の新小学四年生に下水道に関する啓発冊子を配
布し、下水道に関する理解を深める

経営総務課
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No テーマ 環境目的 環境目標 該当部署

41
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

口座振替の促進による環境啓発及び紙使用量の削減
水道料金の口座振替率を1年間で1.0％向上させること
を目指す。

経営総務課

42
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

生活排水処理対策としての公共下水道整備を促進す
る。

市民に下水道特集号（広報）を利用し説明することによ
り下水道事業の啓発に努める。

下水工務課

43
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

水道水の飲用行動の促進
ご家庭の蛇口まで届けられた水道水を飲むだけでも、
田の飲料水の運搬に関わる排気ガスなどの削減につ
ながり、環境に貢献できることをＰＲする。

水道工務課

44
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

環境問題意識を児童・生徒及び保護者と共有するた
め、環境啓発活動を実施する。

学校での検診時、受付に環境に優しい検診用品を使用
していることを表示することにより、受診者の100%に周
知する。

学務課

45
本市が行う行政サービスから発生する環境汚染の原因
は、予防する。

各教員の資源消費の節約意識を高めると同時に、漏水
事故等の早期発見と防止に努める。

各学校園に対して、電気・ガス・水道使用量をこまめに
チェック・報告するよう指導する。

教育総務課

46
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

広報誌に学校園の取組を掲載する ３校園以上の取組を広報誌に掲載する 指導課

47
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

スポーツイベント参加者に対し環境問題意識を共有で
きることを目指す。

スポーツイベント開催要項及びパンフレットに環境啓発
に関する啓発文を掲載すると伴に、イベント終了後に会
場内のゴミ等を収集するよう呼び掛ける。

スポーツ振興課

48
環境問題意識の市民との共有を目指し、環境啓発活動
を積極的に実施する。

大和川に生息する主な魚類を展示して、大和川の水質
改善を市民に知らせ、水環境改善のための啓発活動を
行う。

大和川に遡上してきた天然アユを年間を通して２匹以
上展示する。

社会教育課
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柏原市健康福祉部福祉指導監査課 
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 電話 ０７２-９７２-１５０１（代表） 

    ０７２-９７１-５２０２（直通） 

 F A X ０７２-９７０-３０８１ 

 ホームページ http://www.city.kashiwara.osaka.jp/fukushishido/ 

 Ｅメール   fukushishido@city.kashiwara.osaka.jp 
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